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帝
国
日
本
の
台
湾
・
関
東
州
塩
需
給
と
流
通
主
体

）

八
三　
（

は
じ
め
に

（
１
）「
基
礎
的
経
済
成
長
要
因
」
と
一
次
産
品

①
課
題
と
経
済
史
研
究
の
潮
流

　

本
稿
の
課
題
は
、
一
八
九
〇-

一
九
一
〇
年
代
日
本
内
地
に
お

け
る
植
民
地
塩
の
輸
移
入
と
取
引
を
検
討
し
、
内
地
産
品
に
対
す

る
品
質
差
・
価
格
差
を
有
し
た
植
民
地
産
一
次
産
品
の
消
費
拡
大

と
流
通
主
体
間
で
展
開
さ
れ
た
競
争
の
関
連
を
解
明
す
る
こ
と
で

あ（
る

）
1

。
こ
う
し
た
課
題
を
「
東
ア
ジ
ア
の
な
か
の
帝
国
日
本
：
食

の
交
流
か
ら
考
え
る
」
と
題
さ
れ
た
二
〇
二
〇
年
度
三
田
史
学
会

大
会
総
合
部
会
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
で
掲
げ
る
意
義
に
つ
い
て
経
済
史

研
究
と
の
関
連
か
ら
示
し
て
お
き
た
い
。

　

経
済
史
研
究
は
歴
史
学
と
経
済
学
の
接
合
領
域
に
位
置
付
け
ら

れ
、
現
代
経
済
分
析
を
目
的
に
開
発
さ
れ
た
計
量
経
済
学
的
手
法

の
利
用
が
進
展
す
る
。
こ
う
し
た
手
法
に
基
づ
く
経
済
史
研
究
は

ク
リ
オ
メ
ト
リ
ク
ス
（cliom

etrics

）
と
称
さ
れ
、
現
在
で
は

E
conom

ic H
istory R

eview

、Journal of E
conom

ic H
istory

、E
x-

plorations in E
conom

ic H
istory

な
ど
国
際
学
術
誌
掲
載
論
文
の

過
半
を
占
め
て
い
る
。
近
年
で
は
日
本
経
済
史
研
究
の
領
域
で
も

適
用
が
進
展
し
、『
岩
波
講
座 

日
本
経
済
の
歴
史
』（
全
六
巻
・
二

〇
一
七-

一
八
年
）
は
マ
ク
ロ
経
済
分
析
の
手
法
で
中
世-

二
〇

一
〇
年
の
日
本
経
済
を
通
史
的
に
描
い
た
。
し
か
し
、
同
手
法
の

利
用
拡
大
で
経
済
史
研
究
者
は
コ
ン
ベ
ン
シ
ョ
ナ
ル
な
歴
史
分
析

の
有
用
性
を
逆
説
的
に
再
認
識
し
つ
つ
あ
る
。

②
成
長
会
計
分
析
と
そ
の
限
界

　

従
来
の
近
代
日
本
経
済
史
研
究
は
工
場
制
大
工
業
の
拡
大
に
経

済
成
長
の
源
泉
を
求
め
、
一
八
八
〇
年
代
か
ら
工
場
生
産
が
本
格

化
し
た
繊
維
業
、
日
露
戦
後
の
工
業
化
を
主
導
し
た
製
鉄
業
、
造

二
五
九

帝
国
日
本
の
台
湾
・
関
東
州
塩
需
給
と
流
通
主
体

─
─
一
八
九
〇
─
一
九
一
〇
年
代
を
中
心
に＊

─
─

前

田

廉

孝

二
〇
二
〇
年
度
三
田
史
学
会
大
会
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム



史
　
　
　
学

　
第
八
九
巻

　
第
三
号

）

八
四　
（

船
業
、
人
造
肥
料
製
造
業
な
ど
に
着
目
し
て
き
た
（
阿
部
・
中
村

（
二
〇
一
〇
、
三
））。
こ
れ
ら
諸
産
業
は
製
造
業
生
産
額
に
占
め
る

比
率
が
高
い
特
徴
を
有
し
、
戦
前
期
日
本
の
主
導
産
業
た
る
繊
維

業
は
第
二
次
企
業
勃
興
期
（
一
八
九
五-

九
九
年
）
平
均
生
産
額
で

製
造
業
合
計
の
四
二
・
〇
％
を
占
め
た
（
篠
原
（
一
九
七
二
、
一
四

〇-

一
、
一
八
八
、
二
〇
四
））。
こ
の
よ
う
に
既
往
研
究
は
資
本
装

備
率
と
産
出
規
模
が
高
水
準
の
産
業
へ
着
目
し
、
生
産
設
備
の
拡

充
を
経
済
成
長
の
主
要
な
促
進
要
因
と
し
て
捉
え
て
き
た
。
し
か

し
、
二
〇
〇
〇
年
代
以
降
は
成
長
会
計
分
析
よ
り
経
済
成
長
の
源

泉
と
し
て
以
上
と
異
な
る
要
因
が
注
目
を
集
め
て
い
る
。

　

近
代
日
本
経
済
史
研
究
で
成
長
会
計
分
析
の
適
用
はSonobe 

and O
tsuka 

（2001

）
とH

ayashi and Prescott 

（2008

）
を

嚆
矢
と
し
、
一
橋
大
学
経
済
研
究
所
作
成
の
Ｌ
Ｔ
Ｅ
Ｓ
（Long-

T
erm

 Econom
ic Statistics

）
に
依
拠
し
た
。
但
し
、
摂
津
・Bas-

sino

・
深
尾
（
二
〇
一
六
）
が
指
摘
し
た
よ
う
に
、
Ｌ
Ｔ
Ｅ
Ｓ
が

推
計
に
用
い
た
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
は
過
大
で
あ
っ（
た

）
2

。
そ
こ
で
、
深

尾
・
摂
津
（
二
〇
一
七
ａ
、
二
〇
一
七
ｂ
）
は
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長
率
の

再
推
計
と
再
推
計
デ
ー
タ
に
よ
る
成
長
会
計
分
析
を
実
施
し
た
。

そ
の
成
果
に
よ
れ
ば
、
一
八
八
五-

一
九
四
〇
年
の
労
働
生
産
性

上
昇
に
対
す
る
寄
与
率
は
Ｔ
Ｆ
Ｐ
（T

otal Factor Productiv-

ity

）
の
上
昇
が
労
働
者
一
人
あ
た
り
資
本
ス
ト
ッ
ク
の
増
加
を
上

回
っ
た
。
し
た
が
っ
て
、
今
後
の
近
代
日
本
経
済
史
研
究
に
は
Ｔ

Ｆ
Ｐ
の
上
昇
要
因
解
明
が
求
め
ら
れ
よ
う
。
但
し
、
成
長
会
計
分

析
は
ア
メ
リ
カ
経
済
に
適
用
し
たJorgensen et al. 

（2007

）

な
ど
国
内
外
を
問
わ
ず
に
利
用
さ
れ
る
が
、
近
年
で
は
分
析
手
法

と
し
て
の
限
界
も
指
摘
さ
れ
て
い
る
。

　

M
argo 

（2013

）
は
成
長
会
計
分
析
の
限
界
と
し
て
「
基
礎
的

経
済
成
長
要
因
」（the fundam

ental causes of econom
ic 

grow
th

）
の
把
握
が
困
難
な
特
徴
を
指
摘
し
、N

orth 

（1990

）

と
同
様
に
制
度
的
側
面
へ
着
目
す
る
重
要
性
を
強
調
し
た
。

N
orth 

（1990

）
は
財
産
権
の
保
証
に
寄
与
す
る
諸
制
度
へ
着
目

し
、
そ
れ
ら
は
基
礎
的
経
済
成
長
要
因
と
し
て
生
産
関
数
に
お
け

る
資
本
と
土
地
・
原
料
の
投
入
を
促
し
た
。
以
下
の（
１
）式
は
、

M
argo 

（2013

）
で
も
用
い
ら
れ
た
コ
ブ
＝
ダ
グ
ラ
ス
型
生
産
関

数
で
あ
る
。

lnY=lnA+α
L lnL+α

K lnK+α
T lnT 

（
１
）式

　

上
記
の
生
産
関
数
に
お
い
て
A
は
Ｔ
Ｆ
Ｐ
、
L
は
労
働
、
K

は
資
本
、
T
は
土
地
・
原
料
で
あ
る
。
そ
し
て
、
生
産
設
備
拡

充
を
経
済
成
長
の
主
要
な
促
進
要
因
と
し
て
捉
え
て
き
た
既
往
研

究
は
K
の
直
接
的
な
増
加
に
、
深
尾
・
摂
津
（
二
〇
一
七
ａ
、

二
〇
一
七
ｂ
）
は
A
の
直
接
的
な
増
加
に
そ
れ
ぞ
れ
着
目
し
た
。

二
六
〇



帝
国
日
本
の
台
湾
・
関
東
州
塩
需
給
と
流
通
主
体

）

八
五　
（
二
六
一

そ
れ
と
対
照
的
にM

argo 

（2013

）
は
、
財
産
権
保
証
と
関
連

す
る
諸
制
度
を
K
と
T
の
増
加
要
因
に
挙
げ
た
。
し
た
が
っ
て
、

「
基
礎
的
経
済
成
長
要
因
」
は
生
産
関
数
に
お
け
る
説
明
変
数
の

規
定
要
因
と
し
て
捉
え
ら
れ
る
。
こ
の
よ
う
な
「
基
礎
的
経
済
成

長
要
因
」
に
は
、
一
次
産
品
投
入
の
変
動
を
含
め
ら
れ
る
。

③「
基
礎
的
経
済
成
長
要
因
」
と
同
時
性

　
（
１
）式
に
お
い
て
、∑α

i =1

、
P
を
人
口
と
し
て
収
穫
不
変
を

仮
定
す
れ
ば
、（
２
）式
を
導
け
る
。

lnY/P=lnA+α
K lnK/L+α

T lnT/L+lnL/P 

（
２
）式

　

そ
し
て
、α

s

を
所
与
と
し
て（
２
）式
を
時
間
微
分
す
れ
ば
、

（
３
）式
を
導
け
る
。

d

（lnY/P

）/dt=d

（lnA

）/dt+α
K d

（lnK/L

）/dt+ 

　
　
　
　
　
　

α
T d

（lnT⁄L

）/dt+d

（lnL/P

）/dt 
（
3
）式

　
（
３
）式
よ
り
一
人
あ
た
り
産
出
は
、
Ｔ
Ｆ
Ｐ
、
労
働
者
一
人
あ

た
り
資
本
、
労
働
者
一
人
あ
た
り
土
地
・
原
料
、
労
働
力
人
口
比

率
（labor force participation rate

）
に
規
定
さ
れ
る
。
し
た
が

っ
て
、
上
記
で
掲
げ
た
近
代
日
本
経
済
史
の
先
行
研
究
は
い
ず
れ

も
A
も
し
く
は
K
に
着
目
し
、
右
辺
の
第
一
項
と
第
二
項
に
対

し
て
説
明
力
を
有
す
る
。
し
か
し
、
近
代
日
本
で
工
業
化
の
進
展

は
原
料
輸
入
の
増
大
と
並
行
し
、
少
子
少
産
化
で
人
口
動
態
は
変

動
し
た
（
齋
藤
（
一
九
九
六
）、
安
場
（
一
九
九
六
）、Francks 

（2015, 

52-53

）、O
hno 

（2018, 50-51

））。
そ
れ
ゆ
え
に
、
近
代
日
本
に
お

け
る
経
済
成
長
要
因
の
解
明
で
は（
３
）式
右
辺
第
三
項
と
第
四
項

も
分
析
対
象
に
含
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
か
か
る
視
角
に
基
づ

く
分
析
で
は
、
食
料
・
原
料
と
し
て
一
次
産
品
の
変
動
に
対
す
る

着
目
が
有
用
と
な
ろ
う
。

　

Radetzki 

（1990, 2-5

）
に
よ
れ
ば
一
次
産
品
（prim

ary 

products / prim
ary com

m
odities

）
と
は
、（
ａ
）食
料
（food in 

a broad sence

）、（
ｂ
）原
料
農
産
物
（agricultural raw

 m
ateri-

als

）、（
ｃ
）鉱
物
資
源
（m

inerals and m
etals

）、（
ｄ
）鉱
物
燃
料

（m
ineral fuels

）
か
ら
構
成
さ
れ
る
未
加
工
品
を
指（
す

）
3

。
こ
の
よ

う
に
一
次
産
品
は
食
料
・
工
業
用
原
料
と
し
て
消
費
さ
れ
、
そ
の

供
給
は
P
と
T
の
変
動
を
規
定
し
た
。

　

食
料
供
給
と
人
口
の
関
係
性
は
一
七
九
八
年
に
マ
ル
サ
ス

（M
althus, T

hom
as Robert

）
がA

n E
ssay on the Principle of 

Population

（『
人
口
論
』）
で
考
察
し
、
人
口
学
の
領
域
で
頻
繁
に

議
論
さ
れ
て
き
た
。
そ
し
て
、
日
本
に
お
け
る
人
口
史
研
究
も
食

料
供
給
の
拡
大
を
人
口
増
加
要
因
に
挙
げ
て
き
た
（
鬼
頭
（
二
〇

〇
〇
、
二
一
七-

二
一
八
）、
河
野
（
二
〇
〇
〇
、
一
八
四-

一
八
六
）、

新
村
（
二
〇
〇
一
、
三
六-

三
七
））。
但
し
、
二
〇
〇
〇
年
代
後
半



史
　
　
　
学

　
第
八
九
巻

　
第
三
号

）

八
六　
（

以
降
に
お
け
る
日
本
の
人
口
減
少
は
食
料
供
給
の
縮
小
に
起
因
し

な
い
（
吉
川
（
二
〇
一
六
、
九
五-

九
七
））。
し
た
が
っ
て
、
食
料

供
給
と
人
口
に
普
遍
的
な
関
係
性
は
想
定
し
得
な
い
が
、
第
一
次

大
戦
期
以
前
の
日
本
で
は
カ
ロ
リ
ー
摂
取
水
準
の
上
昇
が
人
口
増

加
を
下
支
え
し
た
（
齋
藤
（
二
〇
〇
八
、
一
〇
七-

一
一
〇
））。
こ

う
し
た
人
口
変
動
と
労
働
力
人
口
比
率
が
L
を
規
定
し
、
食
料

向
け
の
一
次
産
品
供
給
は
「
基
礎
的
経
済
成
長
要
因
」
た
り
得
る

条
件
を
備
え
て
い
る
。

　

以
上
に
示
し
た
食
料
向
け
一
次
産
品
と
L
の
関
係
性
と
比
較

す
れ
ば
、
原
料
向
け
一
次
産
品
と
T
に
は
よ
り
直
接
的
な
関
係

性
を
想
定
し
う
る
。
但
し
、
こ
れ
ら
関
係
性
の
分
析
で
は
同
時
性

（sim
ultaneity

）
が
存
在
す
る
可
能
性
を
念
頭
に
置
か
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。

　
（
１
）-（
３
）式
と
そ
れ
ら
よ
り
派
生
し
た
「
基
礎
的
経
済
成
長

要
因
」
で
は
各
説
明
変
数
間
の
独
立
性
が
仮
定
さ
れ
る
。
し
か
し
、

実
態
経
済
で
は
各
変
数
間
に
相
互
依
存
関
係
が
存
在
し
、
同
時
方

程
式
体
系
の
成
立
が
想
定
さ
れ
る
。
こ
の
よ
う
な
同
時
性
存
在
下

で
計
量
分
析
は
内
生
性
の
発
生
か
ら
推
定
結
果
の
一
致
性
を
確
保

で
き
な
い
。
し
た
が
っ
て
、
経
済
成
長
要
因
の
分
析
で
同
時
性
の

把
握
は
喫
緊
の
課
題
に
浮
上
し
、
同
時
性
は
「
基
礎
的
経
済
成
長

要
因
」
に
も
存
在
が
示
唆
さ
れ
て
い
る
。

　

W
illebald et al. 

（2015, 15-17

）
はN

orth 

（1990

）
を
継

承
し
、
資
源
賦
存
の
決
定
要
因
に
社
会
経
済
的
制
度
を
挙
げ
た
。

し
か
し
、
以
上
の
理
解
にM

argo 

（2013

）
はchicken-and-

egg problem

（「
卵
が
先
か
、
鶏
が
先
か
」）
の
伏
在
を
指
摘
し
、

制
度
の
生
成
も
ま
た
経
済
成
長
の
果
実
と
し
て
把
握
で
き
る
可
能

性
を
示
唆
し
た
。

　

以
上
の
検
討
よ
り
経
済
成
長
要
因
の
解
明
で
は
、
第
一
に
生
産

関
数
上
で
表
さ
れ
る
説
明
変
数
の
み
な
ら
ず
「
基
礎
的
経
済
成
長

要
因
」
ま
で
視
野
に
収
め
た
視
角
の
適
用
、
第
二
に
各
変
数
間
で

生
じ
た
同
時
性
の
把
握
が
求
め
ら
れ
よ
う
。
そ
こ
で
、
一
致
性
条

件
を
充
足
し
得
な
い
計
量
分
析
の
即
時
的
な
利
用
に
は
慎
重
な
姿

勢
を
要
し
、
同
時
性
の
把
握
も
可
能
な
歴
史
分
析
の
手
法
は
有
効

性
を
有
す
。
か
か
る
歴
史
研
究
の
領
域
で
は
、
近
代
日
本
の
食

料
・
原
料
供
給
に
関
す
る
多
く
の
成
果
が
蓄
積
さ
れ
て
き
た
。

（
２
）
近
代
日
本
経
済
史
研
究
に
お
け
る
食
料
・
原
料

①
食
料

　

食
料
に
関
す
る
歴
史
研
究
は
主
食
品
た
る
米
穀
を
主
な
考
察
対

象
と
し
、
持
田
（
一
九
七
〇
）
は
戦
前
期
日
本
の
米
穀
供
給
を
概

観
し
た
。
そ
の
成
果
を
踏
ま
え
、
川
東
（
一
九
九
〇
）
と
玉
（
二

〇
一
三
）
は
米
穀
需
給
・
価
格
調
整
を
目
的
に
据
え
た
政
策
の
変

二
六
二
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遷
を
跡
付
け
、
穐
本
（
二
〇
一
五
）
と
大
豆
生
田
（
二
〇
一
六
）

は
内
地
米
生
産
・
流
通
の
技
術
的
変
容
を
米
穀
市
場
の
拡
大
過
程

に
位
置
付
け
た
。
さ
ら
に
、
坂
根
（
二
〇
一
二
）
は
戦
時
期
を
対

象
に
農
地
政
策
と
農
産
物
市
場
の
相
克
を
描
い
た
。
ま
た
、
内
地

へ
向
け
た
大
量
の
植
民
地
米
供
給
に
着
目
し
た
考
察
も
進
め
ら
れ

た
。
大
豆
生
田
（
一
九
九
三
、
二
〇
〇
七
）
は
同
時
期
の
植
民
地

米
供
給
と
米
穀
政
策
の
関
連
を
視
野
に
収
め
、
河
合
（
一
九
八

六
）
と
李
（
二
〇
一
五
）
は
日
本
統
治
下
朝
鮮
の
米
穀
生
産
拡
大

と
関
連
諸
制
度
の
導
入
を
内
地
米
穀
市
場
の
変
容
と
関
連
付
け
た
。

　

そ
の
ほ
か
の
穀
物
と
し
て
は
大
豆
に
関
す
る
研
究
が
進
め
ら
れ

た
。
既
往
研
究
は
大
豆
を
肥
料
の
原
料
と
し
て
考
察
し
、
代
表
的

な
成
果
に
は
市
川
（
二
〇
一
五
）
と
坂
口
（
二
〇
〇
三
）
な
ど
が

挙
げ
ら
れ
る
。
し
か
し
、
近
年
で
は
食
料
と
し
て
の
側
面
に
も
着

目
し
、
竹
内
（
二
〇
〇
八
）
と
岡
部
（
二
〇
〇
八
）・
柳
沢
（
二

〇
〇
八
）
は
朝
鮮
大
豆
と
満
洲
大
豆
そ
れ
ぞ
れ
の
内
地
へ
向
け
た

流
通
を
考
察
し
た
。

　

穀
物
以
外
の
食
料
で
は
砂
糖
に
関
す
る
研
究
が
盛
ん
で
あ
る
。

砂
糖
は
主
要
輸
入
品
の
一
角
を
占
有
し
、
主
産
地
た
る
台
湾
の
製

糖
業
と
台
湾
糖
の
流
通
を
久
保
（
一
九
九
七
）、
高
橋
（
一
九
七

九
）、
平
井
（
二
〇
一
七
）、
森
（
一
九
九
三
）
な
ど
が
考
察
し
た
。

②
原
料

　

原
料
に
着
目
し
た
歴
史
研
究
で
は
棉
花
の
流
通
と
そ
の
綿
紡
績

業
に
よ
る
調
達
が
主
要
な
考
察
対
象
と
さ
れ
て
き
た
。
名
和
（
一

九
四
八
）、
高
村
（
一
九
七
一
、
一
九
八
二
）、
西
川
（
一
九
八

七
）、
阿
部
（
一
九
八
九
）、
谷
本
（
一
九
九
八
）
な
ど
優
れ
た
綿

紡
績
業
史
研
究
の
成
果
を
踏
ま
え
、
籠
谷
（
二
〇
〇
〇
）、
加
藤

（
二
〇
一
一
）、
木
谷
（
二
〇
〇
六
）
は
イ
ン
ド
棉
花
、
安
達
（
二

〇
一
三
）、
岡
崎
（
二
〇
〇
一
）、
柴
田
（
二
〇
〇
四
）、
白
木
沢

（
二
〇
一
六
）、
瀬
戸
林
（
二
〇
〇
六
、
二
〇
〇
八
）
は
中
国
棉
花

に
着
目
し
た
。
そ
の
ほ
か
に
も
製
鉄
業
で
用
い
ら
れ
た
鉄
鉱
石
の

調
達
を
大
島
（
二
〇
〇
四
）、
小
野
・
難
波
（
一
九
五
四
）、
佐
藤

（
一
九
六
六
）、
安
場
（
一
九
八
一
）、
が
考
察
し
た
。

③
食
料
・
原
料
と
一
次
産
品

　

以
上
の
検
討
よ
り
既
往
の
近
代
日
本
経
済
史
研
究
は
、
消
費
・

輸
移
入
規
模
が
大
き
な
食
料
と
生
産
規
模
が
金
額
的
・
量
的
に
大

き
な
中
間
財
・
消
費
財
向
け
の
原
料
を
考
察
し
た
。
し
た
が
っ
て
、

考
察
対
象
の
選
択
で
は
当
該
食
料
・
原
料
の
消
費
規
模
そ
れ
自
体

よ
り
特
定
用
途
に
お
け
る
消
費
規
模
が
重
要
視
さ
れ
た
。
そ
の
な

か
で
も
原
料
調
達
に
関
す
る
研
究
は
用
途
先
の
産
業
か
ら
考
察
の

焦
点
を
遡
ら
せ
る
形
態
で
進
展
し
、
一
例
に
は
綿
紡
績
業
史
研
究

の
派
生
的
分
析
と
し
て
進
め
ら
れ
た
原
料
棉
花
調
達
に
関
す
る
研

二
六
三
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究
を
挙
げ
ら
れ
よ
う
。
し
か
し
、
か
か
る
視
角
に
基
づ
く
分
析
で

は
一
次
産
品
が
有
す
る
「
基
礎
的
経
済
成
長
要
因
」
と
し
て
の
側

面
を
的
確
に
捉
え
ら
れ
な
い
。

　

Radetzki 
（1990

）
は
、
一
次
産
品
に
含
ま
れ
る（
ａ
）食
料
、

（
ｂ
）原
料
農
産
物
、（
ｃ
）鉱
物
資
源
、（
ｄ
）鉱
物
燃
料
を
二
つ
の

基
準
で
分
類
す
る
。
第
一
の
基
準
は
、
経
済
成
長
過
程
に
お
け
る

需
要
増
加
率
で
あ
る
。（
ａ
）は
、
工
業
用
原
燃
料
用
途
の（
ｂ
）-

（
ｄ
）よ
り
需
要
の
価
格
弾
力
性
（
価
格
変
化
率
に
対
す
る
需
要
変

化
率
の
絶
対
値
比
率
）
が
小
さ
い
。
そ
れ
ゆ
え
に
、（
ａ
）の
需
要

増
加
率
は
経
済
成
長
過
程
に
お
い
て
も
低
水
準
で
推
移
し
、
エ
ン

ゲ
ル
の
法
則
（Engelʼs law

）
と
し
て
知
ら
れ
る
よ
う
に
対
消
費

支
出
比
率
は
低
下
傾
向
を
示
す
。
第
二
の
基
準
は
、
価
格
変
動
の

主
要
因
で
あ
る
。（
ａ
）-（
ｂ
）は
日
本
標
準
産
業
分
類
に
お
け
る

第
一
次
産
業
が
生
産
し
、
価
格
変
動
の
主
要
因
は
天
候
変
化
に
よ

る
供
給
変
動
で
あ
る
。
そ
れ
と
対
照
的
に（
ｃ
）-（
ｄ
）は
第
二
次

産
業
が
生
産
し
、
価
格
変
動
の
主
要
因
は
需
要
変
動
で
あ（
る

）
4

。
以

上
二
つ
の
基
準
よ
り
一
次
産
品
は
、（
ａ
）、（
ｂ
）、（
ｃ
）-（
ｄ
）

の
三
種
類
に
分
類
さ
れ
る
。

　

以
上
の
よ
う
に
一
次
産
品
は
商
品
特
性
の
一
律
性
が
欠
如
し
、

既
往
研
究
で
考
察
さ
れ
た
米
穀
と
大
豆
は（
ａ
）、
砂
糖
と
棉
花
は

（
ｂ
）、
鉄
鉱
石
は（
ｃ
）に
分
類
で
き
よ
う
。
こ
う
し
た
一
次
産
品

の
特
徴
た
る
商
品
特
性
の
一
律
性
欠
如
は
、
特
定
用
途
に
お
け
る

食
料
・
原
料
と
し
て
の
消
費
規
模
か
ら
考
察
対
象
を
選
択
し
て
き

た
既
往
研
究
で
考
察
の
視
野
に
含
め
ら
れ
て
こ
な
か
っ
た
。
し
か

し
、
か
か
る
特
徴
は
需
給
バ
ラ
ン
ス
と
価
格
の
決
定
メ
カ
ニ
ズ
ム

に
お
け
る
構
造
的
差
異
を
規
定
し
、「
基
礎
的
経
済
成
長
要
因
」

と
し
て
一
次
産
品
そ
れ
自
体
を
考
察
す
る
場
合
は
等
閑
視
す
べ
き

で
な
い
。
そ
し
て
、
こ
の
よ
う
な
一
次
産
品
に
着
目
し
た
考
察
を

近
代
日
本
経
済
史
研
究
の
一
環
と
し
て
進
め
る
際
は
、「
植
民

地
」
を
含
む
帝
国
日
本
の
領
域
を
視
野
に
収
め
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。（

３
）
帝
国
日
本
の
一
次
産
品
供
給

①
内
地
・
植
民
地
間
の
品
質
差
・
価
格
差

　

戦
前
期
日
本
の
植
民
地
に
対
す
る
貿
易
結
合
度
は
欧
米
列
強
よ

り
高
水
準
で
推
移
し
、
両
大
戦
間
期
に
飛
躍
的
な
上
昇
を
遂
げ
た

（
堀
（
二
〇
〇
九
、
一
四-

三
九
）、O

kubo

（2007

））。
そ
し
て
、
植

民
地
は
大
量
の
一
次
産
品
を
内
地
へ
供
給
し
、
米
穀
、
砂
糖
、
大

豆
、
食
塩
な
ど
が
含
ま
れ
た
（
金
子
（
一
九
八
五
）、
竹
内
（
二
〇
〇

八
）、
平
井
（
二
〇
一
七
）、
前
田
（
二
〇
一
八
ａ
）、
林
（
二
〇
〇
九
、

二
〇
一
一
、
二
〇
一
九
））。
し
か
し
、
植
民
地
産
一
次
産
品
は
同
種

で
も
内
地
産
品
と
異
な
る
性
質
を
有
し
た
。

二
六
四
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一
次
産
品
の
生
産
過
程
で
は
、
各
産
地
の
環
境
条
件
に
適
合
的

な
品
種
と
生
産
法
が
選
択
さ
れ
る
。
そ
れ
ゆ
え
に
、
温
帯
の
内
地
、

亜
熱
帯
・
熱
帯
の
台
湾
、
亜
寒
帯
の
朝
鮮
・
関
東
州
に
お
い
て
生

産
さ
れ
た
一
次
産
品
の
相
互
間
で
は
、
同
種
で
も
品
質
差
と
価
格

差
が
生
じ
た
。
そ
の
な
か
で
も
内
地
産
品
に
対
す
る
品
質
差
は
、

台
湾
産
粗
糖
な
ど
植
民
地
で
中
間
加
工
さ
れ
た
商
品
と
比
較
す
れ

ば
、
米
穀
、
大
豆
、
食
塩
な
ど
無
加
工
で
内
地
へ
移
入
さ
れ
た
商

品
に
お
い
て
顕
著
と
な
っ
た
。
そ
こ
で
、
植
民
地
産
一
次
産
品
の

移
入
と
取
引
に
関
す
る
研
究
と
し
て
最
も
豊
富
な
蓄
積
を
有
す
る

米
穀
史
研
究
は
、
内
地
米
に
対
す
る
品
質
差
・
価
格
差
の
変
容
と

そ
の
植
民
地
米
消
費
に
対
す
る
規
定
性
を
考
察
し
て
き
た
。

②
食
料
に
用
い
ら
れ
た
一
次
産
品
の
品
質
差

　

植
民
地
米
を
含
む
輸
移
入
米
は
ジ
ャ
ポ
ニ
カ
種
の
内
地
米
と
品

種
が
相
違
し
、
輸
移
入
開
始
当
初
は
地
方
農
村
部
、
炭
鉱
な
ど
限

ら
れ
た
地
域
で
の
み
消
費
さ
れ
た
（
持
田
（
一
九
七
〇
、
五
九-

六

二
））。
そ
れ
に
も
関
わ
ら
ず
、
輸
移
入
米
消
費
が
徐
々
に
拡
大
し

た
要
因
を
先
行
研
究
は
二
点
指
摘
し
て
い
る
。
第
一
は
、
生
産
量

増
加
と
品
質
差
縮
小
を
目
的
と
し
た
政
策
で
あ
っ
た
。
そ
し
て
、

朝
鮮
で
は
一
九
一
〇
年
代
の
内
地
米
品
種
導
入
と
一
九
二
〇
年
代
の

産
米
増
殖
計
画
、
台
湾
で
は
一
九
二
〇
年
代
の
蓬
莱
米
生
産
が
そ

れ
ぞ
れ
進
め
ら
れ
た
（
李
（
二
〇
一
五
）、
菱
本
（
一
九
三（
八

）
5

））。
第

二
は
、
内
地
米
に
対
す
る
相
対
的
低
廉
性
で
あ
っ
た
。
内
地
米
に

対
す
る
生
産
費
の
相
対
的
低
廉
性
と
品
質
差
の
存
在
は
対
内
地
米

相
対
価
格
を
抑
制
し
、
輸
移
入
米
の
消
費
拡
大
を
促
し
た
（
大
豆

生
田
（
二
〇
〇
七
、
一
六
四-

一
六
九
））。

　

以
上
の
要
因
に
よ
る
消
費
拡
大
で
内
地
米
穀
市
場
の
植
民
地
米

依
存
率
は
一
九
〇
〇
年
代
か
ら
上
昇
し
、
一
九
三
〇
年
代
後
半
に

二
〇
％
へ
達
し
た
（
前
田
（
二
〇
一
八
ａ
））。
こ
う
し
た
米
穀
市
場

を
大
豆
生
田
（
一
九
九
三
）
は
「
対
外
依
存
米
穀
供
給
構
造
」
と

把
握
し
た
が
、
植
民
地
産
品
依
存
率
が
よ
り
高
水
準
に
達
し
た
一

次
産
品
と
し
て
食
塩
を
挙
げ
ら
れ
る
。

③
植
民
地
塩
の
品
質
差
と
消
費
拡
大

　

内
地
の
植
民
地
塩
依
存
率
は
一
九
〇
〇
年
代
か
ら
上
昇
し
、
一

九
一
〇
年
代
後
半
に
二
〇
％
、
一
九
三
〇
年
代
後
半
に
は
四
〇
％

を
超
過
し
た
（
前
田
（
二
〇
一
八
ａ
））。
但
し
、
米
穀
と
同
様
に
食

塩
も
ま
た
内
地
産
品
・
植
民
地
産
品
間
で
製
塩
法
の
相
違
に
よ
る

品
質
差
が
存
在
し
た
。
内
地
で
は
入
浜
式
塩
田
よ
り
製
さ
れ
た
鹹

水
を
石
炭
な
ど
燃
料
で
煎
熬
し
、
内
地
塩
は
白
色
粉
末
状
の
色

相
・
形
状
を
有
し
た
。
し
か
し
、
台
湾
・
関
東
州
な
ど
植
民
地
は

天
日
塩
田
を
利
用
し
、
煎
熬
工
程
を
要
さ
な
い
た
め
に
生
産
費
は

低
廉
で
あ
っ
た
が
、
植
民
地
塩
は
灰
色
も
し
く
は
茶
色
の
粒
状
で

あ
っ
た
。
図
１
に
は
、
一
九
二
〇
年
代
ま
で
に
収
集
さ
れ
た
植
民

二
六
五



史
　
　
　
学

　
第
八
九
巻

　
第
三
号

）

九
〇　
（

地
塩
サ
ン
プ
ル
の
写
真
を
示
し
た
。

　

こ
れ
ら
植
民
地
塩
サ
ン
プ
ル
は
大
蔵
省
専
売
局
三
田
尻

試
験
場
が
収
集
し
、
左
端
の
「
関
東
洲
塩
」
と
右
端
の

「
台
湾
塩
」
は
灰
茶
色
の
色
味
と
粒
状
の
形
状
を
有
し
た
。

こ
の
よ
う
に
植
民
地
塩
と
白
色
粉
末
状
の
内
地
塩
は
品
質

差
を
有
し
た
が
、
先
行
研
究
は
内
地
塩
に
対
し
て
植
民
地

塩
を
「
基
本
的
に
は
互
換
性
、
代
替
性
を
持
っ
て
い
る
」

（
三
和
（
一
九
八
二
ａ
、
六
三
五
））
と
仮
定
し
た
。
し
か
し
、

前
田
（
二
〇
一
三
）
が
指
摘
し
た
よ
う
に
、
台
湾
・
関
東

州
な
ど
か
ら
輸
移
入
さ
れ
た
植
民
地
塩
の
内
地
塩
に
対
す

る
代
替
性
は
限
定
さ
れ
た
。
一
八
九
〇
年
代
後
半
の
輸
移

入
開
始
当
初
に
消
費
者
は
植
民
地
塩
を
内
地
塩
と
区
別
し
、

同
時
期
以
降
の
植
民
地
塩
依
存
率
上
昇
は
代
替
性
の
向
上

と
併
進
し
た
。
そ
こ
で
、
輸
移
入
量
の
変
動
は
代
替
性
向

上
の
過
程
と
並
行
的
に
考
察
す
べ
き
で
あ
ろ
う
。
こ
う
し

た
内
地
塩
・
植
民
地
塩
間
の
代
替
性
は
限
ら
れ
た
規
模
の

販
路
を
め
ぐ
る
流
通
主
体
間
の
競
争
で
変
容
し
、
一
九
〇

五
年
の
塩
専
売
制
度
導
入
前
の
み
な
ら
ず
同
制
度
導
入
後

も
競
争
は
継
続
的
に
展
開
さ
れ
た
。

　

塩
専
売
制
度
下
で
大
蔵
省
は
植
民
地
塩
の
輸
移
入
量
と

流
通
価
格
に
上
限
を
設
け
た
が
、
各
流
通
主
体
は
上
限
内

二
六
六

図 1　植民地塩サンプル（関東州塩・関東州加工塩・台湾塩）
注）　  各サンプルはいずれも旧大蔵省専売局三田尻試験場が収集し、収集年は関東州塩と台湾塩が 1908 年、関東州

加工塩が 1929 年である。
資料）　  防府市文化財郷土資料館所蔵（旧日本専売公社防府製塩試験場旧蔵）（2019 年 9 月 14 日筆者撮影）。
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で
輸
移
入
量
・
価
格
の
調
整
と
輸
移
入
塩
の
加
工
が
容
認
さ
れ
た
。

し
た
が
っ
て
、
塩
専
売
制
度
導
入
は
市
場
競
争
の
全
面
的
な
排
除

を
意
味
し
な
か
っ
た
。
こ
う
し
た
制
限
付
の
競
争
を
内
地
塩
・
植

民
地
塩
間
と
植
民
地
塩
間
相
互
の
双
方
で
輸
移
入
・
販
売
主
体
が

繰
り
広
げ
た
。
し
か
し
、
こ
れ
ら
競
争
主
体
の
経
営
施
策
と
経
営

動
向
は
管
見
の
限
り
で
考
察
さ
れ
て
こ
な
か
っ
た
。

　

一
九
一
八
年
度
ま
で
台
湾
塩
と
関
東
州
塩
は
大
蔵
省
指
定
の
特

別
元
売
捌
人
が
販
売
し
た
。
以
上
の
う
ち
関
東
州
塩
特
別
元
売
捌

人
に
同
省
は
関
東
州
製
塩
事
業
者
の
一
部
を
指
定
し
、
そ
れ
ら
を

須
永
（
二
〇
〇
七
）、
前
田
（
二
〇
一
二
）、
渡
辺
（
一
九
八
〇
、

一
九
八
二
）
は
考
察
し
た
。
し
か
し
、
既
往
研
究
は
製
塩
事
業
者

と
し
て
の
側
面
に
焦
点
を
絞
り
、
内
地
に
お
け
る
関
東
州
塩
販
売

の
実
態
は
等
閑
視
し
て
き
た
。
ま
た
、
関
東
州
塩
と
対
照
的
に
製

塩
事
業
者
以
外
が
指
定
さ
れ
た
台
湾
塩
特
別
元
売
捌
人
の
事
業
活

動
は
注
目
さ
れ
て
こ
な
か
っ
た
。
そ
れ
ゆ
え
に
、
内
地
塩
・
植
民

地
塩
間
及
び
植
民
地
塩
間
相
互
に
お
け
る
競
争
の
実
態
と
植
民
地

塩
の
内
地
塩
に
対
す
る
代
替
性
向
上
の
過
程
は
未
解
明
で
あ
る
。

そ
こ
で
、
流
通
主
体
の
経
営
施
策
と
経
営
動
向
ま
で
視
野
に
収
め

た
考
察
か
ら
内
地
塩
・
植
民
地
塩
間
及
び
植
民
地
塩
間
相
互
に
お

け
る
競
争
過
程
の
把
握
が
必
要
と
な
ろ
う
。

　

以
上
に
示
し
た
課
題
を
踏
ま
え
、
本
稿
は
一
八
九
〇-

一
九
一

〇
年
代
に
お
け
る
内
地
塩
・
植
民
地
塩
間
及
び
植
民
地
塩
間
相
互

の
競
争
と
流
通
主
体
の
経
営
を
検
討
し
、
植
民
地
塩
消
費
拡
大
の

過
程
と
要
因
を
解
明
し
た
い
。
そ
こ
で
、
以
下
の
考
察
を
進
め
る
。

　

第
１
節
で
は
台
湾
総
督
府
と
流
通
主
体
に
よ
る
台
湾
塩
の
移

出
・
販
売
、
第
２
節
で
は
関
東
州
塩
輸
入
の
動
向
と
植
民
地
塩
間

で
展
開
さ
れ
た
価
格
競
争
の
実
態
を
検
討
す
る
。
そ
し
て
、
第
３

節
で
は
上
記
競
争
に
よ
る
流
通
主
体
合
併
の
促
進
と
植
民
地
塩
輸

移
入
の
寡
占
的
支
配
確
立
過
程
を
明
ら
か
に
す
る
。
第
４
節
で
は

一
九
一
〇
年
代
大
蔵
省
専
売
局
に
よ
る
輸
移
入
政
策
と
流
通
主
体

の
対
応
を
分
析
し
、
植
民
地
塩
輸
移
入
拡
大
の
要
因
を
解
明
す
る
。

１
．
台
湾
塩
移
入
の
開
始
と
動
揺

（
１
）
台
湾
総
督
府
と
小
栗
商
店
の
契
約

①
委
託
販
売
契
約
の
締
結

　

一
八
九
九
年
に
台
湾
総
督
府
は
台
湾
塩
専
売
制
度
を
導
入
し
、

一
九
〇
〇
年
一
〇
月
よ
り
内
地
向
け
台
湾
塩
移
出
を
開
始
し
た
。

そ
し
て
、
台
湾
総
督
府
は
愛
知
県
知
多
郡
半
田
町
の
小
栗
冨
治
郎

へ
移
出
業
務
を
委
託
し
、
委
託
先
選
定
理
由
を
「
小
栗
ハ
自
分
ニ

持
船
ヲ
持
ッ
テ
居
テ
台
湾
ヘ
イ
ロ
イ
ロ
品
物
ヲ
持
ッ
テ
往
ク
、
其

帰
リ
ニ
塩
ヲ
積
ン
デ
来
ル
（
略
）
塩
ヲ
内
地
ニ
輸
入
ス
ル
ニ
付
イ

テ
モ
、
割
合
ニ
費
用
ガ
少
ナ
ク
ナ（
ル

）
6

」
と
説
明
し
た
。
そ
の
説
明

二
六
七
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二
六
八

通
り
に
小
栗
は
、
酒
造
業
、
醤
油
醸
造
業
、
銀
行
業
の
傍
ら
で
海

運
業
も
営
ん
だ
（
愛
知
県
史
編
さ
ん
委
員
会
編
（
二
〇
一
七
、
一
〇

二
））。
し
か
し
、
台
湾
領
有
直
後
か
ら
内
台
間
航
路
に
は
小
栗
の

み
な
ら
ず
多
数
の
事
業
者
が
参
入
し
、
上
記
の
説
明
は
委
託
先
を

小
栗
に
限
定
す
る
理
由
と
し
て
説
得
力
を
欠
い
た
（
松
浦
（
二
〇

〇
五
、
一
一
三-
一
二
九
））。
そ
れ
ゆ
え
に
、
小
栗
選
定
の
理
由
と

し
て
陸
軍
大
臣
の
桂
太
郎
に
対
す
る
「
台
湾
総
督
当
時
よ
り
切
つ

て
も
き
れ
ぬ
利
慾
関（
係

）
7

」
の
存
在
を
挙
げ
る
意
見
も
同
時
代
に
浮

上
し
て
い
た
。

　

日
清
戦
時
に
小
栗
は
所
有
船 
勢
徳
丸
の
徴
用
を
受
け（
た

）
8

。
そ

し
て
、
戦
後
の
天
津
租
界
で
「
東
華
号
」
と
し
て
雑
貨
を
販
売
し
、

一
九
〇
〇
年
の
義
和
団
事
件
で
は
「
費
用
ヲ
節
減
シ
誠
実
廉
価
ニ

供
給
ノ
便
ヲ
謀
リ
聊
カ
報
国
義
挙
ノ
微
意
ヲ
貫
徹
セ
ム
」
目
的
か

ら
「
我
帝
国
陸
海
軍
并
ニ
列
国
陸
海
軍
隊
ニ
対
シ
テ
供
給
セ
ム
」

と
申
し
出（
た

）
9

。
こ
の
よ
う
に
日
清
戦
時
よ
り
政
府
な
い
し
軍
部
と

の
関
係
構
築
に
励
ん
だ
小
栗
は
、
一
九
〇
〇
年
一
〇
月
に
台
湾
総

督
府
と
台
湾
塩
委
託
販
売
契
約
を
締
結
し
た
（
台
湾
総
督
府
専
売
局

（
一
九
二
五
、
三
五
九
））。

　

同
契
約
は
台
湾
総
督
府
が
小
栗
へ
支
払
う
一
〇
〇
斤
あ
た
り
手

数
料
を
売
却
額
か
ら
諸
費
控
除
後
残
額
の
七
・
五
％
と
規
定
し
、

同
残
額
一
円
超
過
時
の
手
数
料
は
七
・
五
銭
と
超
過
額
の
五
〇
％

を
合
算
し
た
金
額
に
定
め
た
。
以
上
の
契
約
締
結
後
に
小
栗
は
内

地
で
台
湾
塩
販
売
網
の
構
築
に
着
手
し
、
小
栗
商
店
と
し
て
名
古

屋
に
本
店
、
東
京
と
神
戸
に
支
店
、
下
関
に
出
張
所
、
そ
の
他
の

各
道
府
県
に
代
理
店
も
し
く
は
特
約
販
売
店
を
設
け
た
（
台
湾
総

督
府
専
売
局
（
一
九
二
五
、
三
六（
一

）
10

））。
し
か
し
、
移
入
開
始
直
後

の
台
湾
塩
は
内
地
で
「
外
見
上
殆
ト
食
塩
ト
シ
テ
ノ
価
値
ナ
キ
モ

ノ
」（
台
湾
総
督
府
専
売
局
（
一
九
〇
三
、
二
九
））
と
評
さ
れ
た
。
そ

れ
ゆ
え
に
、
台
湾
塩
の
一
九
〇
〇
年
度
内
地
向
け
移
出
量
二
、一

三
三
万
斤
は
台
湾
総
督
府
の
見
込
移
出
量
四
、〇
〇
〇
万
斤
を
大

幅
に
下
回
り
、
代
理
店
・
特
約
販
売
店
に
資
金
を
前
貸
し
し
て
い

た
小
栗
商
店
は
欠
損
を
被
っ
た
（
台
湾
総
督
府
専
売
局
（
一
九
〇
一
、

二
四
））。
そ
こ
で
、
一
九
〇
一
年
八
月
に
台
湾
総
督
府
は
委
託
販

売
契
約
を
改
定
し
、
同
店
の
経
営
を
支
援
し
た
。

　

同
改
定
で
台
湾
総
督
府
は
契
約
期
間
を
一
年
間
か
ら
一
〇
年
間

に
延
長
し
、
算
出
方
法
の
変
更
で
手
数
料
を
実
質
的
に
引
き
上

げ（
た

）
11

。
こ
う
し
た
契
約
改
定
の
翌
一
九
〇
二
年
度
に
は
、
不
作
で

内
地
の
製
塩
量
が
平
年
よ
り
二
、八
六
七
万
斤
減
少
し
た
。
そ
こ

で
、
台
湾
塩
の
需
要
は
拡
大
し
た
が
、
対
前
年
度
三
、一
八
二
万

斤
増
の
移
入
量
は
過
大
で
あ
っ
た
（
台
湾
総
督
府
専
売
局
（
一
九
二

五
、
三
六
二-
三
六
四
）、
前
田
（
二
〇
一
五
、
二
〇
一
八（ａ

）
12

））。
図
２

に
は
、
一
九
〇
一
年
二
月-

一
九
一
九
年
三
月
に
お
け
る
台
湾
・
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本
の
台
湾
・
関
東
州
塩
需
給
と
流
通
主
体

）

九
三　
（
二
六
九

関
東
州
・
内
地
塩
価
格
と
し
て
大
蔵
省
売
渡
価

格
・
髙
梨
家
調
達
価
格
（
一
〇
〇
斤
あ
た
り
）
を
示

し
た
。
な
お
、
大
蔵
省
売
渡
価
格
と
は
一
九
〇
五

年
六
月
の
塩
専
売
制
度
導
入
以
降
に
内
地
で
大
蔵

省
が
売
り
渡
し
た
際
の
価
格
、
髙
梨
家
調
達
価
格

と
は
千
葉
県
東
葛
飾
郡
野
田
町
で
国
内
最
大
規
模

の
醤
油
醸
造
業
を
営
ん
だ
髙
梨
兵
左
衛
門
家

（
現
・
キ
ッ
コ
ー
マ
ン
）
が
東
京
市
下
の
食
塩
商
よ

り
原
料
塩
を
調
達
し
た
際
の
価
格
で
あ（
る

）
13

。

　

一
九
〇
二
年
の
台
湾
塩
髙
梨
家
調
達
価
格
は
年

初
の
〇
・
九
四
円
か
ら
七
月
に
〇
・
七
三
円
ま
で
下

落
し
、
そ
の
後
に
再
上
昇
し
た
。
し
か
し
、
そ
の

水
準
は
年
末
で
も
年
初
を
下
回
っ
た
。
以
上
と
対

照
的
に
同
年
年
末
の
内
地
塩
価
格
は
年
初
よ
り
高

騰
し
て
い
た
。
し
た
が
っ
て
、
双
方
の
価
格
動
向

は
乖
離
し
、
台
湾
塩
の
需
給
は
相
対
的
に
弛
緩
し

て
い
た
。
か
か
る
状
況
の
下
で
台
湾
総
督
府
は
内

地
に
お
け
る
台
湾
塩
消
費
拡
大
と
在
庫
リ
ス
ク
回

避
の
両
立
を
目
的
と
し
て
翌
一
九
〇
三
年
度
よ
り

委
託
販
売
契
約
を
直
接
売
渡
契
約
へ
転
換
し（
た

）
14

。

図 2　台湾・関東州・内地塩価格（1901 年 2 月-1919 年 3 月・100 斤あたり円）
注 1）　  髙梨家調達価格は、髙梨本家文書が現存する 1917 年までを線形補間した。なお、同価格は東京における取

引価格を示し、野田町までの輸送費を含まない。
注 2）　  内地塩価格には 1905 年 5 月まで赤穂塩東京卸売価格、翌月以降は内地塩髙梨家調達価格を示した。1905 年

6 月以降の赤穂塩東京卸売価格系列は管見の限りで存在せず、1902-07 年に髙梨家は内地塩を調達しなかった。
それゆえに、上記 2 系列は接続しない。なお、原資料で 1 俵あたり価格が示されている赤穂塩価格は 1 俵＝
56.25 斤として単位換算した。

資料）　  「壱番両蔵醤油萬覚帳」1905 年（上花輪歴史館所蔵、髙梨本家文書 5AAH75）；「壱号醤油萬覚帳」1908-17 年
（髙梨本家文書　5AAH46；5AAH83；5AAH47；5AAH50；5AAH52；5AAH102；5AAH88；5AAH111；
5AAH90；5AAH54）；大蔵省専売局（1931, 53-54）；大蔵省理財局（1909, 944-945；1915, 959-960；1919, 
561）。
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二
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〇

②
直
接
売
渡
契
約
へ
の
転
換

　

日
本
に
よ
る
領
有
直
後
の
台
湾
は
中
国
大
陸
と
強
固
な
経
済
関

係
を
有
し
、
台
湾
北
部
は
食
塩
を
対
岸
の
福
建
省
か
ら
調
達
し
た

（
台
湾
総
督
府
専
売
局
（
一
九
〇
五
、
一
七
）、
谷
ヶ
城
（
二
〇
一
二
、
四

九-

八
一
））。
し
か
し
、
一
八
九
九-

一
九
〇
二
年
度
に
台
湾
の

塩
田
面
積
は
倍
増
し
、
一
九
〇
二
年
度
よ
り
「
島
内
の
供
給
は
総

て
本
島
産
塩
に
由
る
」（
台
湾
総
督
府
専
売
局
（
一
九
二
五
、
一
四

六
））
に
至
っ
た
（
台
湾
総
督
府
専
売
局
（
一
九
三
七
、
一
一
七
））。

そ
こ
で
、
台
湾
総
督
府
は
島
内
自
給
確
立
後
か
ら
生
産
増
加
分
の

内
地
向
け
移
出
を
企
図
し
、
一
九
〇
三
年
度
に
小
栗
商
店
と
の
契

約
を
改
定
し（
た

）
15

。

　

台
湾
総
督
府
は
直
接
売
渡
契
約
へ
の
転
換
で
小
栗
商
店
に
価
格

上
昇
時
の
差
益
獲
得
を
容
認
し
、
内
地
の
台
湾
塩
需
要
開
拓
へ
向

け
た
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ヴ
を
付
与
し
た
。
但
し
、
一
九
〇
二
年
と
同

様
の
台
湾
塩
需
給
弛
緩
時
に
同
店
は
在
庫
リ
ス
ク
を
負
っ
た
。
こ

の
よ
う
な
リ
ス
ク
負
担
の
見
返
り
と
し
て
改
定
契
約
は
第
一
条
で

「
本
條
ノ
期
間
終
了
後
ト
雖
モ
甲
（
台
湾
総
督
府
専
売
局
長
―
引
用
者

注
）
ニ
於
テ
契
約
期
間
内
乙
（
小
栗
冨
治
郎
―
引
用
者
注
）
ニ
不
都

合
ナ
シ
ト
認
ム
ル
ト
キ
ハ
本
契
約
ヲ
継
続
ス
ヘ
シ
（
略
）
本
契
約

ノ
有
効
ナ
ル
間
ハ
甲
ハ
内
地
販
売
ノ
為
メ
乙
以
外
ノ
モ
ノ
ニ
食
塩

ヲ
払
下
ク
ル
コ
ト
ナ（
シ

）
16

」
と
規
定
し
、
契
約
の
永
続
性
と
台
湾
塩

供
給
者
と
し
て
の
独
占
的
地
位
を
小
栗
商
店
に
保
障
し
た
（
台
湾

総
督
府
専
売
局
（
一
九
二
五
、
三
六
四
））。
以
上
で
小
栗
商
店
が
獲

得
し
た
地
位
は
、
一
九
〇
五
年
の
内
地
塩
専
売
制
度
導
入
後
も
継

続
的
に
保
障
さ
れ
た
。

（
２
）
内
地
塩
専
売
制
度
下
の
台
湾
塩
移
入

　

内
地
塩
専
売
制
度
の
導
入
後
に
大
蔵
省
は
台
湾
総
督
府
専
売
局

か
ら
台
湾
塩
を
直
接
購
入
し
、
内
台
間
輸
送
の
み
を
小
栗
商
店
に

委
託
す
る
計
画
で
あ
っ
た
。
し
か
し
、
以
上
の
計
画
は
小
栗
商
店

の
独
占
的
地
位
を
保
障
し
得
な
か
っ
た
。
そ
こ
で
、
台
湾
総
督
府

は
「
従
来
の
関
係
上
小
栗
を
移
入
取
扱
人
に
指
定
す
る
の
外
な

き
」（
台
湾
総
督
府
専
売
局
（
一
九
二
五
、
三
七
四
））
と
判
断
し
、
大

蔵
省
は
以
下
の
移
入
制
度
を
台
湾
塩
に
適
用
し
た
。

　

内
地
塩
専
売
制
度
導
入
後
よ
り
大
蔵
省
は
毎
年
度
の
移
入
命
令

で
小
栗
商
店
を
移
入
取
扱
人
に
指
定
し
、
台
湾
総
督
府
専
売
局
は

同
店
と
排
他
的
な
売
渡
契
約
を
締
結
し
た
。
そ
し
て
、
大
蔵
省
は

小
栗
商
店
に
よ
っ
て
移
入
さ
れ
た
台
湾
塩
全
量
を
購
買
し
、
再
び

全
量
を
同
店
へ
排
他
的
に
売
り
渡
し
た
（
台
湾
総
督
府
専
売
局
（
一

九
二
五
、
三
七
七
））。
以
上
の
制
度
は
台
湾
塩
販
売
に
お
け
る
小

栗
商
店
の
独
占
的
地
位
を
保
障
し
た
が
、
同
店
は
従
前
と
同
様
に

在
庫
リ
ス
ク
を
負
担
し
た
。
そ
こ
で
、
大
蔵
省
の
移
入
命
令
は
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図 3　台湾・関東州塩輸移入命令量・輸移入量・充足率（1905-19 年度）
注）　  充足率とは、輸移入命令量に対する輸移入量の比率を示す。
資料）　  大蔵省専売局（1915, 825-839; 1931, 14-17; 1937, 610-637）。
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「
移
入
命
令
量
」
と
し
て
上
限
移
入
量
の
み
を
規
定
し
、
小
栗
商

店
に
は
内
地
の
商
況
を
踏
ま
え
た
台
湾
塩
移
入
量
の
調
整
が
認
め

ら
れ（
た

）
17

。
図
３
に
は
、
一
九
〇
五-

一
九
年
度
に
お
け
る
台
湾
・

関
東
州
塩
輸
移
入
命
令
量
・
輸
移
入
量
と
そ
の
充
足
率
を
示
し
た
。

　

台
湾
塩
移
入
量
は
一
九
一
〇
年
代
中
葉
ま
で
漸
増
し
た
が
、
移

入
命
令
量
に
対
す
る
充
足
率
は
変
動
し
た
。
こ
の
よ
う
に
小
栗
商

店
は
移
入
命
令
量
の
範
囲
内
で
移
入
量
を
調
整
し（
た

）
18

。
但
し
、
一

九
〇
八
年
の
移
入
量
と
充
足
率
の
急
落
は
前
年
の
小
栗
銀
行
破
綻

に
起
因
し
た
。

（
３
）
一
九
〇
七
年
恐
慌
と
台
湾
塩
移
入
の
変
動

①
小
栗
銀
行
破
綻
と
台
湾
塩
移
入
縮
減

　

一
八
九
八
年
に
小
栗
冨
治
郎
は
名
古
屋
市
で
小
栗
銀
行
を
設
立

し
た
。
同
行
は
小
栗
商
店
の
本
支
店
所
在
地
に
対
す
る
コ
ル
レ
ス

網
を
拡
大
し
、
台
湾
塩
の
販
路
拡
大
と
資
金
決
済
に
貢
献
し
た
。

し
か
し
、
同
行
は
急
速
な
貸
出
拡
大
で
一
九
〇
四
年
度
下
半
期
に

預
貸
率
が
一
二
九
％
ま
で
悪
化
し
、
貸
出
原
資
確
保
の
目
的
で
同

年
に
名
古
屋
生
命
保
険
株
式
会
社
（
現
・
太
陽
生
命
保
険
）
を
買
収

し
た
。
そ
し
て
、
小
栗
銀
行
は
同
社
の
潤
沢
な
責
任
準
備
金
を
借

り
入
れ
た
が
、
オ
ー
バ
ー
ロ
ー
ン
状
態
の
経
営
は
一
九
〇
七
年
恐

慌
で
破
綻
し
た
（
中
西
（
二
〇
一
八
））。

　

一
九
〇
七
年
五
月
に
小
栗
銀
行
は
「
当
地
（
名
古
屋
―
引
用
者

注
）
ノ
本
店
東
京
ノ
支
店
ニ
於
テ
モ
重
モ
ナ
ル
取
引
先
ヨ
リ
幾
分

ノ
取
付
ニ
遭（
遇

）
19

」
し
、
臨
時
休
業
を
余
儀
な
く
さ
れ
た
（
愛
知
県

史
編
さ
ん
委
員
会
編
（
二
〇
一
七
、
一
二
九
）、
大
蔵
省
銀
行
局
（
一
九

〇
七
、
一
八
一-

一
八
二
））。
そ
こ
で
、
台
湾
総
督
府
専
売
局
は
小

栗
冨
治
郎
の
事
業
破
綻
を
警
戒
し
、
同
月
に
小
栗
商
店
へ
対
す
る

台
湾
塩
の
売
渡
を
中
断
し
た
。
但
し
、
一
九
〇
五-

〇
六
年
度
平

均
で
同
局
売
渡
量
の
四
七
％
は
内
地
向
け
移
出
用
が
占
有
し
、
移

出
の
途
絶
は
在
庫
の
累
積
に
直
結
し
た
（
台
湾
総
督
府
専
売
局
（
一

九
三
七
、
一
三
六-

一
三
七
））。
そ
こ
で
、
一
九
〇
七
年
七
月
に
大

蔵
省
と
台
湾
総
督
府
は
直
接
取
引
の
暫
定
的
実
施
を
決
定
し
、
小

栗
商
店
は
内
台
間
輸
送
の
み
を
受
託
し
た
（
台
湾
総
督
府
専
売
局

（
一
九
二
五
、
三
七
四
））。
し
か
し
、
同
月
以
降
も
同
店
は
内
地
で

台
湾
塩
供
給
者
と
し
て
の
地
位
を
保
持
し
続
け
た
。

　

翌
八
月
よ
り
大
蔵
省
は
移
入
港
の
神
戸
で
卸
売
商
と
大
口
需
要

者
に
台
湾
塩
の
直
接
売
渡
を
開
始
し
た
が
、「
本
船
船
腹
渡
シ
ト

ス
ル
ヲ
普
通
ト
シ
（
略
）
顧
客
ノ
為
メ
ニ
貯
蔵
ス
ル
コ
ト
殆
ン
ト

稀
」
と
し
た
。
そ
し
て
、
同
省
は
買
方
に
「
一
切
ノ
事
務
ヲ
處
辨

セ
シ
ム
ル
為
メ
神
戸
市
ニ
代
人
」
の
派
遣
を
要
求
し
、「
当
地
小

栗
商
店
ハ
従
来
斯
業
ニ
経
験
ア
リ
諸
事
好
都
合
」
と
推
薦
し（
た

）
20

。

こ
の
よ
う
に
大
蔵
省
は
小
栗
銀
行
破
綻
後
も
小
栗
商
店
を
実
質
的



帝
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）

九
七　
（
二
七
三

な
移
入
取
扱
人
と
し
て
利
用
し
、
自
ら
の
在
庫
リ
ス
ク
回
避
を
試

み
た
。
し
か
し
、
以
上
の
施
策
は
内
地
で
の
台
湾
塩
需
要
を
急
速

に
縮
小
さ
せ
た
。

　

小
栗
商
店
は
小
栗
銀
行
の
経
営
破
綻
後
も
買
方
に
代
金
の
前
払

を
求
め
た
が
、
需
用
者
は
同
店
に
よ
る
債
務
不
履
行
の
恐
れ
か
ら

取
引
を
控
え（
た

）
21

。
そ
れ
ゆ
え
に
、
一
九
〇
八
年
度
台
湾
総
督
府
の

内
地
向
け
移
出
塩
売
渡
量
二
、五
〇
〇
万
斤
は
「
移
出
取
扱
人
ノ

経
営
セ
ル
銀
行
破
綻
ノ
影
響
」（
台
湾
総
督
府
専
売
局
（
一
九
一
一
、

三
））
で
一
九
〇
五-

〇
七
年
度
平
均
の
五
二
％
に
相
当
し
、
一

九
〇
一
年
度
以
降
で
最
少
を
記
録
し
た
（
台
湾
総
督
府
専
売
局
（
一

九
三
七
、
一
三
六-

一
三
七
））。
し
た
が
っ
て
、
台
湾
塩
移
入
の
回

復
に
小
栗
銀
行
の
債
務
整
理
は
必
須
と
化
し
、
桂
太
郎
が
再
び
関

与
し
た
。

②
小
栗
銀
行
の
営
業
再
開
強
行
と
破
産

　

一
九
〇
七
年
七
月
に
桂
は
名
古
屋
市
へ
日
本
銀
行
理
事
の
首
藤

諒
を
派
遣
し
、
同
市
三
大
銀
行
の
一
角
た
る
明
治
銀
行
で
取
締
役

の
奥
田
正
香
と
神
野
金
之
助
に
「
是
非
此
際
一
肩
入
レ
テ
整
理
ニ

従
事
い
た
し
候
方
、
第
一
財
界
ノ
為
メ
、
第
二
名
古
屋
地
方
之
為

メ
な（
る

）
22

」
と
伝
え
た
。
そ
し
て
、
小
栗
銀
行
は
明
治
銀
行
か
ら
借

り
入
れ
た
資
金
で
一
〇
〇
円
未
満
の
預
金
を
払
い
戻
し
、
一
〇
〇

円
以
上
の
預
金
は
八
年
間
無
利
息
で
年
賦
償
還
す
る
再
建
計
画
を

立
案
し（
た

）
23

。
し
か
し
、
以
上
の
計
画
に
「
少
額
分
ナ
ル
個
人
債
権

者
ト
法
人
格
債
権
者
ト
ハ
充
分
交
渉
ニ
応（
セ

）
24

」
ず
、
債
権
者
約
三

〇
〇
名
は
同
意
し
な
か
っ
た
。
そ
れ
で
も
一
九
〇
八
年
七
月
に
小

栗
銀
行
は
営
業
再
開
を
強
行
し（
た

）
25

。
こ
う
し
た
小
栗
銀
行
の
営
業

再
開
は
、
移
出
側
の
台
湾
総
督
府
専
売
局
の
み
な
ら
ず
移
入
側
の

大
蔵
省
も
早
急
に
必
要
と
し
て
い
た
。

　

小
栗
の
信
用
低
下
に
よ
る
販
売
不
振
で
大
蔵
省
は
、
一
九
〇
七

年
八
月-

一
九
〇
八
年
三
月
移
入
台
湾
塩
三
、一
七
三
万
斤
の
う

ち
約
五
〇
〇
万
斤
を
在
庫
と
し
て
累
積
さ
せ
て
い
た
（
台
湾
総
督

府
専
売
局
（
一
九
一
〇
、
一
〇（
一

）
26

））。
そ
こ
で
、
小
栗
銀
行
営
業
再

開
後
の
一
九
〇
八
年
一
〇
月
に
同
省
専
売
局
は
小
栗
商
店
を
移
入

取
扱
人
へ
再
指
定
し
、
同
時
に
特
別
元
売
捌
人
へ
指
定
し
た
（
台

湾
総
督
府
専
売
局
（
一
九
三
七
、
三
八
七-

三
九（
〇

）
27

））。
特
別
売
捌
人

と
は
同
年
七
月
導
入
の
販
売
人
指
定
制
度
が
規
定
し
、
同
制
度
導

入
後
よ
り
専
売
局
は
食
塩
取
引
を
許
可
さ
れ
た
売
捌
人
の
み
に
限

定
し
て
い（
た

）
28

。
以
上
の
制
度
下
で
大
蔵
省
は
台
湾
塩
の
取
扱
が
可

能
な
台
湾
塩
特
別
元
売
捌
人
を
小
栗
商
店
の
み
に
限
定
し
、
同
店

に
よ
る
台
湾
塩
一
次
卸
段
階
の
独
占
を
制
度
的
に
保
障
し
た
。
そ

し
て
、
一
一
月
に
小
栗
商
店
は
営
業
を
再
開
し
た
が
、
経
営
は
長

続
き
し
な
か
っ（
た

）
29

。

　

小
栗
銀
行
の
債
権
者
ら
は
一
部
が
再
建
計
画
に
反
対
し
、
一
九



史
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九
八　
（
二
七
四

〇
八
年
八
月
に
名
古
屋
地
方
裁
判
所
で
同
行
の
動
産
差
押
と
破
産

を
申
し
立
て（
た

）
30

。
そ
こ
で
、
同
行
は
「
整
理
上
唯
一
ノ
財
源
ト
セ

ル
台
湾
塩
一
手
販
売
ニ
付
テ
モ
成
立
ヲ
期
セ
シ
計
画
ニ
テ
其
資
金

調
達
ニ
運（
動

）
31

」
し
て
い
る
と
債
権
者
を
説
得
し
た
。
し
か
し
、
同

年
一
二
月
に
名
古
屋
地
裁
は
小
栗
銀
行
の
破
産
を
宣
告
し
、
小
栗

冨
治
郎
と
同
人
が
経
営
を
掌
っ
た
小
栗
商
店
の
信
用
は
回
復
し
な

か
っ（
た

）
32

。
そ
れ
ゆ
え
に
、
台
湾
塩
の
販
売
不
振
は
深
刻
化
し
、
一

九
〇
八
年
度
台
湾
総
督
府
の
内
地
向
け
月
平
均
台
湾
塩
移
出
量
は

四-

一
一
月
の
二
七
五
万
斤
か
ら
一
二-

三
月
に
七
五
万
斤
ま
で

七
三
％
減
少
し
た
（
台
湾
総
督
府
専
売
局
（
一
九
一
一
、
八
八
））。
こ

の
よ
う
な
台
湾
塩
の
販
売
縮
小
期
に
内
地
で
は
、
色
相
・
形
状
の

類
似
性
か
ら
関
東
州
塩
が
販
路
を
拡
大
さ
せ
た
。

２
．
価
格
競
争
と
カ
ル
テ
ル
締
結

（
１
）
関
東
州
塩
輸
入
の
開
始

①
緊
急
輸
入
と
輸
入
の
恒
常
化

　

塩
専
売
制
度
導
入
直
後
の
一
九
〇
五-

〇
七
年
度
に
は
、
天
候

不
順
、
同
制
度
下
の
厳
格
な
品
質
規
定
適
用
、
大
蔵
省
の
不
円
滑

な
収
納
作
業
で
内
地
製
塩
量
が
低
迷
し
た
（M

aeda

（2020

））。

そ
こ
で
、
一
九
〇
五
年
一
一
月
に
大
蔵
省
は
日
本
食
塩
コ
ー
ク
ス

株
式
会
社
へ
遼
東
半
島
・
山
東
省
産
塩
二
、〇
〇
〇
万
斤
の
緊
急

輸
入
を
命
じ
た
（
大
蔵
省
専
売
局
（
一
九
一
五
、
八
四
一
））。
同
社

は
神
戸
市
の
再
製
工
場
で
輸
移
入
塩
を
溶
解
後
に
煎
熬
し
、
白
色

粉
末
状
の
食
塩
へ
再
製
し
た
。
図
１
中
央
の
食
塩
サ
ン
プ
ル
は
上

記
の
工
程
で
加
工
さ
れ
た
再
製
塩
で
あ
り
、
内
地
塩
と
同
様
の
色

相
・
形
状
を
有
し
て
い
る
。
し
た
が
っ
て
、
再
製
は
代
替
性
の
向

上
に
寄
与
し
た
。
さ
ら
に
、
翌
一
九
〇
六
年
度
よ
り
同
省
は
台
湾

塩
移
入
制
度
の
準
用
で
関
東
州
塩
輸
入
を
恒
常
化
し
た
。
そ
し
て
、

関
東
州
塩
の
輸
入
量
と
充
足
率
は
一
九
〇
八
年
度
ま
で
急
上
昇
し
、

台
湾
塩
移
入
取
扱
人
は
小
栗
銀
行
破
綻
の
「
隙
ニ
乗
ジ
関
東
洲
塩

ハ
益
々
販
路
ヲ
拡（
張

）
33

」
し
た
と
捉
え
た
（
図
３
）。
し
か
し
、
関

東
州
塩
輸
入
量
は
翌
一
九
〇
九
年
度
の
台
湾
塩
移
入
量
回
復
後
も

減
少
し
な
か
っ
た
。
し
た
が
っ
て
、
同
時
期
に
は
双
方
を
含
む
植

民
地
塩
消
費
の
全
般
的
拡
大
が
生
じ
て
い
た
（
前
田
（
二
〇
一
八

ａ
））。
そ
の
要
因
に
は
、
日
本
食
塩
コ
ー
ク
ス
が
講
じ
た
販
売
拡

大
策
と
関
東
州
塩
の
内
地
塩
に
対
す
る
相
対
価
格
下
落
が
挙
げ
ら

れ
る
。

②
関
東
州
塩
の
販
売
拡
大
策

　

一
九
〇
六
年
か
ら
日
本
食
塩
コ
ー
ク
ス
は
四
点
の
販
売
拡
大
策

を
講
じ
た
。
第
一
は
、
一
九
〇
七
年
三
月
に
宅
合
名
会
社
と
志
岐

信
太
郎
よ
り
関
東
州
塩
田
開
設
権
を
譲
受
し
、
生
産
能
力
を
増
強

し
た
。
両
者
は
一
九
〇
六
年
に
関
東
州
民
政
署
よ
り
五
四
二
町
歩
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九
九　
（
二
七
五

と
一
、五
四
一
町
歩
の
塩
田
築
造
許
可
を
受
け
た
が
、
大
蔵
省
か

ら
輸
入
取
扱
人
指
定
を
受
け
ら
れ
ず
に
販
路
確
保
の
見
通
し
が
立

た
な
か
っ
た
。
そ
こ
で
両
者
は
塩
田
開
設
権
を
譲
渡
し
、
日
本
食

塩
コ
ー
ク
ス
の
許
可
面
積
は
四
、〇
一
九
町
歩
か
ら
六
、一
〇
二
町

歩
へ
五
二
％
増
加
し
た
（
南
満
洲
鉄
道
（
一
九
二
三
、
一
一-

一
三
））。

　

第
二
は
、
一
九
〇
六
年
に
讃
岐
食
塩
コ
ー
ク
ス
株
式
会
社
の
合

併
と
自
社
再
製
工
場
の
増
設
・
用
地
取
得
で
再
製
塩
の
加
工
能
力

を
増
強
し
、
関
東
州
塩
の
内
地
塩
に
対
す
る
代
替
性
向
上
を
図
っ

た
。
讃
岐
食
塩
コ
ー
ク
ス
は
、
香
川
県
小
豆
郡
西
村
（
現
・
小
豆

島
町
）
で
台
湾
塩
を
再
製
し
て
い
た
。
一
九
〇
五
年
に
同
社
は
二

昼
夜
で
鹹
水
一
五
・
〇-

一
七
・
六
石
を
煎
熬
し
、
生
産
能
力
は
日

本
食
塩
コ
ー
ク
ス
の
約
半
分
に
匹
敵
し
た
（
大
蔵
省
主
税
局
（
一
九

〇
六
、（
五
）二
）、
大
蔵
省
専
売
局
（
一
九
〇
八
、（
一
六
）五
一-

五（
三

）
34

））。

以
上
の
合
併
と
同
時
期
に
日
本
食
塩
コ
ー
ク
ス
は
兵
庫
工
場
の
煎

熬
釜
と
鹹
水
貯
蔵
場
を
増
設
し
、
年
間
加
工
能
力
を
同
年
度
関
東

州
塩
輸
入
命
令
量
と
ほ
ぼ
同
量
の
九
二
六
万
斤
ま
で
引
き
上
げ（
た

）
35

。

さ
ら
に
、
同
社
は
東
京
府
南
葛
飾
郡
砂
村
（
現
・
江
東
区
）
で
兵

庫
工
場
敷
地
面
積
の
二
倍
に
及
ぶ
工
場
用
地
七
、九
三
八
坪
を
取

得
し
、
加
工
能
力
の
追
加
的
増
強
と
大
規
模
市
場
た
る
東
京
へ
向

け
た
進
出
を
図
っ
た
。

　

第
三
は
、
一
九
〇
七
年
に
粉
砕
塩
の
販
売
を
開
始
し（
た

）
36

。
原
塩

を
石
臼
で
砕
い
た
粉
砕
塩
の
色
相
は
再
製
塩
よ
り
劣
っ
た
が
、
再

製
加
工
で
不
可
欠
な
煎
熬
工
程
を
要
さ
な
か
っ
た
。
そ
れ
ゆ
え
に
、

粉
砕
塩
は
再
製
塩
よ
り
短
時
間
か
つ
低
廉
に
生
産
で
き
、
使
用
時

に
迅
速
な
溶
解
が
求
め
ら
れ
る
魚
類
塩
蔵
用
塩
と
し
て
販
売
さ
れ

た
。

　

第
四
は
、
一
九
〇
八
年
に
東
京
市
下
の
有
力
食
塩
商
と
特
約
販

売
契
約
を
締
結
し（
た

）
37

。
同
年
に
日
本
食
塩
コ
ー
ク
ス
は
大
日
本
塩

業
株
式
会
社
へ
社
名
を
変
更
し
、
関
東
州
塩
の
生
産
と
販
売
に
専

念
し（
た

）
38

。
そ
の
一
環
で
同
社
は
上
記
契
約
を
締
結
し
、
内
地
塩
流

通
網
の
活
用
で
関
東
州
塩
販
売
の
拡
大
を
試
み
た
。
そ
し
て
、
契

約
相
手
方
の
鈴
木
茂
兵
衛
商
店
（
絹
川
屋
）
は
取
引
先
に
「
大
日

本
塩
業
株
式
会
社
ト
内
地
一
手
特
約
仕
候
ニ
付
テ
ハ
昨
今
需
要
季

節
ト
シ
テ
各
醸
造
家
用
ニ
非
常
ノ
好
評
ヲ
博
シ
居
候
尤
モ
該
塩
ノ

需
要
ハ
他
食
塩
ニ
比
シ
価
格
低
廉
塩
分
多
量
有
之
」
と
営
業
し
、

品
質
・
価
格
の
優
位
性
を
宣
伝
し（
た

）
39

。
以
上
で
宣
伝
さ
れ
た
価
格

の
優
位
性
は
関
東
州
塩
消
費
の
さ
ら
な
る
拡
大
要
因
に
挙
げ
ら
れ

る
。

③
関
東
州
塩
価
格
の
下
落

　

一
九
〇
八
年
の
大
蔵
省
売
渡
価
格
と
髙
梨
家
調
達
価
格
は
台
湾

塩
二
・
二
九-
二
・
三
五
円
と
二
・
五
五-

二
・
八
一
円
、
関
東
州
塩

二
・
三
五-
二
・
四
一
円
と
二
・
四
一-

二
・
四
四
円
で
推
移
し
、
関
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東
州
塩
は
台
湾
塩
よ
り
大
蔵
省
売
渡
価
格
が
高
価
、
髙
梨
家
調
達

価
格
が
安
価
で
あ
っ
た
（
図
２
）。
こ
の
よ
う
に
関
東
州
塩
の

マ
ー
ジ
ン
率
が
台
湾
塩
よ
り
抑
制
さ
れ
た
要
因
は
、
関
東
州
塩
特

別
元
売
捌
人
間
で
生
じ
た
価
格
競
争
に
求
め
ら
れ
る
。

　

一
九
〇
八
年
度
よ
り
大
蔵
省
は
関
東
州
塩
輸
入
取
扱
人
兼
特
別

元
売
捌
人
に
複
数
名
を
指
定
し
、
関
東
州
塩
に
は
台
湾
塩
と
同
様

の
供
給
独
占
を
容
認
し
な
か
っ
た
。
表
１
に
は
、
一
九
〇
五-

一

九
年
度
の
台
湾
・
関
東
州
塩
輸
移
入
取
扱
人
・
命
令
量
を
示
し
た
。

　

一
九
〇
八
年
度
の
関
東
州
塩
輸
入
命
令
は
、
小
栗
銀
行
の
経
営

破
綻
に
よ
る
台
湾
塩
移
入
縮
小
の
補
填
を
目
的
と
し
て
輸
入
命
令

量
・
取
扱
人
数
の
両
面
で
増
強
さ
れ
た
。
そ
れ
ら
輸
入
取
扱
人
に

は
、
移
入
取
扱
人
が
製
塩
業
を
兼
営
し
な
か
っ
た
台
湾
塩
と
対
照

的
に
、
原
則
と
し
て
関
東
州
の
製
塩
事
業
者
が
指
定
さ
れ（
た

）
40

。
関

東
州
進
出
時
に
製
塩
事
業
者
は
満
洲
内
陸
部
を
主
要
販
路
と
想
定

し
て
い
た
が
、
中
国
側
の
関
東
州
塩
輸
入
拒
絶
で
当
該
販
路
は
閉

塞
し
た
（
前
田
（
二
〇
一
六
ｂ
））。
そ
こ
で
、
上
記
施
策
は
生
産
過

剰
に
喘
い
で
い
た
関
東
州
製
塩
事
業
者
の
販
路
を
確
保
し
、
内
地

向
け
関
東
州
塩
の
大
量
調
達
は
容
易
で
あ
っ
た
（
大
蔵
省
専
売
局

（
一
九
一
五
、
八
三
三-

八
三
五
））。
し
か
し
、
迅
速
な
輸
入
量
の
増

加
は
「
関
東
塩
直
接
輸
入
者
間
激
烈
ナ
ル
競（
争

）
41

」
を
生
じ
さ
せ
、

一
九
〇
八
年
末
よ
り
髙
梨
家
調
達
価
格
が
大
蔵
省
売
渡
価
格
を
下

回
る
過
当
競
争
に
陥
っ
た
（
図
２
）。
そ
し
て
、
関
東
州
塩
輸
入

取
扱
人
か
ら
は
違
法
行
為
で
価
格
競
争
力
向
上
を
図
る
者
が
現
れ
、

再
製
工
場
な
ど
加
工
設
備
を
有
さ
な
か
っ
た
満
韓
塩
業
株
式
会
社

は
通
関
時
に
積
載
量
を
過
少
申
告
し（
た

）
42

。

　

こ
の
よ
う
な
関
東
州
塩
の
過
当
競
争
が
生
じ
て
い
た
一
九
〇
九

年
に
は
東
洋
塩
業
株
式
会
社
が
設
立
さ
れ
、
小
栗
商
店
の
移
入
取

扱
人
指
定
を
継
承
し
た
。
そ
れ
以
降
に
台
湾
塩
移
入
は
正
常
化
し
、

価
格
競
争
の
余
波
は
台
湾
塩
に
ま
で
波
及
し
た
。

（
２
）
台
湾
・
関
東
州
塩
間
の
価
格
競
争

①
鈴
木
商
店
と
東
洋
塩
業
株
式
会
社
設
立

　

小
栗
銀
行
の
破
産
宣
告
後
に
首
相
の
桂
太
郎
は
、
鈴
木
商
店
番

頭
の
金
子
直
吉
に
同
行
の
債
務
整
理
を
要
請
し
た
（
齋
藤
（
二
〇

一
七
、
二
七
七-

二
八
八
））。
鈴
木
岩
治
郎
の
死
去
後
か
ら
鈴
木
商

店
の
経
営
は
番
頭
の
金
子
と
柳
田
富
士
松
が
掌
っ
た
。
そ
し
て
、

一
八
九
九
年
に
同
店
は
台
湾
樟
脳
専
売
制
度
下
で
樟
脳
油
の
一
手

販
売
権
を
獲
得
し
、
台
湾
総
督
府
の
専
売
品
を
取
り
扱
っ
た
特
徴

が
小
栗
と
共
通
し
た
（
桂
（
一
九
七
六
））。
金
子
は
桂
の
要
請
に

「
台
湾
か
ら
内
地
へ
塩
を
送
る
権
利
を
貰
ひ
度
い
、
そ
う
す
れ
ば

そ
れ
を
手
品
の
手
掛
り
に
し
て
私
は
整
理
を
し
ま
す
」（
白
石
（
一

九
五
〇
、
一
八
六
））
と
応
じ
、
小
栗
商
店
の
事
業
継
承
会
社
設
立
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表 1　台湾・関東州塩輸移入取扱人・命令量（1905-19 年度・万斤）

年度
台湾塩 関東州塩

移入 
取扱人

移入 
命令量

輸入 
取扱人

輸入 
命令量

輸入 
取扱人

輸入 
命令量

1905 小栗冨治郎 6,000 

1906 小栗冨治郎 8,000  日本食塩コークス 1,000 

1907
小 栗 冨 治 郎 

（～ 5 月）
8,000  日本食塩コークス 2,000 

1908
小 栗 冨 治 郎 

（10 月～）
8,000 

大日本塩業 3,000  中村健次郎 1,000 
満韓塩業 1,000 

1909 東洋塩業 6,000 
大日本塩業 3,000  中村健次郎 800 
満韓塩業 300  東洋製塩 200 

1910 東洋塩業 4,800 
大日本塩業 3,000  東洋製塩 300 
満韓塩業 200 

1911 台湾塩業 6,500 
大日本塩業 4,050  東洋製塩 600 
村井市孝 50 

1912 台湾塩業 10,000 
大日本塩業 5,000  満韓塩業 1,000 
東洋製塩 800  村井市孝 100 

1913 台湾塩業 10,000  大日本塩業 5,900  満韓塩業 1,000 

1914 台湾塩業 10,000 
大日本塩業 8,400  満韓塩業 2,500 
村井市孝 100 

1915 台湾塩業 10,000  大日本塩業 6,900  村井市孝 100 

1916 台湾塩業 12,500  大日本塩業 9,400  村井市孝 100 

1917 台湾塩業 16,500  大日本塩業 17,400  村井市孝 150 

1918 大日本塩業 15,000  大日本塩業 20,000  村井市孝 150 

1919 大日本塩業 5,700  大日本塩業 14,230 
注）　  曹達製造業者等に対する直接売渡分は含まない。
資料）　  大蔵省専売局（1915, 825-839; 1937, 610-637）；台湾総督府専売局（1925, 352-353, 374-465）。
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一
〇
二　
（
二
七
八

と
債
務
額
に
応
じ
た
同
社
株
の
比
例
配
分
を
提
案
し（
た

）
43

。
上
記
整

理
案
は
債
務
の
現
金
償
還
を
事
実
上
で
断
念
し
、「
不
平
の
念
を

懐
け
る
」
債
権
者
も
少
な
く
な
か
っ
た
。
し
か
し
、
小
栗
銀
行
が

破
産
宣
告
を
受
け
た
状
況
下
で
「
多
く
は
余
儀
な
く
同
意
」
し
、

一
九
〇
九
年
三
月
に
「
小
栗
銀
行
の
預
金
者
救
済
の
為
之
を
株
主

と
し
て
」（
台
湾
総
督
府
専
売
局
（
一
九
二
五
、
三
九
〇
））
東
洋
塩
業

が
設
立
さ
れ（
た

）
44

。

②
東
洋
塩
業
株
式
会
社
の
株
式
保
有
・
役
員

　

一
九
〇
九
年
度
末
に
鈴
木
商
店
関
係
者
は
東
洋
塩
業
株
の
二

七
・
〇
％
を
保
有
し
、
鈴
木
よ
ね
（
持
株
比
率
八
・
八
％
）、
二
代
目

鈴
木
岩
治
郎
（
四
・
八
％
）、
金
子
（
四
・
四
％
）、
柳
田
（
二
・
九
％
）

な
ど
が
大
株
主
と
し
て
名
を
連
ね
た
（
齋
藤
（
二
〇
一（
一

）
45

））。
こ

の
よ
う
な
鈴
木
商
店
に
よ
る
東
洋
塩
業
株
集
積
の
経
緯
を
示
す
史

料
は
管
見
の
限
り
で
現
存
し
な
い
。
し
か
し
、
東
洋
塩
業
設
立
後

か
ら
同
社
株
の
集
積
は
容
易
化
し
て
い
た
。
小
栗
銀
行
債
権
者
ら

の
一
部
は
金
子
発
案
の
債
務
整
理
に
積
極
的
同
意
を
示
さ
な
か
っ

た
が
、
配
分
さ
れ
た
東
洋
塩
業
株
の
売
却
で
事
実
上
の
現
金
償
還

を
受
け
ら
れ
た
。
か
か
る
状
況
の
下
で
鈴
木
商
店
は
東
洋
塩
業
の

経
営
を
支
配
し
た
。

　

東
洋
塩
業
の
社
長
に
は
桂
太
郎
の
実
弟 

二
郎
が
就
任
し
た
。

し
か
し
、
二
郎
は
一
八
九
〇
年
代
初
頭
に
ワ
イ
ン
製
造
、
昆
布
加

工
、
製
麻
、
製
糖
な
ど
多
分
野
の
事
業
で
莫
大
な
損
失
を
生
じ
さ

せ
、
太
郎
の
自
宅
売
却
で
事
態
の
打
開
を
図
っ
た
人
物
で
あ
っ
た

（
人
事
興
信
所
（
一
九
一
一
、
か
一
三
五
）、
千
葉
（
二
〇
一
二
、
三
六
））。

し
た
が
っ
て
、
二
郎
は
経
営
者
と
し
て
信
用
と
実
績
が
欠
如
し
、

東
洋
塩
業
の
経
営
は
実
質
的
に
専
務
取
締
役
の
藤
田
謙
一
が
取
り

仕
切
っ
た
。

　

藤
田
は
一
八
九
九
年
よ
り
大
蔵
省
専
売
局
に
勤
務
し
、
一
九
〇

一
年
に
天
狗
煙
草
の
愛
称
で
知
ら
れ
た
岩
谷
商
会
の
支
配
人
へ
転

じ
た
。
こ
の
転
職
は
後
藤
勝
造
が
斡
旋
し
た
。
一
九
〇
一
年
か
ら

後
藤
は
台
湾
で
樟
脳
輸
送
業
を
鈴
木
商
店
と
共
同
経
営
し
、
専
売

品
の
取
扱
か
ら
大
蔵
省
内
の
人
脈
を
築
く
過
程
で
専
売
局
在
職
中

の
藤
田
と
知
己
を
得
た
。
し
か
し
、
岩
谷
商
会
は
一
九
〇
四
年
の

製
造
煙
草
専
売
制
度
導
入
で
解
散
し
、
藤
田
は
名
古
屋
生
命
保
険

取
締
役
へ
転
じ
た
（
齋
藤
（
二
〇
一
七
、
四
六-

五
〇
、
一
四
三-

一

八
五
）、
弘
前
商
工
会
議
所
編
（
一
九
八
八
、
二
七-

三
一
、
二
一
八
））。

そ
の
直
後
に
同
社
は
小
栗
の
買
収
を
受
け
、
責
任
準
備
金
貸
付
で

同
行
宛
債
権
が
急
増
し
た
。
し
た
が
っ
て
、
藤
田
は
第
一
に
台
湾

塩
移
入
命
令
を
発
す
る
大
蔵
省
の
出
身
者
、
第
二
に
鈴
木
商
店
の

共
同
事
業
経
営
者
と
旧
知
の
人
物
、
第
三
に
小
栗
銀
行
宛
の
多
額

債
権
者
た
る
名
古
屋
生
命
保
険
の
役
員
と
し
て
三
つ
の
性
格
を
兼

ね
備
え
て
い
た
。
そ
れ
ゆ
え
に
、
藤
田
は
東
洋
塩
業
の
監
督
官
庁
、
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一
〇
三　
（
二
七
九

筆
頭
株
主
、
債
権
者
そ
れ
ぞ
れ
と
気
脈
を
通
じ
、
東
洋
塩
業
の
実

質
的
経
営
者
に
適
し
た
人
物
で
あ
っ
た
。

③
台
湾
塩
の
移
入
正
常
化
と
価
格
下
落

　

東
洋
塩
業
設
立
で
一
九
〇
九
年
度
よ
り
台
湾
塩
移
入
は
正
常
化

し
た
が
、
関
東
州
塩
特
別
元
売
捌
人
間
に
お
け
る
過
当
競
争
の
余

波
で
台
湾
塩
の
髙
梨
家
調
達
価
格
は
一
九
〇
九
年
三
月
に
二
・
三

八
円
ま
で
下
落
し
て
い
た
。
同
年
六
月
に
は
満
韓
塩
業
の
密
輸
入

発
覚
で
植
民
地
塩
価
格
は
「
関
東
塩
輸
入
者
某
制
限
外
ノ
移
入
ヲ

ナ
セ
ル
ヤ
ニ
テ
税
関
ノ
一
問
題
ト
ナ
リ
タ
ル
ニ
依
リ
今
後
騰
貴
ハ

免
レ
サ（
ル

）
46

」
と
予
測
さ
れ
、
台
湾
塩
は
二・五
五
円
ま
で
上
昇
し
た
。

し
か
し
、
八
月
に
は
二
・
三
六
円
へ
再
び
低
落
し
た
（
図
２
）。
こ

う
し
た
価
格
下
落
を
台
湾
塩
と
関
東
州
塩
の
輸
移
入
取
扱
人
兼
特

別
元
売
捌
人
は
「
市
場
競
争
ノ
餘
弊
尚
一
掃
ス
ル
ニ
至
ラ
ザ
リ（
シ

）
47

」

と
捉
え
た
（
図
３
）。
そ
こ
で
、
両
者
は
カ
ル
テ
ル
締
結
に
よ
る

競
争
抑
制
を
図
っ
た
。

（
３
）
カ
ル
テ
ル
と
輸
移
入
取
扱
人
の
経
営

①
一
九
〇
九
年
の
カ
ル
テ
ル
締
結

　

一
九
〇
九
年
八
月
締
結
の
「
移
輸
入
塩
販
売
同
盟
契
約
書
」
は

神
戸
港
倉
庫
渡
最
低
価
格
（
一
〇
〇
斤
あ
た
り
並
等
散
塩
）
を
台
湾

塩
二
・
三
〇
円
、
関
東
州
塩
二
・
三
八
円
と
規
定
し
、
東
京
の
最
低

価
格
は
上
記
に
〇
・
一
二
円
を
加
算
し
た
（
台
湾
総
督
府
専
売
局

（
一
九
二
五
、
三
九
二-

三
九（
三

）
48

））。
以
上
の
カ
ル
テ
ル
は
台
湾
塩
・

関
東
州
塩
間
及
び
関
東
州
塩
間
相
互
の
価
格
競
争
を
抑
制
し
た
。

　

図
２
よ
り
一
九
〇
九
年
下
期
に
台
湾
塩
と
関
東
州
塩
の
髙
梨
家

調
達
価
格
は
各
協
定
最
低
価
格
（
東
京
）
二
・
四
二
円
と
二
・
五
〇

円
を
超
え
る
二
・
六
四
円
と
二
・
五
五
円
ま
で
上
昇
し
、
大
日
本
塩

業
は
「
同
業
者
ト
価
格
ノ
協
定
ヲ
為
シ
競
争
販
売
ヲ
防
止
ス
ル
ニ

努
メ
タ
ル
ヲ
以
テ
稍
々
市
価
ノ
回
復
ヲ
見（
タ

）
49

」
と
評
価
し
た
。
こ

う
し
た
価
格
競
争
の
抑
制
で
輸
移
入
取
扱
人
の
収
益
性
は
向
上
し

た
。

②
輸
移
入
取
扱
人
の
収
益
性
と
資
産
構
成

　

戦
前
期
会
社
法
制
は
財
務
諸
表
の
開
示
義
務
対
象
を
貸
借
対
照

表
に
限
定
し
、
大
日
本
塩
業
は
損
益
計
算
書
を
公
表
し
な
か
っ
た

（
武
田
（
二
〇
一
〇
））。
し
た
が
っ
て
、
輸
移
入
取
扱
人
と
し
て
同

社
と
東
洋
塩
業
の
双
方
で
利
用
可
能
な
財
務
諸
表
は
貸
借
対
照
表

に
限
定
さ
れ
、
以
下
の
考
察
で
は
同
表
を
用
い
る
。
な
お
、
一
九

一
〇
年
七
月
に
東
洋
塩
業
は
台
湾
塩
業
株
式
会
社
へ
社
名
変
更
し
、

以
降
の
考
察
で
は
改
称
後
の
社
名
で
呼
称
す（
る

）
50

。

　

図
４
に
は
、
設
立
年
度
以
降
に
お
け
る
大
日
本
塩
業
・
台
湾
塩

業
貸
借
対
照
表
の
借
方
と
貸
方
・
総
資
本
利
益
率
を
示
し
た
。
な

お
、
両
社
は
一
九
一
七
年
に
合
併
し
、
台
湾
塩
業
は
営
業
報
告
書



史
　
　
　
学

　
第
八
九
巻

　
第
三
号

）

一
〇
四　
（
二
八
〇

が
現
存
す
る
一
九
一
五
年
度
ま
で
を
示
し
た
。

　

大
日
本
塩
業
の
総
資
本
利
益
率
は
台
湾
塩
移
入
減
少
と
関
東
州

塩
販
路
拡
大
で
一
九
〇
八
年
度
に
六
・
〇
％
へ
達
し
た
が
、
翌
一

九
〇
九
年
度
に
植
民
地
塩
間
の
過
当
競
争
で
〇
・
一
％
へ
急
落
し

た
。
ま
た
、
同
様
に
同
年
度
台
湾
塩
業
の
総
資
本
利
益
率
も
〇
・

一
％
で
低
迷
し
た
。
そ
こ
で
、
両
社
は
カ
ル
テ
ル
を
締
結
し
、
一

九
一
〇
年
度
に
双
方
の
総
資
本
利
益
率
は
上
昇
し
た
。
し
た
が
っ

て
、
カ
ル
テ
ル
締
結
は
輸
移
入
取
扱
人
の
収
益
性
向
上
に
資
し
た
。

し
か
し
、
財
務
内
容
の
相
違
か
ら
両
社
の
総
資
本
利
益
率
は
異
な

る
水
準
で
推
移
し
た
。

　

全
て
の
年
度
で
払
込
資
本
金
は
台
湾
塩
業
が
大
日
本
塩
業
を
超

過
し
た
。
大
日
本
塩
業
は
設
立
時
四
五
、〇
〇
〇
円
の
払
込
資
本

金
を
一
九
一
五
年
度
ま
で
に
二
、一
九
六
、〇
九
八
円
へ
増
額
し
た

が
、
台
湾
塩
業
の
三
〇
〇
万
円
に
は
届
か
な
か
っ
た
。
但
し
、
台

湾
塩
業
の
払
込
資
本
金
は
対
事
業
規
模
で
過
大
に
失
し
た
。

　

図
４
よ
り
大
日
本
塩
業
の
資
産
は
主
に
有
形
固
定
資
産
で
構
成

さ
れ
、
一
九
〇
九
年
度
の
主
な
内
訳
は
「
関
東
州
塩
田
」
三
四
七
、

六
五
五
円
（
構
成
比
五
二
・
二
％
）、「
建
物
機
械
」
二
一
六
、二
四
三

円
（
三
二
・
四
％
）、「
地
所
」
八
一
、二
二
九
円
（
一
二
・
二
％
）
で

あ
っ
た
。
す
な
わ
ち
、
同
社
の
主
要
資
産
は
関
東
州
の
塩
田
と
内

地
の
再
製
工
場
で
あ
っ（
た

）
51

。
そ
れ
と
対
照
的
に
台
湾
塩
業
は
「
営

0

2

4

6

8

10

12

14

1904 1905 1906 1907 1908 1909 1910 1911 1912 1913 1914 1915 1916 1917 1918 1919 1909 1910 1911 1912 1913 1914 1915

資
産
額
（

百
万
円
）

無形固定資産 有形固定資産 投資その他の資産

棚卸資産 その他の流動資産 当座資産

開業費

当座資産

その他の

流動資産

棚卸資産

有形固定資産

無形固定資産

投資その他の

資産

大日本塩業株式会社
（日本食塩コークス株式会社）

台湾塩業株式会社
（東洋塩業株式会社）

（a）借方
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総
資

本
利

益
率

（
%）

負
債

・
資

本
額

（
百

万
円

）

未払金 支払手形・借入金 借入有価証券 仮受金 その他の負債

払込資本 稼得資本 総資本利益率（大日本塩業） 総資本利益率（台湾塩業）

未払金

支払手形

・借入金

借入

有価証券 仮受金

その他の負

債

払込資本

稼得資本

大日本塩業株式会社
（日本食塩コークス株式会社）

台湾塩業株式会社
（東洋塩業株式会社）

（b）貸方

図 4　大日本塩業株式会社・台湾塩業株式会社貸借対照表（1904-19 年度）
注 1）　  台湾塩業の 1910 年度貸借対照表は原史料の欠落により不明である。
注 2）　  「前期繰越金」と「当期利益」もしくは「当期損失」を除外しているために借方と貸方の合計は一致しない。
注 3）　  有価証券の保有目的は貸借対照表に記載されていない。そこで、貸方の「借入有価証券」相当額を「その他

の流動資産」に、残額を「有形固定資産」に計上した。
注 4）　  総資本利益率は年間合計利益金と年度末総資産額より求めた。なお、大日本塩業の 1904-06、08 年度と台湾

塩業の 1910 年度は原資料の欠落により不明である。
資料）　  日本食塩コークス株式会社「考課状」1904-07 年（日塩株式会社所蔵）；大日本塩業株式会社「営業報告書」

1908-20 年（日塩株式会社所蔵）；東洋塩業株式会社「第一回考課状」1910 年；台湾塩業株式会社「考課
状」1912-16 年。

業
権
」
と
し
て
二
、五
二
六
、五
四

八
円
の
無
形
固
定
資
産
を
計
上
し
、

一
九
〇
九
年
度
に
資
産
の
八
三
・

八
％
を
占
め
た
。「
営
業
権
」
と

は
台
湾
塩
移
入
取
扱
人
兼
特
別
元

売
捌
人
と
し
て
の
権
利
を
示
し
た

が
、
大
日
本
塩
業
は
類
似
の
権
利

を
貸
借
対
照
表
に
表
示
し
な
か
っ

た
。
台
湾
塩
業
は
小
栗
銀
行
預
金

者
ら
が
保
有
債
権
で
出
資
し
、
同

行
未
償
還
債
務
の
繰
入
で
払
込
資

本
金
が
事
業
規
模
と
無
関
係
に
膨

張
し
た
。
そ
こ
で
、
払
込
資
本
金

の
バ
ラ
ン
ス
を
目
的
に
同
社
は
多

額
の
「
営
業
権
」
を
計
上
し
た
が
、

払
込
資
本
金
額
は
移
入
取
扱
量
に

対
す
る
均
衡
を
欠
い（
た

）
52

。
一
九
一

一
年
度
輸
移
入
取
扱
量
で
台
湾
塩

業
六
、三
〇
〇
万
斤
は
大
日
本
塩

業
四
、〇
五
〇
万
斤
の
一
・
六
倍
を

誇
っ
た
が
、
払
込
資
本
金
は
台
湾



史
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一
〇
六　
（
二
八
二

塩
業
三
〇
〇
万
円
が
大
日
本
塩
業
七
四
二
、二
五
〇
円
の
四
・
〇
倍

に
達
し
た
（
図
３
、
図（
４

）
53

）。
以
上
の
過
大
な
払
込
資
本
金
に
起
因

し
、
台
湾
塩
業
の
収
益
性
は
大
日
本
塩
業
の
後
塵
を
拝
し
た
。
そ

こ
で
、
台
湾
塩
業
を
傘
下
に
収
め
て
い
た
鈴
木
商
店
は
輸
移
入
の

寡
占
的
支
配
に
よ
る
植
民
地
塩
の
価
格
支
配
力
獲
得
を
目
論
ん
だ
。

３
．
シ
ェ
ア
競
争
と
輸
移
入
取
扱
人
の
大
規
模
化
・
寡
占
化

（
１
）
鈴
木
商
店
と
植
民
地
塩

　

カ
ル
テ
ル
締
結
直
後
か
ら
鈴
木
商
店
は
、
大
日
本
塩
業
に
関
東

州
塩
輸
入
取
扱
人
の
交
代
を
要
求
し
た
（
白
石
（
一
九
五
〇
、
一
八

六
））。
一
九
〇
九
年
度
関
東
州
塩
輸
入
命
令
量
の
七
〇
％
は
大
日

本
塩
業
に
割
り
当
て
ら
れ
て
い（
た

）
54

。
こ
の
輸
入
命
令
を
鈴
木
商
店

が
獲
得
す
れ
ば
、
傘
下
の
台
湾
塩
業
と
合
計
で
植
民
地
塩
輸
移
入

命
令
量
の
八
七
％
を
確
保
し
、
植
民
地
塩
輸
移
入
の
寡
占
的
支
配

が
見
込
め
た
（
表
１
）。
し
か
し
、
一
九
〇
八
年
七
月
に
お
け
る

日
中
間
の
関
東
州
塩
輸
出
協
定
締
結
交
渉
決
裂
で
大
日
本
塩
業
の

関
東
州
塩
販
路
は
内
地
に
限
定
さ
れ
、
販
路
喪
失
に
繋
が
る
上
記

要
求
を
同
社
は
拒
絶
し
た
（
前
田
（
二
〇
一
六
ｂ
））。
そ
こ
で
、
カ

ル
テ
ル
に
よ
る
価
格
競
争
制
限
下
で
鈴
木
商
店
は
シ
ェ
ア
競
争
を

仕
掛
け
た
。

　

一
九
一
〇
年
三
月
に
鈴
木
商
店
は
、
福
岡
県
企
救
郡
大
里
町

（
現
・
北
九
州
市
門
司
区
）
に
直
営
再
製
工
場
を
設
置
し
た
。
大
日

本
塩
業
・
台
湾
塩
業
と
対
照
的
に
同
工
場
は
台
湾
塩
と
関
東
州
塩

の
双
方
を
再
製
し
、
一
九
一
二
年
に
年
産
九
八
〇
万
斤
か
ら
一
、

三
〇
〇
万
斤
、
翌
一
九
一
三
年
に
一
、五
〇
〇
万
斤
へ
加
工
能
力

を
増
強
し
た
（
白
石
（
一
九
五
〇
、
一
八
七-

一
八
八
））。
以
上
と

類
似
の
施
策
は
同
店
傘
下
の
台
湾
塩
業
も
実
施
し
、
東
京
市
下
の

合
資
会
社
入
舟
商
会
を
一
九
一
三
年
九
月
に
買
収
し
た
。
入
舟
商

会
は
一
八
九
四
年
頃
に
深
川
区
東
元
町
（
現
・
江
東
区
）
で
設
立

さ
れ
、
一
九
〇
三
年
頃
に
は
東
京
市
下
の
代
表
的
な
再
製
塩
業
者

と
し
て
知
ら
れ
た
（
東
京
再
製
塩
業
（
一
九
三
九
、
二
二
六-

二
二

七
））。
そ
の
具
体
的
な
加
工
規
模
は
史
料
上
の
制
約
か
ら
判
然
と

し
な
い
が
、
以
上
の
買
収
で
台
湾
塩
業
は
大
消
費
地
の
東
京
で
も

再
製
塩
の
生
産
を
可
能
に
し（
た

）
55

。

　

こ
の
よ
う
に
鈴
木
商
店
は
傘
下
の
台
湾
塩
業
と
共
同
で
再
製
塩

の
加
工
能
力
増
強
を
図
り
、
植
民
地
塩
の
内
地
塩
に
対
す
る
代
替

性
を
向
上
さ
せ
た
。
さ
ら
に
、
一
九
一
二
年
か
ら
同
店
は
天
日
原

塩
の
供
給
能
力
向
上
を
目
的
と
し
て
関
東
州
の
製
塩
事
業
に
も
進

出
し
た
。



帝
国
日
本
の
台
湾
・
関
東
州
塩
需
給
と
流
通
主
体

）

一
〇
七　
（
二
八
三

（
２
）
関
東
州
製
塩
事
業
者
の
集
中
化

①
鈴
木
商
店
の
関
東
州
製
塩
業
進
出

　

一
九
一
〇
年
に
満
韓
塩
業
の
専
務
取
締
役
は
会
社
名
義
の
手
形

三
〇
万
円
を
無
断
で
振
り
出
し
、
払
込
資
本
金
の
約
七
割
に
相
当

す
る
当
該
手
形
の
不
渡
で
同
社
は
経
営
破
綻
し
た
。
そ
こ
で
、
満

韓
塩
業
は
翌
一
九
一
一
年
六
月
か
ら
既
設
の
所
有
塩
田
六
五
二
町

歩
を
大
日
本
塩
業
へ
賃
貸
し
、
一
九
一
二
年
五
月
に
未
成
塩
田
の

開
設
権
を
鈴
木
商
店
へ
譲
渡
し
た
（
野
村
徳
七
商
店
（
一
九
一
二
、

雑
種
一（
九

）
56

））。
こ
の
塩
田
開
設
権
獲
得
で
同
店
は
関
東
州
製
塩
事

業
者
の
み
に
限
定
さ
れ
た
輸
入
取
扱
人
の
指
定
要
件
を
充
た
し
、

一
九
一
四
年
ま
で
に
塩
田
三
五
四
町
歩
を
築
造
し
た
。
そ
の
経
営

を
目
的
と
し
て
同
年
に
鈴
木
商
店
は
東
亜
塩
業
株
式
会
社
を
設
立

し
た
。
そ
し
て
、
同
社
払
込
資
本
金
四
〇
万
円
の
三
一
％
は
台
湾

塩
業
が
出
資
し
、
台
湾
塩
業
専
務
取
締
役
の
藤
田
が
社
長
を
兼
任

し
た
（
弘
前
商
工
会
議
所
編
（
一
九
八
八
、
二
一（
九

）
57

））。

　

こ
の
よ
う
な
鈴
木
商
店
の
関
東
州
製
塩
業
進
出
に
対
峙
し
、
大

日
本
塩
業
は
事
業
規
模
拡
大
に
よ
る
関
東
州
塩
の
供
給
支
配
力
向

上
を
試
み
た
。

②
大
日
本
塩
業
の
事
業
規
模
拡
大

　

大
日
本
塩
業
は
、
一
九
一
二-

一
四
年
に
二
点
の
事
業
規
模
拡

大
策
を
実
施
し
た
。
第
一
は
、
一
九
一
二-

一
三
年
に
既
設
塩
田

面
積
の
五
〇
％
に
及
ぶ
塩
田
四
五
〇
町
歩
を
増
築
し
た
。
但
し
、

塩
田
築
造
に
伴
う
資
産
増
加
額
二
五
五
、〇
八
六
円
は
一
九
一
一

年
度
末
払
込
資
本
金
の
三
四
％
に
相
当
し
、
築
造
費
負
担
は
一
九

一
二-

一
三
年
度
の
総
資
本
利
益
率
を
四
％
か
ら
一
％
台
ま
で
低

下
さ
せ
た
（
図（
４

）
58

）。

　

第
二
は
、
東
洋
製
塩
株
式
会
社
と
満
韓
塩
業
を
一
九
一
二
年
と

一
九
一
四
年
に
そ
れ
ぞ
れ
吸
収
合
併
し
た
。
こ
れ
ら
の
う
ち
東
洋

製
塩
は
、
満
韓
起
業
株
式
会
社
の
関
東
州
塩
田
開
設
権
を
継
承
す

る
目
的
で
一
九
〇
七
年
に
設
立
さ
れ（
た

）
59

。

　

一
九
〇
六
年
に
満
韓
起
業
は
関
東
州
塩
田
五
、二
〇
〇
町
歩
の

築
造
許
可
を
獲
得
し
た
が
、
大
蔵
省
の
関
東
州
塩
輸
入
取
扱
人
指

定
を
受
け
ら
れ
な
か
っ
た
。
そ
れ
ゆ
え
に
、
販
路
確
保
の
見
通
し

が
立
た
な
か
っ
た
同
社
は
塩
田
の
築
造
を
断
念
し
、
塩
田
開
設
権

を
東
洋
製
塩
に
譲
渡
し
た
。
中
野
武
営
、
根
津
嘉
一
郎
、
前
島
密

ら
政
財
界
の
著
名
人
が
名
を
連
ね
た
東
洋
製
塩
の
発
起
人
ら
は
、

一
九
〇
七
年
二
月
に
「
南
北
満
洲
露
領
西
比
利
亜
及
韓
国
方
面
に

多
大
の
販
路
を
有
す
況
ん
や
現
に
奉
天
将
軍
は
我
関
東
州
内
の
産

塩
買
約
を
迫
り
つ
ゝ
あ
る
」
と
関
東
州
製
塩
業
の
有
望
性
を
宣
伝

し
、
払
込
資
本
金
五
〇
万
円
を
調
達
し（
た

）
60

。
但
し
、
同
月
は
関
東

州
塩
輸
出
協
定
締
結
交
渉
の
開
始
間
も
な
い
時
期
に
相
当
し
、
宣

伝
内
容
は
誇
大
に
過
ぎ
た
（
前
田
（
二
〇
一
六
ｂ
））。「
産
塩
買
約



史
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四

を
迫
り
つ
ゝ
あ
る
」
事
実
は
無
根
で
あ
り
、
上
記
交
渉
の
決
裂
で

東
洋
製
塩
は
満
洲
内
陸
部
向
け
輸
出
を
果
た
せ
な
か
っ
た
。
そ
こ

で
、
同
社
は
一
九
〇
九
年
度
に
関
東
州
塩
輸
入
取
扱
人
指
定
を
受

け
た
が
、
輸
入
命
令
量
は
最
多
に
達
し
た
一
九
一
二
年
度
八
〇
〇

万
斤
で
す
ら
同
年
度
大
日
本
塩
業
五
、〇
〇
〇
万
斤
の
二
割
未
満

で
あ
っ
た
（
表
１
）。
こ
う
し
た
販
路
の
狭
隘
性
か
ら
東
洋
製
塩

の
経
営
は
行
き
詰
ま
っ
た
。

　

東
洋
製
塩
の
経
営
実
態
を
分
析
可
能
な
史
料
は
断
片
的
に
の
み

存
在
し
、
一
九
一
一
年
度
の
株
主
資
本
利
益
率
一
・
一
％
は
大
日

本
塩
業
の
七
・
二
％
を
大
幅
に
下
回
っ（
た

）
61

。
そ
こ
で
、
一
九
一
二

年
七
月
に
大
日
本
塩
業
は
東
洋
製
塩
を
合
併
し
た
。
ま
た
、
同
社

は
一
九
一
四
年
に
塩
田
を
賃
借
中
の
満
韓
塩
業
も
吸
収
し
、
関
東

州
内
内
地
人
塩
田
の
占
有
率
を
八
五
％
ま
で
高
め
た
（
南
満
洲
鉄

道
（
一
九
二
六
、
二（
二

）
62

））。
こ
の
よ
う
に
大
日
本
塩
業
は
関
東
州
塩

の
供
給
支
配
力
を
高
め
た
が
、
翌
一
九
一
五
年
度
に
鈴
木
商
店
の

傘
下
へ
収
め
ら
れ
た
。

（
３
）
植
民
地
塩
輸
移
入
の
寡
占
的
支
配
確
立

①
島
徳
蔵
の
大
日
本
塩
業
社
長
就
任

　

鈴
木
商
店
に
よ
る
植
民
地
塩
輸
移
入
の
寡
占
的
支
配
は
、
一
九

一
二
年
か
ら
大
日
本
塩
業
社
長
を
務
め
た
島
徳
蔵
に
よ
っ
て
確
立

へ
の
道
筋
が
付
け
ら
れ
た
。
大
阪
で
米
穀
商
を
営
ん
だ
島
徳
治
郎

の
長
男
と
し
て
一
八
七
五
年
に
生
ま
れ
た
徳
蔵
は
、
株
式
仲
買
業

へ
進
出
し
た
父
の
代
理
人
を
一
八
九
三
年
か
ら
務
め
、
一
九
〇
三

年
に
は
独
立
を
果
た
し
た
。
し
か
し
、
一
九
〇
七
年
に
は
閉
業
し
、

阪
神
電
気
鉄
道
株
式
会
社
取
締
役
へ
転
じ
た
。
さ
ら
に
、
徳
蔵
は

豊
國
火
災
保
険
株
式
会
社
（
現
・
日
新
火
災
海
上
保
険
）、
日
魯
漁

業
株
式
会
社
な
ど
内
地
企
業
の
ほ
か
に
、
東
洋
拓
殖
株
式
会
社
、

朝
鮮
煙
草
興
業
株
式
会
社
な
ど
在
植
民
地
企
業
で
も
取
締
役
、
監

査
役
、
監
事
に
就
任
し
た
（
国
勢
協
会
（
一
九
二
五
、
六
三
六-

六

三
八
）、
人
事
興
信
所
（
一
九
二
五
、
し
五
〇
）、
鈴
木
（
一
九
一
四
、
五

一
〇
）、
東
洋
新
報
社
（
一
九
一
七
、
二
一
四
一
）、
東
洋
拓
殖
（
一
九
二

八
、
一
五
三-

一
五
四
）、
山
田
（
二
〇
〇
七
））。
そ
れ
ら
島
の
役
員

就
任
企
業
に
大
日
本
塩
業
も
含
ま
れ
た
。

　

一
九
〇
九
年
度
下
半
期
に
島
は
自
ら
と
三
男
吉
郎
の
名
義
で

合
計
一
、五
〇
〇
株
（
持
株
比
率
三
・
八
％
）
を
取
得
し
、
大
日
本
塩

業
で
持
株
数
五
位
の
大
株
主
と
な
っ（
た

）
63

。
さ
ら
に
、
同
年
一
二
月

の
監
査
役
就
任
後
も
島
は
株
式
取
得
を
継
続
し
、
一
九
一
二
年
度

上
半
期
末
に
は
持
株
比
率
七
・
四
％
の
第
二
位
株
主
へ
浮
上
し
た
。

そ
し
て
、
同
年
七
月
に
島
は
社
長
へ
就
任
し
た
が
、
第
一
次
大
戦

中
の
日
本
に
よ
る
青
島
占
領
を
契
機
と
し
て
経
営
か
ら
撤
退
し（
た

）
64

。
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一
〇
九　
（
二
八
五

②
大
日
本
塩
業
と
東
亜
塩
業
・
台
湾
塩
業
合
併

　

一
九
一
四
年
一
一
月
の
青
島
占
領
直
後
か
ら
日
本
は
占
領
地
で

製
塩
業
調
査
を
実
施
し
た
。
そ
の
調
査
に
大
日
本
塩
業
は
社
員
を

派
遣
し
、
同
月
に
外
務
大
臣
へ
「
膠
州
湾
塩
田
貸
下
ノ
儀
ニ
付
御

願
」
を
提
出
し（
た

）
65

。
願
書
で
同
社
は
「
膠
州
湾
一
帯
ノ
地
域
ハ
天

賦
ノ
製
塩
地
ト
シ
テ
関
東
州
ト
並
ヒ
称
セ
ラ
ル
」
と
評
し
、
年
間

製
塩
量
を
一
九
一
三
年
関
東
州
製
塩
量
の
八
割
に
相
当
す
る
「
壹

億
五
千
万
斤
ヲ
計
上
シ
食
用
ニ
工
業
ニ
凡
百
ノ
需
給
ヲ
円
満
ニ

シ
」
と
主
張
し（
た

）
66

。
そ
し
て
、
同
社
は
青
島
塩
田
の
貸
下
を
求
め

た
が
、
軍
政
開
始
直
後
の
青
島
軍
政
署
は
許
可
し
な
か
っ
た
。
そ

れ
で
も
内
地
向
け
青
島
塩
輸
出
の
将
来
的
拡
大
を
島
は
予
測
し
た
。

以
上
の
予
測
を
根
拠
に
島
は
供
給
過
剰
の
懸
念
か
ら
「
塩
も
も
う

駄
目
だ
ね
」（
田
中
（
一
九
五
〇
、
一
〇
））
と
発
言
し
、
大
日
本
塩

業
の
経
営
か
ら
撤
退
を
決
め
た
（
大
蔵
省
専
売
局
（
一
九
二
〇
ｂ
、

五
））。

　

一
九
一
五
年
度
に
島
は
保
有
株
の
処
分
で
持
株
比
率
を
七
・

三
％
か
ら
二
・
三
％
へ
低
落
さ
せ
、
鈴
木
商
店
傘
下
の
東
亜
塩
業

に
対
す
る
合
併
を
容
認
し
た
。
そ
し
て
、
大
日
本
塩
業
は
東
亜
塩

業
社
長
兼
台
湾
塩
業
専
務
取
締
役
の
藤
田
を
取
締
役
と
し
て
迎
え
、

東
亜
塩
業
株
主
に
新
株
二
五
、〇
〇
〇
株
を
発
行
し
た
（
弘
前
商
工

会
議
所
編
（
一
九
八
八
、
二
一
九
））。
そ
れ
ら
新
株
の
七
八
％
を
鈴

木
商
店
は
取
得
し
、
同
時
に
既
存
株
の
大
量
取
得
を
進
め
た
。
以

上
の
施
策
で
同
店
の
持
株
比
率
は
一
九
一
五
年
度
末
に
三
五
・

六
％
ま
で
上
昇
し
、
大
日
本
塩
業
は
鈴
木
商
店
の
傘
下
へ
収
め
ら

れ（
た

）
67

。
さ
ら
に
、
翌
一
九
一
六
年
度
も
鈴
木
商
店
は
大
日
本
塩
業

株
の
取
得
を
継
続
し
、
同
年
度
末
の
持
株
比
率
は
過
半
数
の
五

〇
・
九
％
に
達
し（
た

）
68

。
こ
の
よ
う
な
株
式
支
配
の
下
で
同
年
一
二

月
よ
り
藤
田
が
大
日
本
塩
業
の
社
長
に
就
任
し
、
翌
一
九
一
七
年

に
台
湾
塩
業
と
合
併
し
た
。
以
上
の
合
併
で
一
九
一
八
年
度
に
大

日
本
塩
業
は
台
湾
・
関
東
州
塩
合
計
輸
移
入
命
令
量
の
九
九
・

六
％
を
占
有
し
た
（
表
１
）。
し
か
し
、
同
時
期
に
内
地
で
は
大

蔵
省
専
売
局
が
植
民
地
塩
輸
移
入
制
度
を
改
定
し
、
輸
移
入
取
扱

人
の
経
営
環
境
は
著
し
い
変
容
を
遂
げ
つ
つ
あ
っ
た
。

４
．
植
民
地
塩
取
引
の
拡
大
と
大
日
本
塩
業
の
経
営
悪
化

（
１
）
一
九
一
〇
年
代
の
食
塩
需
給

　

第
一
次
大
戦
期
に
「
工
業
ノ
勃
興
ニ
伴
ヒ
製
塩
地
ヲ
工
場
敷
地

等
ニ
転
換
」（
大
蔵
省
専
売
局
（
一
九
二
〇
ａ
、
二
〇
九
））
が
進
展
し
、

一
九
一
二-

一
八
年
度
に
塩
田
面
積
は
三
・
四
％
減
少
し
た
（
大

蔵
省
専
売
局
（
一
九
三
一
、
四-

五
））。
そ
れ
ゆ
え
に
、
一
九
一
〇

年
代
の
年
平
均
内
地
製
塩
量
九
億
七
、〇
〇
六
万
斤
は
一
九
〇
〇

年
代
の
一
〇
億
三
、八
五
六
万
斤
か
ら
六
・
六
％
減
少
し
た
が
、
食
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一
一
〇　
（
二
八
六

塩
消
費
量
は
急
増
し
た
。

　

内
地
の
食
塩
消
費
量
は
一
九
〇
八-

一
〇
年
度
平
均
九
億
八
、

四
七
〇
万
斤
か
ら
一
九
一
七-

一
九
年
度
平
均
一
四
億
一
、六
五

七
万
斤
へ
四
三
・
九
％
急
増
し
た
。
そ
の
用
途
別
増
加
寄
与
率
は

魚
類
塩
蔵
用
三
五
・
七
％
、
家
庭
・
漬
物
用
三
三
・
九
％
、
曹
達
製

造
用
一
八
・
七
％
、
味
噌
醸
造
用
一
一
・
九
％
、
醤
油
醸
造
用
〇
・

三
％
、
そ
の
他
▲
〇
・
五
％
で
あ
っ
た
（
日
本
専
売
公
社
（
一
九
六
六
、

六
七
八-

六
八
五
）、
露
領
水
産
組
合
（
一
九
三
九
、
二
一
））。
し
た
が

っ
て
、
漁
業
な
ど
工
業
用
消
費
と
一
般
家
庭
用
消
費
が
並
行
的
に

拡
大
し
た
。
こ
う
し
た
内
地
製
塩
量
減
少
と
食
塩
消
費
拡
大
の
併

進
は
植
民
地
塩
輸
移
入
の
拡
大
を
促
し
た
。
植
民
地
塩
輸
移
入
量

は
一
九
一
一
年
度
に
初
め
て
一
億
斤
を
超
過
し
、
一
九
一
八
年
度

に
五
億
六
、〇
三
二
万
斤
へ
達
し
た
（
図
３
）。
こ
う
し
た
植
民
地

塩
輸
移
入
の
急
速
な
拡
大
過
程
で
大
蔵
省
専
売
局
は
、
塩
専
売
制

度
下
の
輸
移
入
制
度
を
段
階
的
に
改
定
し
た
。

（
２
）
輸
移
入
制
度
の
改
定
と
植
民
地
塩
流
通

①
輸
移
入
港
の
指
定
拡
大

　

一
九
〇
八
年
度
ま
で
大
蔵
省
専
売
局
は
植
民
地
塩
輸
移
入
を
神

戸
港
の
み
で
認
め
て
い
た
。
そ
の
指
定
港
湾
を
同
局
は
翌
年
度
か

ら
植
民
地
塩
流
通
拡
大
促
進
の
目
的
で
追
加
し
、
一
九
一
九
年
度

ま
で
に
港
湾
数
は
二
六
港
へ
増
加
し
た
（
大
蔵
省
専
売
局
（
一
九
一

五
、
八
二
九
、
八
三
五-

八
三
七
、
一
九
三
七
、
六
三
二-

六
三
六
））。

し
か
し
、
追
加
指
定
後
の
各
港
湾
は
必
ず
し
も
専
売
局
の
思
惑
通

り
に
機
能
し
な
か
っ
た
。
図
５
に
は
、
一
九
一
三
年
六
月-

一
九

二
〇
年
三
月
に
お
け
る
港
湾
別
植
民
地
塩
輸
移
入
量
比
率
と
利
用

港
湾
数
を
示
し
た
。

　

図
５
よ
り
植
民
地
塩
は
京
浜
・
中
京
・
阪
神
・
関
門
四
地
域
の

九
港
で
主
に
輸
移
入
さ
れ
た
。
そ
れ
ら
九
港
に
は
、
三
大
都
市
近

傍
の
横
浜
・
東
京
、
半
田
・
武
豊
・
名
古
屋
・
四
日
市
、
神
戸
・

大
阪
と
門
司
が
含
ま
れ
た
。
門
司
は
、
鈴
木
商
店
が
再
製
工
場
を

設
け
た
大
里
と
曹
達
製
造
業
者
の
集
積
地
た
る
山
口
県
の
双
方
に

程
近
か
っ
た
。
そ
れ
ら
と
対
照
的
に
上
記
以
外
の
港
湾
は
利
用
が

低
迷
し
、
一
九
一
六
年
ま
で
植
民
地
塩
は
主
要
都
市
部
で
限
定
的

に
輸
移
入
さ
れ
た
。
し
か
し
、
一
九
一
七
年
度
よ
り
利
用
港
湾
数

は
増
加
し
、
地
方
都
市
で
植
民
地
塩
の
輸
移
入
が
拡
大
し
た
。

②
輸
移
入
命
令
量
の
引
上
と
官
費
回
送

　

一
九
一
七
年
度
に
「「
ア
ル
カ
リ
」
工
業
ノ
勃
興
ト
一
般
経
済

界
及
北
海
漁
業
ノ
好
況
等
」（
大
蔵
省
専
売
局
（
一
九
三
七
、
六
一

七
））
で
曹
達
製
造
用
と
魚
類
塩
蔵
用
の
食
塩
消
費
は
対
前
年
度

六
六
・
三
％
と
五
一
・
五
％
増
加
し
た
。
そ
し
て
、
合
計
消
費
量
は

一
〇
・
一
％
増
の
一
三
億
三
、七
一
二
万
斤
に
達
し
、
内
地
製
塩
量
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一
一
一　
（
二
八
七

一
〇
億
三
四
八
万
斤
を
三
三
・
二
％
超
過
し
た

（
大
蔵
省
専
売
局
（
一
九
三
一
、
九-

一
一
、
七
二-

七
三
））。
そ
こ
で
、
専
売
局
は
台
湾
塩
と
関
東

州
塩
の
輸
移
入
命
令
量
を
対
前
年
度
三
二
・

〇
％
と
八
四
・
七
％
引
き
上
げ
、
大
日
本
塩
業

に
青
島
塩
輸
入
を
命
じ
た
（
図
３
、
表
１
）。
以

上
の
措
置
で
青
島
塩
を
含
む
植
民
地
塩
輸
移
入

量
は
対
前
年
度
二
・
〇
倍
の
三
億
八
、〇
一
九
万

斤
に
増
加
し
、
流
通
促
進
策
と
し
て
専
売
局
は

植
民
地
塩
に
対
す
る
官
費
回
送
制
度
の
適
用
を

開
始
し
た
（
前
田
（
二
〇
一
八
ａ
））。

　

一
九
〇
八
年
度
よ
り
専
売
局
は
官
費
回
送
制

度
を
導
入
し
、
内
地
塩
の
産
地
・
消
費
地
間
輸

送
を
実
施
し
て
い
た
。
そ
の
対
象
を
拡
充
し
、

一
九
一
七
年
一
一
月
よ
り
専
売
局
は
植
民
地
塩

の
官
費
回
送
を
開
始
し（
た

）
69

。
以
上
の
制
度
で
輸

送
業
務
は
輸
移
入
取
扱
人
が
受
託
し
た
。
そ
し

て
、
専
売
局
は
回
送
命
令
で
発
送
元
（
輸
移
入

港
）
と
回
送
先
の
双
方
を
指
定
し
、
利
用
が
低

調
な
指
定
港
湾
を
活
用
し（
た

）
70

。
例
え
ば
、
鳥
取

県
の
境
港
は
一
九
一
四
年
七
月
よ
り
関
東
州
塩
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港
湾

数
（

港
）

輸
移

入
量

比
率

（
%
）

横浜･東京 半田･武豊･名古屋･四日市 神戸･大阪 門司 その他 利用港湾数

図 5　港湾別植民地塩輸移入量比率・利用港湾数（1913 年 6 月-1920 年 3 月）
注 1）　  「京浜・中京・阪神・関門地域」には、横浜、東京、半田、武豊、名古屋、四日市、神戸、大阪、門司の各

港を含む。
注 2）　  1918 年 10-11 月の輸移入量は原資料未記載のために不明である。
資料）　  「台湾塩移入高集計表」1913 年 7 月 28 日-1920 年 5 月 31 日（『局報』50-446（西南学院大学図書館・国史館

台湾文献館所蔵））；「関東州塩輸入高集計表」1913 年 7 月 28 日-1920 年 5 月 31 日（『局報』50-446）。
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輸
入
港
に
指
定
さ
れ
た
が
、
一
九
一
七
年
一
〇
月
以
前
の
利
用
実

績
は
皆
無
で
あ
っ
た
。
し
か
し
、
翌
一
一
月
よ
り
専
売
局
は
同
港

を
米
子
町
向
け
官
費
回
送
の
発
送
元
に
指
定
し
、
関
東
州
塩
の
輸

入
が
開
始
さ
れ（
た

）
71

。
こ
の
よ
う
な
地
方
指
定
港
湾
の
活
用
で
一
九

一
七
年
一
一
月
か
ら
同
年
度
末
の
官
費
回
送
量
四
、三
七
〇
万
斤

は
合
計
台
湾
・
関
東
州
塩
輸
移
入
量
の
二
六
・
七
％
に
達
し
た
。

そ
し
て
、
利
用
港
湾
数
は
同
時
期
よ
り
増
加
傾
向
を
示
し
た
が
、

専
売
局
は
翌
一
九
一
八
年
度
の
需
給
逼
迫
を
回
避
し
得
な
か
っ
た

（
大
蔵
省
専
売
局
（
一
九
一
九
、
二
三
五-

二
三
九
）、
図
５
）。

　

一
九
一
八
年
度
は
「
概
シ
テ
天
候
ガ
悪
カ
ッ
タ
ノ
ト
、
殊
ニ
八

月
頃
以
後
再
三
、
甚
ダ
シ
キ
ニ
至
ッ
テ
ハ
四
回
五
回
モ
暴
風
雨
ノ

被（
害

）
72

」
を
受
け
、
内
地
製
塩
量
六
億
七
、二
〇
一
万
斤
は
戦
前
期

の
同
統
計
が
現
存
す
る
一
八
九
六-

一
九
四
二
年
に
お
い
て
最
低

で
あ
っ
た
（
前
田
（
二
〇
一
八
ａ
））。
そ
こ
で
、
深
刻
な
需
給
逼
迫

の
緩
和
を
目
的
に
専
売
局
は
二
点
の
施
策
を
講
じ
た
。

　

第
一
は
、
青
島
塩
を
含
む
植
民
地
塩
の
輸
移
入
命
令
量
を
対
前

年
度
一
・
九
倍
の
七
億
八
、五
四
五
万
斤
へ
大
幅
に
引
き
上
げ
た

（
大
蔵
省
専
売
局
（
一
九
三
七
、
六
一
七-

六
一
八
、
六
二
五-

六
二
六
））。

第
二
は
、
山
口
県
佐
波
郡
中
関
村
（
現
・
防
府
市
）
と
同
県
都
濃

郡
下
松
町
に
直
営
再
製
塩
・
粉
砕
洗
浄
塩
工
場
を
設
置
し（
た

）
73

。
但

し
、
翌
一
九
一
九
年
度
両
工
場
の
加
工
用
原
料
塩
一
億
五
八
万
斤

は
同
年
度
植
民
地
塩
合
計
輸
移
入
量
五
億
二
、九
七
九
万
斤
の
一

九
・
〇
％
に
過
ぎ
な
か
っ
た
。
そ
れ
ゆ
え
に
、
需
給
逼
迫
の
緩
和

に
は
未
加
工
原
塩
の
流
通
拡
大
が
必
須
と
な
っ
た
（
大
蔵
省
専
売

局
（
一
九
三
七
、
六
九（
〇

）
74

））。
そ
こ
で
、
専
売
局
は
翌
年
度
に
植
民

地
塩
の
特
別
元
売
捌
制
度
を
廃
止
し
た
。

③
特
別
元
売
捌
制
度
の
廃
止

　

一
九
一
九
年
度
よ
り
専
売
局
は
輸
移
入
取
扱
人
に
対
す
る
特
別

元
売
捌
人
の
指
定
を
解
除
し
、
前
年
度
ま
で
内
地
塩
の
み
を
扱
っ

て
い
た
一
般
元
売
捌
人
に
植
民
地
塩
を
売
り
渡
し（
た

）
75

。
前
年
度
ま

で
植
民
地
塩
と
内
地
塩
の
官
費
回
送
は
輸
移
入
取
扱
人
と
瀬
戸
内

地
域
所
在
の
塩
回
送
会
社
が
そ
れ
ぞ
れ
受
託
し
、
専
売
局
は
内
地

塩
と
植
民
地
塩
の
供
給
を
別
個
に
調
整
し
て
い（
た

）
76

。
以
上
の
管
理

方
法
は
、
内
地
塩
と
植
民
地
塩
の
消
費
用
途
が
異
な
る
状
況
下
に

お
い
て
適
合
的
で
あ
っ
た
。
し
か
し
、
需
給
逼
迫
の
深
刻
化
で
専

売
局
は
「
移
輸
入
塩
モ
内
地
塩
ト
同
シ
ク
各
販
売
官
署
ニ
於
テ
一

般
ニ
売
下
ノ
途
ヲ
講
ス
ル
ニ
ア
ラ
サ
レ
ハ
塩
ノ
配
給
計
画
齊
一
ヲ

期
ス
ル
ヲ
得
サ（
ル

）
77

」
と
判
断
し
、
一
九
一
九
年
四
月
よ
り
内
地
塩

と
植
民
地
塩
の
供
給
調
整
一
元
化
を
目
的
と
し
て
一
般
元
売
捌
人

に
取
扱
を
統
合
し
た
。
そ
し
て
、
大
日
本
塩
業
は
魚
類
塩
蔵
用
輸

移
入
塩
の
み
を
取
り
扱
う
特
殊
元
売
捌
人
に
指
定
が
変
更
さ
れ
、

販
売
規
模
の
大
幅
な
縮
小
と
価
格
支
配
力
の
喪
失
を
余
儀
な
く
さ



帝
国
日
本
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台
湾
・
関
東
州
塩
需
給
と
流
通
主
体
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一
一
三　
（
二
八
九

れ（
た

）
78

。
そ
の
一
方
で
、
内
地
の
植
民
地
塩
取
引
は
量
的
規
模
と
地

理
的
規
模
が
並
行
的
に
拡
大
し
た
。

（
３
）
植
民
地
塩
の
取
引
と
消
費

①
植
民
地
塩
取
引
の
地
理
的
規
模

　

管
見
の
限
り
で
既
往
研
究
は
内
地
に
お
け
る
植
民
地
塩
取
引
の

分
布
と
地
理
的
規
模
を
把
握
し
て
こ
な
か
っ
た
。
そ
こ
で
、
本
章

は
大
蔵
省
専
売
局
発
行
『
局
報
』
掲
載
の
「
塩
販
売
価
格
一
覧

表
」
よ
り
植
民
地
塩
取
引
の
地
理
的
規
模
を
検
討
す（
る

）
79

。
一
九
〇

九
年
四
月
に
専
売
局
は
、
全
国
（
内
地
）
の
「
主
ナ
ル
聚
散
地
又

ハ
消
費
地
」
二
二
五
ヶ
所
で
商
況
調
査
を
開
始
し（
た

）
80

。
そ
の
調
査

地
点
数
は
一
九
一
三
年
度
二
四
一
ヶ
所
、
一
九
一
四
年
度
以
降
一

八
五
ヶ
所
と
変
動
し
た
が
、
い
ず
れ
の
地
点
で
も
専
売
局
は
「
塩

販
売
価
格
調
査
上
標
準
ト
認
ム
ヘ
キ
塩
売
捌（
人

）
81

」
記
入
の
調
査
票

か
ら
実
勢
の
流
通
価
格
を
把
握
し（
た

）
82

。
例
え
ば
、
一
九
一
三
年
一

一
月
に
函
館
専
売
支
局
小
樽
出
張
所
は
管
内
の
売
捌
人
へ
「
本
年

十
月
十
五
日
以
後
ニ
於
ケ
ル
（
十
五
日
後
ニ
該
当
ノ
事
実
ナ
キ
ト

キ
ハ
最
近
ニ
於
ケ
ル
）
八
十
斤
一
叺
当
塩
運
賃
及
販
売
価
格
ヲ
左

記
ノ
様
式
ニ
依
リ
精
確
ナ
ル
調
査
ヲ
遂
ケ
十
二
月
五
日
限
リ
御
提

出
相
成
リ
タ（
シ

）
83

」
と
命
じ
た
。
そ
し
て
、
専
売
局
は
以
上
の
調
査

票
を
集
計
し
、
各
地
の
産
地
・
銘
柄
別
取
引
価
格
を
「
塩
販
売
価

格
一
覧
表
」
に
掲
載
し
た
。
そ
れ
ゆ
え
に
、
同
表
は
植
民
地
塩
の

取
引
地
点
に
関
す
る
情
報
を
包
含
し
、
図
６
に
は
植
民
地
塩
価
格

の
掲
載
地
点
数
を
示
し
た
。

　

植
民
地
塩
取
引
は
、
輸
移
入
港
近
傍
の
京
浜
・
中
京
・
阪
神
・

関
門
地
域
各
府
県
内
に
偏
在
し
た
。
し
か
し
、
一
九
一
四-

一
五

年
と
一
九
一
七
年
末
以
降
に
掲
載
地
点
数
の
増
加
と
上
記
四
地
域

各
府
県
内
地
点
比
率
の
低
下
が
生
じ
、
植
民
地
塩
取
引
は
地
理
的

に
拡
大
し
た
。
そ
の
要
因
に
は
、
植
民
地
塩
の
相
対
価
格
下
落
と

官
費
回
送
開
始
が
挙
げ
ら
れ
る
。

②
相
対
価
格
の
変
動

　

一
九
一
四
年
度
内
地
の
単
位
面
積
あ
た
り
製
塩
量
と
合
計
製
塩

量
は
平
年
並
み
を
維
持
し
た
が
、
初
夏
に
は
「
天
候
不
順
ニ
シ
テ

五
、
六
月
ノ
候
ノ
生
産
状
況
ヨ
リ
推
セ
ハ
不
作
ナ
ル
ヘ
シ
ト
思

料
」（
大
蔵
省
専
売
局
（
一
九
一
六
、
一
八
一
））
さ
れ
た
（
前
田
（
二

〇
一
八
ａ
））。
そ
こ
で
、
専
売
局
は
予
防
的
措
置
と
し
て
関
東
州

塩
輸
入
命
令
量
を
対
前
年
度
五
七
％
増
の
一
億
一
、〇
〇
〇
万
斤

ま
で
臨
時
的
に
引
き
上
げ
、
同
年
度
植
民
地
塩
輸
移
入
量
一
億
七
、

五
七
〇
万
斤
は
対
前
年
度
四
一
％
増
に
達
し
た
（
図
３
）。
し
か

し
、
夏
季
以
降
に
内
地
製
塩
業
の
作
況
は
回
復
し
、
植
民
地
塩
の

需
給
は
大
幅
に
弛
緩
し
た
。
そ
し
て
、
台
湾
・
関
東
州
塩
の
内
地

塩
に
対
す
る
相
対
価
格
は
下
落
し
、
植
民
地
塩
取
引
の
地
理
的
拡



史
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大
を
促
し
た
（
図
２
）。
し
か
し
、
そ
れ
は
一
時
的

な
現
象
に
過
ぎ
な
か
っ
た
。
翌
一
九
一
五
年
に
植
民

地
塩
取
引
は
再
び
縮
小
し
た
。

　

一
九
一
五
年
度
に
専
売
局
は
関
東
州
塩
輸
入
命
令

量
の
臨
時
引
上
を
中
止
し
、
関
東
州
塩
輸
入
量
の
減

少
で
植
民
地
塩
輸
移
入
量
は
減
少
し
た
（
図
３
）。

さ
ら
に
、
同
年
に
鈴
木
商
店
は
大
日
本
塩
業
を
傘
下

に
収
容
し
、
植
民
地
塩
の
価
格
支
配
力
を
獲
得
し
た
。

そ
れ
ゆ
え
に
、
同
年
一
二
月
に
専
売
局
は
内
地
塩
と

植
民
地
塩
の
売
渡
価
格
を
引
き
下
げ
た
が
、
台
湾
・

関
東
州
塩
の
髙
梨
家
調
達
価
格
は
上
昇
傾
向
す
ら
示

し
た
（
図
２
）。
こ
の
よ
う
な
相
対
的
低
廉
性
の
低

下
で
植
民
地
塩
取
引
は
縮
小
し
、
京
浜
・
中
京
・
阪

神
・
関
門
地
域
各
府
県
内
地
点
比
率
の
再
上
昇
と
掲

載
地
点
数
の
再
減
少
が
生
じ
た
（
図
６
）。
但
し
、

一
九
一
六
年
以
降
も
上
記
の
両
指
標
は
一
九
一
四
年

中
葉
以
前
と
異
な
る
水
準
で
推
移
し
、
一
九
一
四-

一
五
年
に
お
け
る
取
引
の
地
理
的
拡
大
は
輸
移
入
港

近
傍
以
外
の
植
民
地
塩
需
要
を
喚
起
し
て
い
た
。
そ

れ
を
基
盤
と
し
て
植
民
地
塩
取
引
は
一
九
一
七
年
よ

り
再
び
地
理
的
に
拡
大
し
た
。
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内
地

点
比

率
（
%
）

掲
載

地
点
数
（

ヶ
所
）

台湾・関東州塩 青島塩のみ

京浜･中京･阪神･関門地域各府県内地点数 京浜･中京･阪神･関門地域各府県内地点比率

図 6　植民地塩価格『局報』掲載地点数（1913 年 2 月-1919 年 3 月・ヶ所）
注 1）　  「台湾・関東州塩」には、台湾塩のみ、関東州塩のみ、台湾塩及び関東州塩双方の価格が掲載された地点数

を一括した。
注 2）　  「京浜・中京・阪神・関門地域各府県内地点」とは東京 ･ 神奈川 ･ 愛知 ･ 三重 ･ 大阪 ･ 兵庫 ･ 山口 ･ 福岡各 8

府県内の地点を示す。
資料）　  「塩販売価格一覧表」1913 年 3 月 17 日-1919 年 7 月 21 日（『局報』31-398（西南学院大学図書館・国史館台

湾文献館所蔵））。



帝
国
日
本
の
台
湾
・
関
東
州
塩
需
給
と
流
通
主
体

）

一
一
五　
（
二
九
一

③
官
費
回
送
と
第
一
次
大
戦

　

植
民
地
塩
の
官
費
回
送
が
開
始
さ
れ
た
一
九
一
七
年
一
一
月
よ

り
図
６
の
掲
載
地
点
数
は
急
増
し
、
京
浜
・
中
京
・
阪
神
・
関
門

地
域
各
府
県
内
地
点
比
率
は
七
〇
％
前
後
か
ら
二
〇
％
台
へ
急
落

し
た
。
し
た
が
っ
て
、
上
記
四
地
域
以
外
の
港
湾
利
用
拡
大
と
官

費
回
送
の
開
始
は
植
民
地
塩
取
引
の
急
速
な
地
理
的
拡
大
を
促
進

し
た
。
し
か
し
、
一
九
一
八
年
夏
に
は
一
時
的
な
上
記
四
地
域
各

府
県
内
地
点
比
率
の
再
上
昇
と
掲
載
地
点
数
の
再
減
少
が
生
じ
た
。

そ
の
原
因
は
、
官
費
回
送
の
一
時
的
縮
小
に
求
め
ら
れ
る
。

　

第
一
次
大
戦
期
の
船
舶
不
足
と
海
上
保
険
料
上
昇
で
一
九
一

五-

一
八
年
に
内
地
海
上
運
賃
と
傭
船
料
（
大
型
船
）
は
六
・
七
倍

と
一
二
・
九
倍
へ
上
昇
し
、
一
九
一
八
年
夏
に
頂
点
を
迎
え
た

（
逓
信
省
臨
時
調
査
局
海
事
部
（
一
九
一
八
、
二
四
二-
二
四
四
）、
東
洋

経
済
新
報
社
（
一
九
二
七
、
六
二
四-

六
二
五
））。
そ
れ
ゆ
え
に
、
官

費
回
送
で
は
「
大
型
船
ノ
傭
船
意
ノ
如
ク
ナ
ラ
ス
（
略
）
時
ニ
甚

シ
ク
回
送
遅
延
」（
大
蔵
省
専
売
局
（
一
九
二
〇
ａ
、
二
四
五
））
し
、

月
平
均
植
民
地
塩
官
費
回
送
量
（
回
送
先
受
入
量
）
は
一
九
一
七

年
一
一
月-

一
九
一
八
年
六
月
か
ら
同
年
七-

一
〇
月
に
一
、一

九
九
万
斤
か
ら
四
九
四
万
斤
へ
五
九
％
急
減
し（
た

）
84

。
し
か
し
、
第

一
次
大
戦
の
休
戦
協
定
締
結
で
一
九
一
八
年
一
〇
月-

一
九
一
九

年
三
月
の
半
年
間
に
海
上
運
賃
は
六
四
％
、
傭
船
料
は
七
六
％
そ

れ
ぞ
れ
低
下
し
、
上
記
回
送
量
は
一
九
一
八
年
一
一
月-

一
九
一

九
年
三
月
に
二
、五
四
七
万
斤
へ
急
増
し
た
（
東
洋
経
済
新
報
社

（
一
九
二
七
、
六
二
四-

六
二（
五

）
85

））。
か
か
る
官
費
回
送
の
回
復
で

一
九
一
八
年
秋
か
ら
図
６
の
掲
載
地
点
数
は
再
び
増
加
し
、
一
九

一
九
年
三
月
の
青
島
塩
を
含
む
掲
載
地
点
数
一
二
四
ヶ
所
は
調
査

地
点
一
八
五
ヶ
所
の
う
ち
六
七
％
に
達
し
た
。
こ
の
よ
う
な
植
民

地
塩
の
取
引
拡
大
は
、
消
費
量
と
消
費
用
途
の
並
行
的
な
拡
大
を

伴
っ
た
。

④
植
民
地
塩
消
費
の
拡
大

　

図
７
に
は
、『
局
報
』
掲
載
の
用
途
別
食
塩
消
費
量
統
計
よ
り

用
途
別
植
民
地
塩
消
費
量
を
示
し
た
。

　

植
民
地
塩
取
引
の
推
移
と
同
様
に
植
民
地
塩
消
費
は
一
九
一
七

年
中
葉
ま
で
漸
増
し
、
同
年
末
よ
り
急
増
し
た
（
図
５
、
図
６
）。

一
九
〇
九-

一
八
年
度
に
植
民
地
塩
消
費
量
は
六
・
二
倍
増
加
し
、

同
時
期
の
「
そ
の
他
」
を
除
く
用
途
別
増
加
寄
与
率
は
醤
油
醸
造

用
一
九
・
〇
％
、
家
庭
・
漬
物
用
一
八
・
四
％
、
曹
達
製
造
用
一

五
・
九
％
、
再
製
用
七
・
三
％
、
味
噌
醸
造
用
六
・
三
％
、
魚
類
塩

蔵
用
五
・
四
％
で
あ
っ
た
。
そ
し
て
、
一
九
一
八
年
度
の
「
そ
の

他
」
を
除
く
植
民
地
塩
消
費
量
に
対
す
る
用
途
別
占
有
率
は
、
醤

油
醸
造
用
二
三
・
〇
％
、
曹
達
製
造
用
一
七
・
四
％
、
家
庭
・
漬
物

用
一
五
・
五
％
、
再
製
用
九
・
四
％
、
味
噌
醸
造
用
六
・
八
％
、
魚
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一
一
六　
（
二
九
二

類
塩
蔵
用
四
・
五
％
と
な
っ
た
。
し
た
が

っ
て
、
植
民
地
塩
消
費
は
主
に
醤
油
醸
造

用
、
曹
達
製
造
用
、
家
庭
・
漬
物
用
の
三

用
途
で
拡
大
し
た
。

　

一
九
〇
九-

一
八
年
度
に
醤
油
醸
造
用

塩
の
消
費
量
は
〇
・
二
％
増
に
留
ま
っ
た

が
、
同
用
途
の
植
民
地
塩
消
費
量
は
三
・

二
倍
増
加
し
た
。
そ
の
要
因
は
醤
油
醸
造

家
の
植
民
地
塩
使
用
法
習
得
に
求
め
ら
れ

る
。
一
九
二
八
年
に
大
蔵
省
専
売
局
は

「
大
正
七
、
八
年
頃
内
地
塩
供
給
不
足
ノ

際
以
来
奨
励
シ
タ
ル
移
輸
入
塩
ノ
消
費
ハ

其
ノ
後
各
種
工
業
用
ヲ
始
メ
醤
油
醸
造
用

其
ノ
他
原
料
用
ト
シ
テ
相
当
多
額
ノ
需
要

ヲ
馴
致
シ
」（
大
蔵
省
専
売
局
（
一
九
二
八
、

二
））
と
回
顧
し
た
。
以
上
の
「
馴
致
」

と
は
、
工
業
用
原
料
塩
消
費
者
ら
が
植
民

地
塩
の
内
地
塩
に
対
す
る
品
質
差
を
考
慮

し
、
製
品
の
品
質
に
変
化
が
生
じ
な
い
使

用
法
の
習
得
を
意
味
し
た
。
例
え
ば
、
野

田
醤
油
株
式
会
社
（
現
・
キ
ッ
コ
ー
マ
ン
）

図 7　用途別植民地塩消費量・消費量比率（1909-18 年度）
注 1）　  植民地塩には台湾塩、 関東州塩、 青島塩を含む。
注 2）　  「その他」には、 味噌醸造用、 魚類塩蔵用、 再製用を含む。
注 3）　  「家庭・漬物用比率」と「醤油醸造用比率」は、 合計植民地塩消費量に占める家庭・漬物用植民地塩消費量

もしくは醤油醸造用植民地塩消費量の比率を示す。
資料）　  「塩用途別消費高表」1910 年 7 月 25 日-1919 年 8 月 25 日（『局報』464-519, 10-403（西南学院大学図書館・

国史館台湾文献館所蔵））。
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一
一
七　
（
二
九
三

は
「
適
す
る
塩
質
は
内
地
三
等
塩
程
度
な
る
を
以
て
、
之
よ
り
良

質
の
も
の
又
は
粗
悪
の
も
の
を
使
用
す
る
必
要
の
あ
る
際
は
、
前

記
の
標
準
に
補
正
」
し
て
い
た
（
野
田
醤
油
（
一
九
四
〇
、
三
九

六
））。
こ
う
し
た
「
補
正
」
技
術
習
得
に
は
一
定
の
時
間
を
要
し
、

一
九
一
五
年
に
専
売
局
は
「
台
、
関
塩
ノ
移
、
輸
入
数
量
ヲ
増
加

シ
タ
ル
モ
其
ノ
実
行
兎
角
捗
々
シ
カ
ラ
サ
ル
ハ
遺
憾
ト
ス
ル
ト
コ

ロ
ナ
リ
右
ハ
主
ト
シ
テ
消
費
者
カ
未
ダ
之
カ
使
用
ニ
慣
熟
セ
サ
ル

ニ
基
因
ス
ル
モ（
ノ

）
86

」
と
捉
え
て
い
た
（
前
田
（
二
〇
一
六
ａ
））。
そ

こ
で
、
専
売
局
は
技
術
習
得
期
間
の
短
縮
化
に
よ
る
植
民
地
塩
の

消
費
拡
大
を
図
っ
た
。

　

一
九
一
八
年
か
ら
専
売
局
は
大
口
消
費
者
向
け
に
「
台
湾
関
東

州
塩
使
用
案
内
」
と
題
し
た
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
を
配
付
し
、
内
地
塩

に
対
す
る
品
質
差
の
対
処
法
を
周
知
し
た
。
同
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
は

天
日
原
塩
の
溶
解
・
泥
土
除
去
手
順
を
図
示
し
、「
汲
水
一
石
に

相
当
す
る
塩
水
量
」
と
題
し
た
表
で
調
製
食
塩
水
の
塩
化
ナ
ト
リ

ウ
ム
含
有
率
（
一
八
・
〇-

二
一
・
〇
％
）
に
応
じ
た
食
塩
投
入
量
を

示
し（
た

）
87

。
以
上
の
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
は
内
地
塩
と
代
替
的
な
植
民
地

塩
の
使
用
法
を
解
説
し
、
消
費
者
の
技
術
習
得
を
後
押
し
し
た
。

そ
し
て
、
同
年
に
植
民
地
塩
の
醤
油
醸
造
用
塩
消
費
量
は
急
増
し

た
（
図
７
）。

　

こ
の
よ
う
に
醤
油
醸
造
家
は
原
料
塩
を
内
地
塩
か
ら
植
民
地
塩

へ
切
り
替
え
た
が
、
合
計
消
費
量
の
伸
び
悩
み
か
ら
醤
油
醸
造
用

塩
の
合
計
植
民
地
塩
消
費
量
に
対
す
る
占
有
率
は
同
期
間
に
四

三
・
七
％
か
ら
二
三
・
〇
％
へ
低
下
し
た
。
そ
れ
と
同
様
に
曹
達
製

造
用
塩
で
も
植
民
地
塩
消
費
量
の
増
加
と
上
記
占
有
率
の
低
下
が

併
進
し
た
。

　

前
田
（
二
〇
一
三
）
で
検
討
し
た
よ
う
に
、
曹
達
製
造
業
者
は

一
八
九
〇
年
代
後
半
か
ら
主
た
る
原
料
塩
と
し
て
主
に
輸
移
入
塩

を
調
達
し
て
い
た
。
そ
し
て
、
一
九
〇
九-

一
八
年
度
に
曹
達
製

造
用
塩
の
消
費
量
と
植
民
地
塩
消
費
量
は
三
・
〇
倍
と
四
・
三
倍
増

加
し
た
が
、
合
計
植
民
地
塩
消
費
量
に
対
す
る
占
有
率
は
二
四
・

九
％
か
ら
一
七
・
四
％
へ
低
下
し
た
。
以
上
と
対
照
的
に
家
庭
・

漬
物
用
塩
は
占
有
率
を
急
上
昇
さ
せ
た
（
図
６
）。

　

上
記
期
間
に
家
庭
・
漬
物
用
塩
の
合
計
消
費
量
は
三
八
・
八
％

増
加
し
、
そ
の
植
民
地
塩
消
費
量
は
二
〇
〇
・
四
倍
増
加
し
た
。

そ
れ
ゆ
え
に
、
合
計
植
民
地
塩
消
費
量
に
対
す
る
占
有
率
は
〇
・

五
％
か
ら
一
五
・
五
％
へ
上
昇
し
た
。
こ
う
し
た
最
終
消
費
財
と

し
て
の
性
格
を
有
し
た
家
庭
・
漬
物
用
で
植
民
地
塩
消
費
は
、
一

九
一
七
年
一
〇
月
の
植
民
地
塩
官
費
回
送
開
始
後
に
急
拡
大
し
た
。

そ
れ
は
需
給
逼
迫
期
に
お
け
る
食
塩
供
給
の
量
的
拡
大
を
実
現
し

た
が
、
未
加
工
原
塩
の
供
給
拡
大
を
伴
っ
た
。
こ
れ
ら
未
加
工
原

塩
は
内
地
塩
に
対
す
る
代
替
性
が
著
し
く
低
か
っ
た
。
そ
れ
ゆ
え
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一
一
八　
（
二
九
四

に
、「
結
晶
細
か
く
し
て
色
相
の
潔
白
な
る
内
地
塩
を
使
用
し
慣

れ
た
る
消
費
者
は
、
台
関
塩
に
対
し
て
は
、
恰
も
内
地
米
不
足
の

為
め
、
背
に
腹
は
替
え
難
く
、
已
む
を
得
ず
し
て
外
米
を
以
て
、

其
腹
を
充
た
す
に
似
た
」（
近
藤
（
一
九
一
九
））
状
況
が
生
じ
た
。

こ
の
よ
う
に
最
終
消
費
財
消
費
と
し
て
の
植
民
地
塩
消
費
は
、
絶

対
的
な
供
給
不
足
の
下
で
内
地
塩
に
対
す
る
代
替
性
と
無
関
係
に

進
展
し
た
。

　

以
上
で
検
討
し
た
よ
う
に
一
九
一
〇
年
代
の
植
民
地
塩
消
費
拡

大
は
、
醤
油
醸
造
業
の
原
料
塩
切
替
、
曹
達
製
造
業
の
原
料
塩
調

達
拡
大
、
最
終
消
費
財
た
る
家
庭
・
漬
物
用
に
お
け
る
代
用
的
な

利
用
の
拡
大
に
牽
引
さ
れ
た
。
し
か
し
、
こ
れ
ら
植
民
地
塩
の
供

給
を
担
っ
た
大
日
本
塩
業
の
経
営
は
同
時
期
に
悪
化
し
た
。

（
４
）
大
日
本
塩
業
の
短
期
的
経
営
悪
化

　

図
８
に
は
、
一
九
〇
四-

一
九
年
度
大
日
本
塩
業
の
流
動
比

率
・
固
定
長
期
適
合
率
・
自
己
資
本
比
率
・
総
資
本
利
益
率
を
示

し
た
。
同
図
よ
り
一
九
一
〇
年
代
に
お
け
る
同
社
の
収
益
性
と
財

務
状
態
を
検
討
し
よ
う
。

①
収
益
性

　

本
稿
第
３
節
で
示
し
た
よ
う
に
大
日
本
塩
業
は
、
関
東
州
の
塩

田
増
築
を
一
九
一
三
年
度
に
終
了
し
、
一
九
一
四
年
度
よ
り
同
社

の
総
資
本
利
益
率
は
上
昇
へ
転
じ
た
。
翌
一
九
一
五
年
に
同
社
は

鈴
木
商
店
の
傘
下
へ
入
り
、
価
格
支
配
力
の
行
使
に
よ
る
植
民
地

塩
価
格
上
昇
で
総
資
本
利
益
率
は
続
伸
し
た
。
し
か
し
、
そ
れ
は

一
九
一
六
年
度
よ
り
低
落
し
、
一
九
一
七-

一
八
年
度
の
植
民
地

塩
取
引
拡
大
期
に
二
％
以
下
で
低
迷
し
た
。
こ
の
よ
う
な
一
九
一

六-

一
八
年
度
に
お
け
る
収
益
性
悪
化
の
理
由
を
同
社
は
営
業
報

告
書
で
二
点
指
摘
し
た
。

　

第
一
は
、
金
安
銀
高
の
進
行
で
あ
っ（
た

）
88

。
大
日
本
塩
業
は
関
東

州
で
中
国
人
小
作
人
へ
対
す
る
支
払
手
段
と
し
て
小
銀
貨
を
用
い

た
が
、
一
九
一
三-

一
九
年
に
ロ
ン
ド
ン
市
場
の
一
オ
ン
ス
あ
た

り
銀
価
格
は
二
七
ペ
ン
ス
か
ら
五
七
ペ
ン
ス
へ
二
・
一
倍
高
騰
し

た
（
井
村
（
一
九
二
三
、
三
五
二
））。
そ
れ
ゆ
え
に
、
一
九
一
六
年

よ
り
同
社
は
為
替
差
損
を
被
っ
た
。

　

第
二
は
、
海
上
運
賃
・
傭
船
料
の
暴
騰
で
あ
っ
た
。
一
九
一
七

年
度
よ
り
同
社
は
官
費
回
送
を
受
託
し
た
が
、
回
送
先
に
お
け
る

「
政
府
ノ
購
買
価
格
ハ
生
産
費
ト
運
賃
諸
掛
ノ
高
率
ニ
伴
ハ
サ
ル

為（
メ

）
89

」
に
収
支
が
悪
化
し
た
。

　

以
上
の
要
因
で
総
資
本
利
益
率
は
低
落
し
、
一
九
一
六-

一
八

年
度
に
大
日
本
塩
業
は
「
徒
ラ
ニ
取
扱
数
量
ノ
増
加
ニ
止
マ
リ
格

別
移
輸
入
利
益
ヲ
見
サ
リ（
シ

）
90

」
状
況
へ
陥
っ
た
。
し
か
し
、
一
九

一
九
年
度
に
同
社
の
総
資
本
利
益
率
は
七
・
九
％
へ
急
上
昇
し
た
。
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一
九
一
八
年
一
一
月
の
第
一
次
大
戦
休
戦
で
海
上
運

賃
・
傭
船
料
は
低
落
し
、
一
九
一
九
年
度
に
は
総
資
本

利
益
率
低
落
の
一
因
が
消
滅
し
た
。
さ
ら
に
、
同
年
度

の
特
別
元
売
捌
制
度
廃
止
は
大
日
本
塩
業
を
植
民
地
塩

の
販
売
義
務
と
在
庫
リ
ス
ク
か
ら
解
放
し
た
。
そ
し
て
、

同
社
は
内
地
の
再
製
工
場
を
売
却
し
、
売
却
益
の
獲
得

は
総
資
本
利
益
率
の
上
昇
を
促
し（
た

）
91

。

　

一
九
一
五
年
に
鈴
木
商
店
は
植
民
地
塩
輸
移
入
の
寡

占
的
支
配
を
確
立
し
、
大
日
本
塩
業
は
価
格
支
配
力
を

獲
得
し
た
。
し
か
し
、
そ
れ
は
翌
年
か
ら
為
替
変
動
と

海
上
運
賃
・
傭
船
料
暴
騰
で
利
益
源
泉
と
し
て
の
機
能

を
喪
失
し
た
。
以
上
の
要
因
で
生
じ
た
同
社
の
収
益
性

悪
化
は
財
務
状
態
の
悪
化
に
帰
結
し
た
。

②
財
務
状
態

　

図
８
に
は
、
短
期
の
債
務
支
払
能
力
を
示
す
流
動
比

率
（
＝
流
動
資
産
／
流
動
負
債
）、
長
期
的
な
財
務
の
安

全
性
を
示
す
固
定
長
期
適
合
率
（
＝
固
定
資
産
／
（
自
己

資
本
＋
固
定
負
債
））、
対
外
的
な
信
用
力
を
示
す
自
己

資
本
比
率
（
＝
自
己
資
本
／
（
負
債
＋
自
己
資
本
））
を
表

示
し
た
。
同
図
よ
り
大
日
本
塩
業
の
流
動
比
率
は
一
〇

〇
％
、
自
己
資
本
比
率
は
五
〇
％
を
概
ね
超
過
し
、
固

0%

1%

2%

3%

4%

5%

6%

7%

8%

9%

0%

50%

100%

150%

200%

250%

300%

350%

1904 1905 1906 1907 1908 1909 1910 1911 1912 1913 1914 1915 1916 1917 1918 1919

総
資
本
利

益
率

流
動
比
率
・
固

定
長
期
適
合
率
・
自

己
資
本
比
率

流動比率 固定長期適合率 自己資本比率 総資本利益率
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九
六

定
長
期
適
合
率
は
一
〇
〇
％
以
下
で
推
移
し
た
。
し
た
が
っ
て
、

同
社
は
事
業
の
存
続
が
危
ぶ
ま
れ
る
財
務
状
態
に
は
総
じ
て
陥
ら

な
か
っ
た
が
、
植
民
地
塩
輸
移
入
の
拡
大
で
一
九
一
七-

一
八
年

度
に
流
動
比
率
と
自
己
資
本
比
率
が
低
下
し
た
。

　

一
九
一
八
年
度
ま
で
特
別
元
売
捌
制
度
の
下
で
輸
移
入
取
扱
人

に
は
、
輸
移
入
塩
の
売
却
後
ま
で
専
売
局
宛
代
金
の
延
納
が
認
め

ら
れ
て
い
た
。
そ
こ
で
、
一
九
一
七-

一
八
年
の
植
民
地
塩
輸
移

入
拡
大
で
大
日
本
塩
業
の
専
売
局
宛
未
払
金
は
急
増
し
、
流
動
比

率
と
自
己
資
本
比
率
が
低
下
し（
た

）
92

。
ま
た
、
延
納
時
の
担
保
供
託

を
目
的
に
借
入
有
価
証
券
保
有
額
が
急
増
し
、
自
己
資
本
比
率
の

さ
ら
な
る
低
下
を
招
い（
た

）
93

。
植
民
地
塩
輸
移
入
の
急
速
な
拡
大
で

寡
占
的
供
給
者
た
る
大
日
本
塩
業
の
役
割
は
肥
大
化
し
、
同
社
の

財
務
状
態
は
短
期
的
な
が
ら
悪
化
し
た
。
し
か
し
、
一
九
一
九
年

度
の
特
別
元
売
捌
制
度
廃
止
で
大
日
本
塩
業
の
専
売
局
に
対
す
る

支
払
は
減
少
し
、
未
払
金
と
借
入
有
価
証
券
保
有
額
の
急
減
で
流

動
比
率
と
自
己
資
本
比
率
は
概
ね
倍
増
し
た
（
図
４
、
図
８
）。
し

た
が
っ
て
、
植
民
地
塩
価
格
の
支
配
力
喪
失
は
同
社
の
収
益
性
と

財
務
状
態
を
改
善
に
導
い
た
。

小
括

　

本
稿
の
考
察
結
果
は
以
下
三
点
に
小
括
で
き
よ
う
。
第
一
に
、

塩
専
売
制
度
の
下
で
輸
移
入
取
扱
人
兼
特
別
元
売
捌
人
は
熾
烈
な

価
格
競
争
と
シ
ェ
ア
競
争
を
展
開
し
、
内
地
塩
に
対
す
る
低
廉
性

と
代
替
性
の
強
化
が
植
民
地
塩
消
費
の
拡
大
を
促
し
た
。
一
九
〇

八
年
よ
り
複
数
者
が
指
定
さ
れ
た
関
東
州
塩
輸
入
取
扱
人
間
の
過

当
競
争
は
台
湾
塩
に
ま
で
波
及
し
、
価
格
の
下
落
は
輸
移
入
取
扱

人
兼
特
別
元
売
捌
人
の
経
営
を
悪
化
さ
せ
た
。
こ
う
し
た
価
格
競

争
は
一
九
〇
九
年
の
カ
ル
テ
ル
締
結
で
停
止
し
た
が
、
シ
ェ
ア
競

争
は
継
続
し
た
。
そ
こ
で
、
輸
移
入
取
扱
人
兼
特
別
元
売
捌
人
は

生
産
能
力
と
加
工
能
力
の
双
方
を
増
強
し
、
植
民
地
塩
の
内
地
塩

に
対
す
る
代
替
性
を
向
上
さ
せ
た
。
こ
の
よ
う
な
輸
移
入
取
扱
人

兼
特
別
元
売
捌
人
間
の
競
争
を
通
じ
、
植
民
地
塩
消
費
の
拡
大
は

促
進
さ
れ
た
。

　

第
二
に
、
鈴
木
商
店
は
大
日
本
塩
業
の
経
営
権
掌
握
で
植
民
地

塩
輸
移
入
を
寡
占
的
に
支
配
し
、
植
民
地
塩
価
格
の
支
配
力
を
獲

得
し
た
。
鈴
木
商
店
は
、
カ
ル
テ
ル
締
結
後
か
ら
シ
ェ
ア
競
争
の

回
避
を
目
論
ん
だ
。
そ
こ
で
、
一
九
一
五
年
に
同
店
は
大
日
本
塩

業
の
経
営
権
を
掌
握
し
、
関
東
州
塩
輸
入
命
令
量
の
九
九
％
を
手

中
に
収
め
た
。
以
上
の
施
策
よ
り
鈴
木
商
店
は
台
湾
・
関
東
州
塩

合
計
輸
移
入
命
令
量
に
お
い
て
も
九
九
％
以
上
を
占
有
し
、
同
年

に
価
格
支
配
力
の
行
使
で
大
日
本
塩
業
の
収
益
性
は
向
上
し
た
。

　

第
三
に
、
一
九
一
〇
年
代
中
葉
以
降
の
輸
移
入
制
度
改
定
で
植
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九
七

民
地
塩
取
引
の
量
的
規
模
と
地
理
的
規
模
は
拡
大
し
た
が
、
大
日

本
塩
業
の
収
益
性
と
財
務
状
態
は
悪
化
を
余
儀
な
く
さ
れ
た
。
一

九
一
〇
年
代
に
専
売
局
は
需
給
逼
迫
緩
和
の
目
的
で
植
民
地
塩
供

給
の
拡
大
を
図
り
、
一
九
一
七
年
開
始
の
官
費
回
送
は
輸
移
入
港

近
傍
以
外
の
地
域
で
も
植
民
地
塩
需
要
を
喚
起
し
た
。
し
か
し
、

当
該
施
策
の
実
行
で
植
民
地
塩
の
寡
占
的
供
給
者
た
る
大
日
本
塩

業
の
役
割
は
肥
大
化
し
、
同
社
は
収
益
性
と
財
務
状
態
の
双
方
で

短
期
的
な
経
営
悪
化
に
直
面
し
た
。

　

輸
移
入
開
始
当
初
の
植
民
地
塩
は
品
質
差
に
起
因
し
、
内
地
塩

に
対
す
る
代
替
性
が
低
か
っ
た
。
そ
れ
は
双
方
間
に
お
け
る
消
費

用
途
の
重
複
を
限
定
し
、
植
民
地
塩
の
各
流
通
主
体
は
限
ら
れ
た

規
模
の
需
要
を
奪
い
合
っ
た
。
こ
う
し
た
需
要
獲
得
を
め
ぐ
る
競

争
は
塩
専
売
制
度
導
入
後
ま
で
継
続
し
、
台
湾
塩
・
関
東
州
塩
間

と
関
東
州
塩
間
相
互
で
展
開
さ
れ
た
。
そ
し
て
、
競
争
の
熾
烈
化

は
流
通
主
体
の
経
営
を
悪
化
に
導
い
た
が
、
植
民
地
塩
の
供
給
能

力
と
内
地
塩
に
対
す
る
代
替
性
の
双
方
を
向
上
さ
せ
た
。
そ
こ
で
、

一
九
一
〇
年
代
よ
り
大
蔵
省
専
売
局
は
需
給
逼
迫
緩
和
の
目
的
で

植
民
地
塩
を
大
量
に
輸
移
入
し
、
内
地
の
植
民
地
塩
依
存
率
上
昇

に
帰
結
し
た
。

　

こ
の
よ
う
に
流
通
主
体
の
施
策
で
植
民
地
塩
の
内
地
塩
に
対
す

る
代
替
性
は
向
上
し
、
先
行
研
究
で
想
定
さ
れ
た
双
方
間
に
お
け

る
代
替
性
一
定
の
仮
定
は
妥
当
し
な
か
っ
た
。
但
し
、
塩
専
売
制

度
下
で
代
替
性
向
上
は
植
民
地
塩
消
費
拡
大
の
十
分
条
件
足
り
得

な
か
っ
た
事
実
に
も
留
意
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
一
九
一
八
年

度
に
内
地
製
塩
業
は
大
凶
作
へ
陥
り
、
絶
対
的
な
供
給
不
足
の
下

で
専
売
局
は
最
終
消
費
財
用
途
向
け
に
未
加
工
原
塩
の
供
給
を
拡

大
し
た
。
こ
れ
ら
未
加
工
原
塩
は
内
地
塩
に
対
す
る
代
替
性
を
欠

い
た
が
、
消
費
者
は
代
用
品
と
し
て
使
用
を
強
い
ら
れ
た
。
し
た

が
っ
て
、
植
民
地
塩
の
消
費
拡
大
は
同
年
度
を
境
界
に
異
な
る
メ

カ
ニ
ズ
ム
で
進
展
し
た
。
以
上
の
考
察
結
果
を
本
稿
冒
頭
に
掲
げ

た
課
題
と
照
合
す
れ
ば
、
以
下
を
指
摘
で
き
よ
う
。

　

第
一
次
大
戦
期
の
日
本
で
は
工
業
化
が
進
展
し
、
都
市
化
の
追

随
でK

rugm
an 

（1991

）
の
地
域
特
化
計
数
は
上
昇
を
開
始
し

た
。
そ
し
て
、
拡
大
す
る
非
農
業
部
門
で
は
実
質
所
得
が
顕
著
に

増
大
し
た
（
深
尾
・
摂
津
（
二
〇
一
七
ｂ
）、
南
・
牧
野
（
二
〇
一
七
））。

こ
の
よ
う
に
第
一
次
大
戦
期
よ
り
日
本
の
産
業
構
造
と
生
活
水

準
・
形
態
は
変
容
し
、
植
民
地
産
一
次
産
品
消
費
の
拡
大
過
程
で

も
画
期
を
成
し
た
。
当
該
期
の
農
商
務
省
は
、
米
穀
需
給
逼
迫
下

の
米
価
抑
制
を
目
的
と
し
て
米
穀
取
引
所
に
植
民
地
米
（
台
鮮

米
）
の
受
渡
代
用
を
強
制
し
た
。
か
か
る
施
策
で
買
方
に
は
内
地

米
と
異
品
種
の
現
物
米
を
受
け
渡
さ
れ
る
リ
ス
ク
が
発
生
し
、
米

価
形
成
に
お
け
るFam

a 

（1970

）
の
情
報
効
率
性
は
低
下
し
た



史
　
　
　
学

　
第
八
九
巻

　
第
三
号

）

一
二
二　
（

（Ito et al. 

（2016, 2018

））。
し
か
し
、
朝
鮮
の
内
地
米
品
種
導
入

と
台
湾
の
蓬
莱
米
生
産
開
始
で
台
鮮
米
の
内
地
米
に
対
す
る
代
替

性
は
向
上
し
、
一
九
二
〇
年
代
以
降
に
情
報
効
率
性
は
上
昇
し
た

（Ito et al. 
（2017

））。
す
な
わ
ち
、
内
地
へ
向
け
た
植
民
地
米
の

供
給
は
第
一
次
大
戦
期
よ
り
政
策
的
に
拡
大
し
た
が
、
植
民
地
米

の
代
替
性
獲
得
に
は
品
種
改
良
と
そ
の
進
展
に
か
か
る
タ
イ
ム
ラ

グ
を
要
し
た
。
こ
れ
ら
米
穀
の
事
例
と
同
様
に
食
塩
も
植
民
地
産

品
の
消
費
拡
大
過
程
で
第
一
次
大
戦
期
は
明
確
な
画
期
性
を
有
し

た
。

　

第
一
次
大
戦
末
期
よ
り
植
民
地
塩
の
最
終
消
費
財
用
途
向
け
供

給
は
政
策
的
に
拡
大
し
た
が
、
代
替
性
の
制
約
で
需
給
逼
迫
下
の

代
用
的
な
消
費
に
留
ま
っ
た
。
そ
れ
と
対
照
的
に
工
業
原
料
用
と

し
て
植
民
地
塩
の
消
費
拡
大
は
一
八
九
〇
年
代
よ
り
漸
進
し
、
曹

達
製
造
業
で
は
同
年
代
に
原
料
塩
の
過
半
を
占
め
た
。
そ
れ
よ
り

醤
油
醸
造
業
に
お
け
る
植
民
地
塩
消
費
の
拡
大
は
遅
延
し
た
が
、

一
九
一
〇
年
代
に
は
原
料
塩
の
切
替
が
進
展
し
た
。
し
た
が
っ
て
、

工
業
用
原
料
と
し
て
の
植
民
地
産
一
次
産
品
消
費
は
日
本
の
植
民

地
領
有
後
に
お
け
る
漸
進
的
拡
大
を
経
て
、
第
一
次
大
戦
期
よ
り

急
拡
大
し
た
。
こ
の
よ
う
な
食
料
と
工
業
用
原
料
の
双
方
で
用
い

ら
れ
る
食
塩
を
考
察
の
俎
上
に
載
せ
た
本
稿
よ
り
植
民
地
産
一
次

産
品
消
費
の
拡
大
は
、
食
料
向
け
消
費
と
工
業
用
原
料
向
け
消
費

二
九
八

参
考
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献
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史
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史
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。

で
異
な
る
過
程
を
経
て
い
た
。
植
民
地
産
食
料
の
消
費
拡
大
は
、

工
業
用
原
料
の
そ
れ
と
比
較
す
れ
ば
、
内
地
産
品
と
の
同
質
性
上

昇
に
よ
る
代
替
性
向
上
を
条
件
と
し
て
い
た
。
そ
し
て
、
一
九-

二
〇
世
紀
転
換
期
か
ら
植
民
地
産
一
次
産
品
の
流
通
主
体
は
代
替

性
向
上
に
要
す
る
加
工
能
力
を
増
強
し
、
第
一
次
大
戦
期
以
降
の

消
費
拡
大
を
先
導
す
る
役
割
の
一
端
を
担
っ
た
。
そ
れ
ゆ
え
に
、

第
一
次
大
戦
期
以
降
に
お
け
る
植
民
地
産
食
料
の
消
費
拡
大
過
程

は
当
該
期
以
前
の
漸
進
的
な
準
備
過
程
か
ら
包
括
的
に
理
解
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。
消
費
史
の
文
脈
か
らFrancks 

（2009

）
は

工
業
化
期
以
前
の
消
費
拡
大
に
注
目
す
る
必
要
性
を
指
摘
し
た
。

そ
の
指
摘
は
、
本
稿
の
考
察
結
果
を
踏
ま
え
れ
ば
、
植
民
地
産
食

料
に
も
適
用
さ
れ
る
べ
き
で
あ
ろ
う
。
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塾
大
学
出
版
会
。

市
川
大
祐
（
二
〇
一
五
）「
明
治
後
期
・
大
正
期
の
肥
料
商
業
・
肥
料

製
造
業
」
中
西
聡
・
井
奥
成
彦
編
著
『
近
代
日
本
の
地
方
事
業
家
：

萬
三
商
店
小
栗
家
と
地
域
の
工
業
化
』
日
本
経
済
評
論
社
、
二
九

五-

三
四
二
頁
。

李
熒
娘
（
二
〇
一
五
）『
植
民
地
朝
鮮
の
米
と
日
本
』
中
央
大
学
出
版

部
。

井
村
薫
雄
（
一
九
二
三
）『
支
那
の
為
替
と
金
銀
』
上
海
出
版
協
会
。

大
蔵
省
銀
行
局
（
一
九
〇
七
）『
第
三
十
二
次
銀
行
及
担
保
附
社
債
信

託
事
業
報
告
』（
日
本
銀
行
調
査
局
編
（
一
九
六
〇
）『
日
本
金
融
史

資
料 

明
治
大
正
編 

第
七
巻
（
下
）』
大
蔵
省
印
刷
局
、
一
七
〇-

二
〇
二
頁
）。

大
蔵
省
主
税
局
（
一
九
〇
六
）『
大
日
本
塩
業
全
書 

第
一
編
』。

大
蔵
省
専
売
局
（
一
九
〇
八
）『
大
日
本
塩
業
全
書 

第
三
編
』。

―
― 

（
一
九
一
二
、
一
六
、
一
九
、
二
〇
ａ
）『
専
売
局
年
報
』。

―
― 

（
一
九
一
五
）『
塩
専
売
史
』。

―
― 

（
一
九
二
〇
ｂ
）『
青
島
塩
業
調
査
』。

―
― 

（
一
九
二
八
）『
製
塩
地
整
理
案
要
綱
』（
塩
事
業
セ
ン
タ
ー
塩
業

資
料
室
所
蔵
、
〇
〇
五
一
四
五
）。

―
― 

（
一
九
三
一
）『
塩
専
売
統
計
表
』。

―
― 

（
一
九
三
七
）『
専
売
史 

第
一
輯 

第
五
巻
』。

大
蔵
省
百
年
史
編
集
室
（
一
九
七
三
）『
大
蔵
省
人
名
録
：
明
治
・
大

正
・
昭
和
』
大
蔵
財
務
協
会
。

大
蔵
省
理
財
局
（
一
九
〇
九
）『
自
明
治
三
十
二
年
一
月
至
明
治
四
十

二
年
三
月 

金
融
事
項
参
考
書
』。

―
― 

（
一
九
一
五
）『
大
正
四
年
四
月
調 

金
融
事
項
参
考
書
（
内
国
之

部
）』。

―
― 

（
一
九
一
九
）『
大
正
八
年
四
月
調 

金
融
事
項
参
考
書
』。

大
島
久
幸
（
二
〇
〇
四
）「
官
営
八
幡
製
鉄
所
に
お
け
る
鉱
石
輸
送
」

『
エ
ネ
ル
ギ
ー
史
研
究
』（
九
州
大
学
）
一
九
、
二
九-

四
五
頁
。

大
豆
生
田
稔
（
一
九
九
三
）『
近
代
日
本
の
食
糧
政
策
：
対
外
依
存
米

穀
供
給
構
造
の
変
容
』
ミ
ネ
ル
ヴ
ァ
書
房
。

―
― 

（
二
〇
〇
七
）『
お
米
と
食
の
近
代
史
』
吉
川
弘
文
館
。

―
― 

（
二
〇
一
六
）『
防
長
米
改
良
と
米
穀
検
査
：
米
穀
市
場
の
形
成

と
産
地
（
一
八
九
〇
年
代
～
一
九
一
〇
年
代
）』
日
本
経
済
評
論
社
。

岡
崎
清
宜
（
二
〇
〇
一
）「
恐
慌
期
中
国
に
お
け
る
信
用
構
造
の
再

編
：
一
九
三
〇
年
代
華
北
に
お
け
る
棉
花
流
通
・
金
融
を
中
心
に
」

『
社
会
経
済
史
学
』
六
七
（
一
）、
四
七-

六
八
頁
。

岡
部
牧
夫
（
二
〇
〇
八
）「「
大
豆
経
済
」
の
形
成
と
衰
退
：
大
豆
を
と

お
し
て
見
た
満
鉄
」
岡
部
編
『
南
満
洲
鉄
道
会
社
の
研
究
』
日
本
経

済
評
論
社
、
二
七-

八
九
頁
。

小
野
一
一
郎
・
難
波
平
太
郎
（
一
九
五
四
）「
日
本
鉄
鋼
業
の
成
立
と

対
外
投
資
：
日
本
鉄
鋼
業
の
成
立
と
原
料
問
題
（
Ⅱ
）」『
経
済
論

叢
』（
京
都
大
学
）
七
四
（
三
）、
五
二-

六
六
頁
。

籠
谷
直
人
（
二
〇
〇
〇
）『
ア
ジ
ア
国
際
通
商
秩
序
と
近
代
日
本
』
名

古
屋
大
学
出
版
会
。

桂
芳
男
（
一
九
七
六
）「
財
閥
化
の
挫
折
：
鈴
木
商
店
」
安
岡
重
明
編



史
　
　
　
学

　
第
八
九
巻

　
第
三
号

）

一
二
四　
（
三
〇
〇

『
日
本
経
営
史
講
座 

第
三
巻 

日
本
の
財
閥
』
日
本
経
済
新
聞
社
、

一
七
七-

二
二
三
頁
。

加
藤
幸
三
郎
（
二
〇
一
一
）「
イ
ン
ド
棉
花
に
お
け
る
内
地
直
買
の
歴

史
的
性
格
」『
専
修
経
済
学
論
集
』
四
六
（
一
）、
一-

一
八
頁
。

河
合
和
男
（
一
九
八
六
）『
朝
鮮
に
お
け
る
産
米
増
殖
計
画
』
未
来
社
。

川
東
竫
弘
（
一
九
九
〇
）『
戦
前
日
本
の
米
価
政
策
史
研
究
』
ミ
ネ
ル

ヴ
ァ
書
房
。

木
谷
名
都
子
（
二
〇
〇
六
）「
イ
ン
ド
棉
花
輸
出
問
題
か
ら
観
た
英
印

民
間
会
商
と
第
一
次
日
印
会
商
：
一
九
三
〇
年
代
前
半
の
対
英
特
恵

関
税
問
題
再
考
」『
社
会
経
済
史
学
』
七
一
（
六
）、
二
五-

四
七
頁
。

鬼
頭
宏
（
二
〇
〇
〇
）『
人
口
か
ら
読
む
日
本
の
歴
史
』
講
談
社
。

久
保
文
克
（
一
九
九
七
）『
植
民
地
企
業
経
営
史
論
』
日
本
経
済
評
論

社
。

河
野
稠
果
（
二
〇
〇
〇
）『
世
界
の
人
口
［
第
二
版
］』
東
京
大
学
出
版

会
。

国
勢
協
会
（
一
九
二
五
）『
大
阪
財
界
人
物
史
』。

近
藤
多
三
郎
（
一
九
一
九
）「
如
何
に
し
て
塩
を
増
製
す
べ
き
や

（
六
）」『
専
売
協
会
誌
』
八
一
、
三
二-

三
七
頁
。

斎
藤
修
（
一
九
九
六
）「
人
口
」
西
川
俊
作
・
尾
高
煌
之
助
・
斎
藤
編

著
『
日
本
経
済
の
二
〇
〇
年
』
日
本
評
論
社
、
三
七-

五
四
頁
。

―
― 

（
二
〇
〇
八
）『
比
較
経
済
発
展
論
：
歴
史
的
ア
プ
ロ
ー
チ
』
岩

波
書
店
。

齋
藤
尚
文
（
二
〇
一
一
）「
鈴
木
商
店
と
台
湾
塩
専
売
制
度
」『
東
洋
史

訪
』
一
七
、
五
五-

六
四
頁
。

―
― 

（
二
〇
一
七
）『
鈴
木
商
店
と
台
湾
：
樟
脳
・
砂
糖
を
め
ぐ
る
人

と
事
業
』
晃
洋
書
房
。

坂
口
誠
（
二
〇
〇
三
）「
近
代
日
本
の
大
豆
粕
市
場
：
輸
入
肥
料
の
時

代
」『
立
教
経
済
学
研
究
』
五
七
（
二
）、
五
三-

七
〇
頁
。

坂
根
嘉
弘
（
二
〇
一
二
）『
日
本
戦
時
農
地
政
策
の
研
究
』
清
文
堂
。

佐
藤
昌
一
郎
（
一
九
六
六
）「「
製
鉄
原
料
借
款
」
に
つ
い
て
の
覚
え

書
：
官
営
製
鉄
所
財
政
と
の
関
連
に
お
い
て
」『
土
地
制
度
史
学
』

八
（
四
）、
四
三-

六
三
頁
。

柴
田
善
雅
（
二
〇
〇
四
）「
日
中
戦
争
期
在
華
紡
の
活
動
：
政
府
の
支

援
と
介
入
を
中
心
に
」『
大
東
文
化
大
学
紀
要 

社
会
科
学
』
四
二
、

八
七-

一
二
三
頁
。

篠
原
三
代
平
（
一
九
六
七
）『
長
期
経
済
統
計 

六 

個
人
消
費
支
出
』

東
洋
経
済
新
報
社
。

柴
田
一
（
一
九
六
六
）「
明
治
期
に
お
け
る
食
塩
市
場
と
塩
業
界
の
動

向
：
国
産
塩
の
輸
出
運
動
と
外
塩
対
策
」『
日
本
塩
業
の
研
究
』
九
、

三
三-

八
二
頁
。

白
石
友
治
（
一
九
五
〇
）『
金
子
直
吉
傳
』
金
子
柳
田
両
翁
頌
徳
会
。

白
木
沢
旭
児
（
二
〇
一
六
）『
日
中
戦
争
と
大
陸
経
済
建
設
』
吉
川
弘

文
館
。

人
事
興
信
所
（
一
九
一
一
）『
人
事
興
信
録 

三
版
』。

―
― 

（
一
九
二
五
）『
人
事
興
信
録 

七
版
』。

鈴
木
啓
次
（
一
九
一
四
）『
大
正
二
年
度 

保
険
要
録
』
保
険
と
銀
行
社
。

須
永
徳
武
（
二
〇
〇
七
）「
塩
業
」
鈴
木
邦
夫
編
『
満
州
企
業
史
研

究
』
日
本
経
済
評
論
社
、
六
一
〇-

六
一
五
頁
。

攝
津
斉
彦
・Jean-Pascal Bassino

・
深
尾
京
司
（
二
〇
一
六
）「
明

治
期
経
済
成
長
の
再
検
討
：
産
業
構
造
、
労
働
生
産
性
と
地
域
間
格

差
」『
経
済
研
究
』（
一
橋
大
学
）
六
七
（
三
）、
一
九
三-

二
一
四

頁
。



帝
国
日
本
の
台
湾
・
関
東
州
塩
需
給
と
流
通
主
体

）

一
二
五　
（
三
〇
一

瀬
戸
林
政
孝
（
二
〇
〇
六
）「
清
末
民
初
揚
子
江
中
上
流
域
に
お
け
る

棉
花
流
通
」『
社
会
経
済
史
学
』
七
一
（
六
）、
三-

二
四
頁
。

―
― 
（
二
〇
〇
八
）「
二
〇
世
紀
初
頭
華
北
産
棉
地
帯
の
再
形
成
」『
社

会
経
済
史
学
』
七
四
（
三
）、
二
三-

四
四
頁
。

台
湾
総
督
府
専
売
局
（
一
九
〇
一
）『
食
塩
専
売
事
業
第
壹
編
』（
北
海

道
大
学
附
属
図
書
館
水
産
科
学
研
究
院
・
水
産
科
学
院
・
水
産
学
部

図
書
室
所
蔵
）。

―
― 

（
一
九
〇
三
）『
食
塩
専
売
事
業
第
貳
編
』（
北
海
道
大
学
附
属
図

書
館
水
産
科
学
研
究
院
・
水
産
科
学
院
・
水
産
学
部
図
書
室
所
蔵
）。

―
― 

（
一
九
〇
五
）『
食
塩
専
売
事
業
第
参
編
』。

―
― 

（
一
九
一
〇-

一
一
）『
台
湾
総
督
府
専
売
局
事
業
年
報
』（
国
史

館
台
湾
文
献
館
所
蔵
）。

―
― 

（
一
九
二
五
）『
台
湾
塩
専
売
志
』。

―
― 

（
一
九
三
七
）『
台
湾
の
塩
業
』。

高
島
正
憲
（
二
〇
一
七
）『
経
済
成
長
の
日
本
史
：
古
代
か
ら
近
世
の

超
長
期
Ｇ
Ｄ
Ｐ
推
計 

七
三
〇-

一
八
七
四
』
名
古
屋
大
学
出
版
会
。

高
橋
泰
隆
（
一
九
七
九
）「
台
湾
に
お
け
る
製
糖
業
の
展
開
と
日
本
帝

国
主
義
」『
商
学
研
究
科
紀
要
』（
早
稲
田
大
学
）
八
、
一
三
七-

五

八
頁
。

高
村
直
助
（
一
九
七
一
）『
日
本
紡
績
業
史
序
説
（
上
・
下
）』
塙
書
房
。

―
― 

（
一
九
八
二
）『
近
代
日
本
綿
業
と
中
国
』
東
京
大
学
出
版
会
。

竹
内
祐
介
（
二
〇
〇
八
）「
日
本
帝
国
内
分
業
に
お
け
る
朝
鮮
大
豆
の

盛
衰
」
堀
和
生
編
著
『
東
ア
ジ
ア
資
本
主
義
史
論
Ⅱ
：
構
造
と
特

質
』
ミ
ネ
ル
ヴ
ァ
書
房
、
八
五-

一
一
一
頁
。

武
田
晴
人
（
二
〇
一
〇
）「
近
代
日
本
経
済
資
料
論 

四 

民
間
資
料 

企

業
史
料
」
石
井
寛
治
・
原
朗
・
武
田
編
『
日
本
経
済
史 

六 

日
本
経

済
史
研
究
入
門
』
東
京
大
学
出
版
会
、
二
〇
三-

二
二
六
頁
。

田
中
国
隆
（
一
九
五
〇
）『
塩
業
生
活
四
十
五
年
之
回
顧
録
』
共
栄
商

事
（
塩
事
業
セ
ン
タ
ー
塩
業
資
料
室
所
蔵
）。

谷
本
雅
之
（
一
九
九
八
）『
日
本
に
お
け
る
在
来
的
経
済
発
展
と
織
物

業
』
名
古
屋
大
学
出
版
会
。

玉
真
之
介
（
二
〇
一
三
）『
近
現
代
日
本
の
米
穀
市
場
と
食
糧
政
策
：

食
糧
管
理
制
度
の
歴
史
的
性
格
』
筑
波
書
房
。

千
葉
功
（
二
〇
一
二
）『
桂
太
郎
：
外
に
帝
国
主
義
、
内
に
立
憲
主

義
』
中
央
公
論
新
社
。

逓
信
省
臨
時
調
査
局
海
事
部
（
一
九
一
八
）『
海
事
部
報
告
第
拾
参

号 

海
運
近
況
』。

デ
ュ
ン
ダ
ル･

メ
ル
ト
ハ
ン
・
三
沢
伸
生
（
二
〇
〇
九
）「
イ
ス
タ
ン

ブ
ル
の
中
村
商
店
を
め
ぐ
る
人
間
関
係
の
事
例
研
究
：
徳
富
蘇
峰
に

宛
て
ら
れ
た
山
田
寅
次
郎
の
書
簡
を
中
心
に
」『
東
洋
大
学
社
会
学

部
紀
要
』
四
六
（
二
）、
一
八
一-

二
二
〇
頁
。

東
京
再
製
塩
業
（
一
九
三
九
）『
東
京
再
製
塩
業
史
』。

東
洋
経
済
新
報
社
（
一
九
二
七
）『
明
治
大
正
国
勢
総
覧
』。

東
洋
新
報
社
（
一
九
一
七
）『
大
正
人
名
辞
典
』。

東
洋
製
紙
（
一
九
二
五
）『
東
洋
製
紙
株
式
会
社
沿
革
史
』。

東
洋
拓
殖
（
一
九
二
八
）『
東
洋
拓
殖
株
式
会
社
二
十
年
誌
』。

中
西
聡
（
二
〇
一
八
）「
知
多
郡
資
産
家
の
名
古
屋
進
出
と
近
代
名
古

屋
経
済
界
」『
愛
知
県
史
研
究
』
二
二
、
三
一-

四
七
頁
。

中
村
哲
（
一
九
六
八
）『
明
治
維
新
の
基
礎
構
造
：
日
本
資
本
主
義
形

成
の
起
点
』
未
来
社
。

名
和
統
一
（
一
九
四
八
）『
日
本
紡
績
業
の
史
的
分
析
』
潮
流
社
。

新
村
聡
（
二
〇
〇
一
）「
市
場
経
済
の
発
展
と
古
典
派
経
済
学
」
中
村



史
　
　
　
学

　
第
八
九
巻

　
第
三
号

）

一
二
六　
（
三
〇
二

達
也
・
八
木
紀
一
郎
・
新
村
・
井
上
義
朗
『
経
済
学
の
歴
史
：
市
場

経
済
を
読
み
解
く
』
有
斐
閣
、
一
三-

五
七
頁
。

西
川
博
史
（
一
九
八
七
）『
日
本
帝
国
主
義
と
綿
業
』
ミ
ネ
ル
ヴ
ァ
書

房
。

日
塩
（
一
九
九
九
）『
日
塩
五
十
年
史
』。

日
本
専
売
公
社
（
一
九
六
六
）『
塩
業
整
備
報
告 

第
二
巻 

資
料
編
』。

野
田
醤
油
（
一
九
四
〇
）『
野
田
醤
油
株
式
会
社
二
十
年
史
』。

野
村
徳
七
商
店
（
一
九
一
二
）『
株
式
年
鑑
』。

菱
本
長
次
（
一
九
三
八
）『
朝
鮮
米
の
研
究
』
千
倉
書
房
。

平
井
健
介
（
二
〇
一
七
）『
砂
糖
の
帝
国
：
日
本
植
民
地
と
ア
ジ
ア
市

場
』
東
京
大
学
出
版
会
。

弘
前
商
工
会
議
所
編
（
一
九
八
八
）『
藤
田
謙
一
：
初
代
日
本
商
工
会

議
所
会
頭
』。

深
尾
京
司
・
攝
津
斉
彦
（
二
〇
一
七
ａ
）「
成
長
と
マ
ク
ロ
経
済
」
深

尾
・
中
村
尚
史
・
中
林
真
幸
編
『
岩
波
講
座 
日
本
経
済
の
歴
史

三
：
近
代
一
』
岩
波
書
店
、
二-

二
二
頁
。

―
― 

（
二
〇
一
七
ｂ
）「
成
長
と
マ
ク
ロ
経
済
」
深
尾
・
中
村
尚
史
・

中
林
真
幸
編
『
岩
波
講
座 

日
本
経
済
の
歴
史
四
：
近
代
二
』
岩
波

書
店
、
二-

二
五
頁
。

堀
和
生
（
二
〇
〇
九
）『
東
ア
ジ
ア
日
本
資
本
主
義
史
論
Ⅰ
』
ミ
ネ
ル

ヴ
ァ
書
房
。

前
田
廉
孝
（
二
〇
一
二
）「
戦
前
期
台
湾
・
関
東
州
製
塩
業
に
お
け
る

日
系
資
本
の
進
出
過
程
：
野
崎
家
と
大
日
本
塩
業
株
式
会
社
を
中
心

に
」『
社
会
経
済
史
学
』
七
八
（
三
）、
三-

二
八
頁
。

―
― 

（
二
〇
一
三
）「
一
八
九
〇
年
代
後
半
期
日
本
に
お
け
る
内
地
産

品
・
輸
移
入
品
間
の
市
場
競
合
：
曹
達
製
造
用
・
醤
油
醸
造
用
塩
市

場
を
中
心
に
」『
西
南
学
院
大
学
経
済
学
論
集
』
四
八
（
一･

二
）、

八
九-

一
一
七
頁
。

―
― 

（
二
〇
一
五
）「
日
清
戦
後
経
営
期
の
本
国
・
植
民
地
間
に
お
け

る
経
済
政
策
の
相
克
：
農
商
務
省
の
内
地
製
塩
業
政
策
を
中
心
に
」

『
社
会
経
済
史
学
』
八
一
（
二
）、
七
一-

九
四
頁
。

―
― 

（
二
〇
一
六
ａ
）「
近
代
に
お
け
る
原
料
調
達
：
交
通
イ
ン
フ
ラ

整
備
の
進
展
と
原
料
産
地
の
変
化
」
井
奥
成
彦
・
中
西
聡
編
著
『
醤

油
醸
造
業
と
地
域
の
工
業
化
：
髙
梨
兵
左
衛
門
家
の
研
究
』
慶
應
義

塾
大
学
出
版
会
、
二
五
五-

二
九
七
頁
。

―
― 

（
二
〇
一
六
ｂ
）「
日
露
戦
後
経
営
期
の
日
本
内
地
に
お
け
る
植

民
地
産
品
輸
移
入
拡
大
の
論
理
：
塩
専
売
制
度
下
の
関
東
州
塩
輸
入

拡
大
を
中
心
に
」『
歴
史
と
経
済
』
二
三
三
、
一
六-

三
〇
頁
。

―
― 

（
二
〇
一
七
）「
蔵
書
ギ
ャ
ラ
リ
ー no.  23 

『
専
売
局
報
』」『
西

南
学
院
大
学
図
書
館
報
』
一
八
三
、
七
頁
。

―
― 

（
二
〇
一
八
ａ
）「
食
料
を
め
ぐ
る
経
済
政
策
と
消
費
の
嗜
好

性
：
戦
前
期
日
本
の
米
穀
・
食
塩
を
中
心
に
」『
嗜
好
品
文
化
研

究
』
三
、
四
八-

五
五
頁
。

―
― 

（
二
〇
一
八
ｂ
）「
明
治
・
大
正
期
日
本
の
政
策
的
食
料
需
給
調

整
と
植
民
地
産
品
消
費
：
食
塩
市
場
を
事
例
に
」『
社
会
経
済
史

学
』
八
四
（
三
）、
四
九-

七
二
頁
。

―
― 

（
二
〇
一
八
ｃ
）「
書
評
：
高
島
正
憲
著
『
経
済
成
長
の
日
本

史
：
古
代
か
ら
近
世
の
超
長
期
Ｇ
Ｄ
Ｐ
推
計 

七
三
〇-

一
八
七

四
』」『
経
済
セ
ミ
ナ
ー
』
七
〇
〇
、
一
二
〇
頁
。

―
― 
（
二
〇
二
〇
）「
日
露
戦
後
の
必
需
品
課
税
に
お
け
る
脱
税
行
為

と
監
視
・
取
締
：
塩
専
売
法
違
反
を
事
例
に
」『
社
会
経
済
史
学
』

八
五
（
四
）、
八
九-

一
一
〇
頁
。
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松
浦
章
（
二
〇
〇
五
）『
近
代
日
本
中
国
台
湾
航
路
の
研
究
』
清
文
堂

出
版
。

南
満
洲
鉄
道
（
一
九
二
三
）『
関
東
州
の
塩
業 

附
朝
鮮
の
塩
業
』。

―
― 
（
一
九
二
六
）『
我
が
国
に
於
け
る
塩
の
需
給
と
関
東
州
の
塩
業
』。

南
亮
進
・
牧
野
文
夫
（
二
〇
一
七
）「
所
得
と
資
産
の
分
配
」
深
尾
・

中
村
尚
史
・
中
林
真
幸
編
『
岩
波
講
座 

日
本
経
済
の
歴
史
四
：
近

代
二
』
岩
波
書
店
、
四
三-

六
〇
頁
。

三
和
良
一
（
一
九
八
二
ａ
）「
塩
専
売
法
の
制
定
」『
日
本
塩
業
大

系 

近
代
（
稿
）』
日
本
専
売
公
社
、
六
二
九-

六
八
六
頁
。

―
― 

（
一
九
八
二
ｂ
）「
塩
専
売
制
の
実
施
」『
日
本
塩
業
大
系 

近
代

（
稿
）』
日
本
専
売
公
社
、
六
八
七-

七
五
九
頁
。

持
田
恵
三
（
一
九
七
〇
）『
米
穀
市
場
の
展
開
過
程
』
東
京
大
学
出
版

会
。

森
久
男
（
一
九
九
三
）「
台
湾
総
督
府
の
糖
業
保
護
政
策
の
展
開
」『
台

湾
近
現
代
史
研
究
』
一
、
四
一-

八
二
頁
。

谷
ヶ
城
秀
吉
（
二
〇
一
二
）『
帝
国
日
本
の
流
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
：
流

通
機
構
の
変
容
と
市
場
の
形
成
』
日
本
経
済
評
論
社
。

安
場
保
吉
（
一
九
八
一
）「
石
原
廣
一
郎
と
資
源
確
保
論
」『
東
南
ア
ジ

ア
研
究
』（
京
都
大
学
）
一
八
（
三
）、
一
二
〇-

一
三
一
頁
。

―
― 

（
一
九
九
六
）「
日
本
経
済
史
に
お
け
る
資
源
：
一
八
〇
〇
～
一

九
四
〇
年
」『
社
会
経
済
史
学
』
六
二
（
三
）、
一-

二
二
頁
。

柳
沢
遊
（
二
〇
〇
八
）「
変
容
す
る
市
場
と
特
産
物
：
大
豆
三
品
の
流

通
・
生
産
調
査
」
松
村
高
夫
・
柳
沢
・
江
田
憲
治
『
満
鉄
の
調
査
と

研
究
：
そ
の
「
神
話
」
と
実
像
』
青
木
書
店
、
一
八
五-

二
二
六
頁
。

山
田
充
郎
（
二
〇
〇
七
）「
取
引
所
理
事
長
と
「
乗
取
屋
」：
島
徳
蔵
の

二
つ
の
顔
」『
企
業
家
研
究
』
四
、
八
四-

九
五
頁
。

吉
川
洋
（
二
〇
一
六
）『
人
口
と
日
本
経
済
：
長
寿
、
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ

ン
、
経
済
成
長
』
中
央
公
論
新
社
。

林
采
成
（
二
〇
一
九
）『
飲
食
朝
鮮
：
帝
国
の
中
の
「
食
」
経
済
史
』

名
古
屋
大
学
出
版
会
。

林
敏
容
（
二
〇
〇
九
）「
日
本
統
治
時
代
に
お
け
る
台
湾
塩
の
対
日
本
、

朝
鮮
へ
の
輸
出
」『
南
島
史
学
』
七
四
、
三
三-

五
二
頁
。

―
― 

（
二
〇
一
一
）「
日
本
統
治
時
代
に
お
け
る
台
湾
塩
の
対
露
領
沿

海
州
と
樺
太
へ
の
輸
出
」『
東
ア
ジ
ア
文
化
交
渉
研
究
』（
関
西
大

学
）
四
、
五
一
七-

五
三
二
頁
。

露
領
水
産
組
合
（
一
九
三
九
）『
露
領
漁
業
の
沿
革
と
現
状
』。

渡
辺
惇
（
一
九
八
〇
）「
近
代
日
本
に
お
け
る
植
民
地
塩
業
の
形
成
と

展
開
（
上
）」『
熊
本
大
学
教
育
学
部
紀
要 

人
文
科
学
』
二
九
、
二

九-

七
一
頁
。

―
― 

（
一
九
八
二
）「
外
地
塩
業
と
日
本
塩
業
」『
日
本
塩
業
大
系 

近

代
（
稿
）』
日
本
専
売
公
社
、
五
六
七-

六
二
七
頁
。
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iró, M

., Pinilla, V
., and W

illebald, 
H

. eds. N
atural resources and econom

ic grow
th: Learning 

from
 history, N

ew
 Y

ork: Routledge, pp. 1-25.
W

rigley. E. A
. 

（1985

）. 

“Urban grow
th and agricultural 

change: England and the continent in the early m
odern 

period,

” Journal of Interdisciplinary H
istory,  15

（ 4

）, pp. 
683-728.

註＊　

本
稿
は
二
〇
二
〇
年
度
三
田
史
学
会
大
会
総
合
部
会
シ
ン
ポ
ジ

ウ
ム
「
東
ア
ジ
ア
の
な
か
の
帝
国
日
本
：
食
の
交
流
か
ら
考
え

る
」（CO

V
ID

-19

パ
ン
デ
ミ
ッ
ク
で
中
止
）
に
お
け
る
研
究
報
告

へ
大
幅
な
加
筆
・
修
正
を
加
え
た
。
本
稿
引
用
の
史
料
は
、
北
海

道
立
文
書
館
、
上
花
輪
歴
史
館
、
ヤ
マ
サ
醤
油
株
式
会
社
、
専
修

大
学
図
書
館
、
外
務
省
外
交
史
料
館
、
日
塩
株
式
会
社
、
防
衛
省

防
衛
研
究
所
、
愛
知
県
公
文
書
館
、
防
府
市
文
化
財
郷
土
資
料
館
、

九
州
大
学
附
属
図
書
館
記
録
資
料
館
産
業
経
済
資
料
部
門
、
西
南

学
院
大
学
図
書
館
、
国
史
館
台
湾
文
献
館
に
よ
る
ご
協
力
の
下
で

閲
覧
し
た
。
ま
た
、
本
稿
の
執
筆
過
程
で
は
井
奥
成
彦
（
慶
應
義

塾
大
学
文
学
部
）、
伊
藤
幹
夫
、
中
西
聡
、
橋
口
勝
利
（
慶
應
義
塾

大
学
経
済
学
部
）、
市
川
大
祐
（
北
海
学
園
大
学
経
済
学
部
）、
平

野
智
久
（
福
島
大
学
経
済
経
営
学
類
）、
山
本
裕
（
獨
協
大
学
経
済

学
部
）、
谷
本
雅
之
（
東
京
大
学
大
学
院
経
済
学
研
究
科
）、

M
yungsoo, K

im
 

（College of H
um

anities and Interna-
tional Studies, K

eim
yung U

niversity, K
orea

）、H
ow

ard 

K
ahm

 

（U
nderw

ood International College, Y
onsei U

ni-
versity, K

orea

）、Lung-Pao T
sai 

（College of H
um

anities, 
N

ational T
aipei U

niversity, T
aiw

an

）
の
諸
氏
よ
り
有
意
義

な
コ
メ
ン
ト
を
頂
戴
し
た
。
記
し
て
謝
意
を
表
し
た
い
。
但
し
、

有
り
得
べ
き
誤
謬
は
筆
者
の
責
に
帰
す
る
。
な
お
、
本
稿
は
独
立

行
政
法
人
日
本
学
術
振
興
会
科
学
研
究
費
補
助
金
（17H

02553

、

17K
03863

、18K
01734

、20K
01795

、20K
K

0029

）
に
よ
る
成

果
の
一
部
で
あ
る
。

（
1
）　

本
稿
で
「
内
地
」
と
は
大
日
本
帝
国
憲
法
公
布
時
に
お
け
る
日

本
の
領
土
、「
植
民
地
」
と
は
日
本
の
統
治
が
及
ん
だ
範
囲
の
う
ち

で
「
内
地
」
以
外
の
地
域
を
そ
れ
ぞ
れ
示
す
。

（
2
）　

し
た
が
っ
て
、M

addison 

（2008

）
も
Ｌ
Ｔ
Ｅ
Ｓ
と
同
様
に

近
代
日
本
の
経
済
成
長
を
過
大
評
価
し
て
い
る
可
能
性
が
指
摘
さ

れ
て
い
る
。M

addison 

（2008

）
は
中
村
（
一
九
六
八
）
の
実
収

石
高
推
計
よ
り
成
長
率
を
算
出
し
、
Ｌ
Ｔ
Ｅ
Ｓ
か
ら
Ｇ
Ｄ
Ｐ
成
長

率
を
遡
及
計
算
し
た
。
そ
れ
ゆ
え
に
、
Ｌ
Ｔ
Ｅ
Ｓ
の
推
計
誤
差
は

M
addison 

（2008

）
の
推
計
に
も
反
映
さ
れ
て
い
る
。
か
か
る
課

題
を
踏
ま
え
、
高
島
（
二
〇
一
七
）
はA

llen 

（2000

）, W
rigley 

（1985

）
に
よ
る
需
要
関
数
推
定
法
とM

alanim
a 

（2011

）
に
よ

る
非
農
業
生
産
推
計
法
か
ら
七
三
〇-

一
八
七
四
年
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
を

再
推
計
し
た
。
但
し
、
高
島
（
二
〇
一
七
）
で
も
非
農
業
生
産
部

門
の
推
計
は
遡
及
計
算
を
利
用
し
、
残
さ
れ
た
課
題
に
つ
い
て
詳

細
は
前
田
（
二
〇
一
八
ｃ
）
を
参
照
。

（
3
）　Radetzki 

（1990

）
の
分
類
に
よ
る（
ａ
）食
料
（food in a 

broad sense

）
と
は
、
主
食
物
た
る
「
食
糧
」
以
外
の
食
品
を
含

む
。Radetzki 

（1990

）
は
“food in a broad sense

”
に
国
連



史
　
　
　
学

　
第
八
九
巻

　
第
三
号

）

一
三
〇　
（
三
〇
六

Ｓ
Ｉ
Ｔ
Ｃ
（Standard International T

rade Classification

）

の section 0: live anim
als and all unprocessed and pro-

cessed food products, section 1: beverages and tobacco, 
section 4: anim

al and vegetable oils and fats

を
含
め
て
い

る
。
し
た
が
っ
て
、
“in a broad sense

”
は
主
食
物
以
外
を
含

む
意
味
で
加
え
ら
れ
て
い
る
。
そ
こ
で
、
本
稿
で
は
“food

”
の

訳
語
と
し
て
「
食
料
」
を
用
い
た
。

（
4
）　

但
し
、
コ
ー
リ
ン
・
ク
ラ
ー
ク
（Colin Grant Clark

）
の
産

業
分
類
で
鉱
業
は
第
一
次
産
業
に
分
類
さ
れ
る
。

（
5
）　

林
（
二
〇
一
九
）
は
朝
鮮
米
輸
移
出
量
を
被
説
明
変
数
に
用
い

た
以
下
の
回
帰
式
よ
り
産
米
増
殖
計
画
の
輸
移
出
拡
大
に
対
す
る

規
定
性
を
否
定
し
た
。

ln

（RICEXPO
t

）=α+β
1 ln

（RICEPRO
D

t

－ 1

）+β
2 ln

（RICE-
CONS

t

）+β
3 ln

（BARLCONS
t

）+ β
4 ln

（M
ISGRACONS

t

）+ β
5 ln

（RICEPRINCRE
t

）+β
6 DUM

M
Y

t  +εit

但
し
、RICEXPO

t

：
t
年
度
米
穀
輸
移
出
量
、RICEPROD

t

－ 1

：

t

－ 1

年
度
米
穀
生
産
量
、RICECONS

t

：
t
年
度
米
穀
消
費
量
、

BARLCONS
t

：
t
年
度
麦
類
消
費
量
、M

ISGRACONS
t

：
t
年
度

雑
穀
消
費
量
、RICEPRINCRE

t

：
t
年
度
米
価
上
昇
率
、DUM

-
M

Y
t

：
t
年
度
政
策
ダ
ミ
ー
。

以
上
の
回
帰
式
で
政
策
ダ
ミ
ー
の
有
意
性
は
検
出
さ
れ
な
か
っ

た
が
、
サ
ン
プ
ル
サ
イ
ズ
三
四
（
一
九
一
一-

四
四
年
）
は
説
明

変
数
六
の
回
帰
式
で
過
少
と
言
わ
ざ
る
を
得
な
い
。
そ
こ
で
、
本

章
は
上
記
の
分
析
結
果
を
採
用
し
な
か
っ
た
。

（
6
）　
「
第
二
十
二
回
衆
議
院
塩
専
売
法
中
改
正
法
律
案
委
員
会
会
議

録
第
五
回
」
一
九
〇
六
年
三
月
、
二
三
頁
。

（
7
）　

金
城
生
「
小
栗
銀
行
整
理
事
業
の
裏
面
」『
財
界
』
九
（
四
）

（
一
九
〇
八
年
七
月
）、
四
六
頁
。

（
8
）　

小
栗
冨
治
郎
「
陸
軍
大
臣
官
房
宛 

汽
船
勢
徳
丸
御
用
船
命
令

受
領
書
」
一
八
九
五
年
四
月
三
日
（
陸
軍
省
『
日
清
事
件
綴
込
』

一
八
九
五
年
（
防
衛
省
防
衛
研
究
所
所
蔵
、
日
清
戦
役
雑
Ｍ
二

八-

三-

一
一
一
））。

（
9
）　

小
栗
冨
治
郎
「
陸
軍
大
臣
子
爵
桂
太
郎
宛
請
願
書
」
一
九
〇
〇

年
八
月
一
三
日
（
陸
軍
省
『
清
国
事
件
書
類
編
冊
』
一
九
〇
〇
年

八
月
（
防
衛
省
防
衛
研
究
所
所
蔵
、
清
国
事
件
Ｍ
三
三-

八-

七

〇
））、
小
栗
冨
治
郎
「
在
清
国
帝
国
海
陸
軍
隊
及
列
国
海
陸
軍
隊

ニ
需
要
品
供
給
認
可
請
願
」
一
九
〇
〇
年
八
月
（
海
軍
省
『
明
治

三
十
三
年
清
国
事
変
海
軍
戦
史
資
料 

巻
三
十
一
』
一
九
〇
〇
年

（
防
衛
省
防
衛
研
究
所
所
蔵
、
清
国
事
変
Ｍ
三
三-

三
一-

三
一
））。

（
10
）　

下
関
市
は
一
九
〇
二
年
に
赤
間
関
市
よ
り
改
称
さ
れ
た
が
、
本

稿
で
は
改
称
以
前
の
時
期
に
つ
い
て
も
下
関
と
呼
称
す
る
。

（
11
）　

具
体
的
に
は
手
数
料
算
出
方
法
の
切
替
額
を
一
円
か
ら
上
等
塩

九
〇
銭
、
下
等
塩
七
〇
銭
に
引
き
下
げ
、
諸
費
控
除
後
の
売
却
額

が
一
〇
〇
斤
あ
た
り
七
〇
銭
も
し
く
は
九
〇
銭
以
上
一
円
未
満
の

場
合
に
支
払
わ
れ
る
手
数
料
を
増
額
し
た
。

（
12
）　

平
年
製
塩
量
に
は
、
一
八
九
五-

一
九
〇
四
年
一
〇
ヶ
年
平
均

製
塩
量
一
〇
億
六
、八
三
一
万
斤
を
用
い
た
。

（
13
）　

髙
梨
兵
左
衛
門
家
に
つ
い
て
詳
細
は
井
奥
・
中
西
（
二
〇
一

六
）
を
参
照
。

（
14
）　

台
湾
総
督
府
が
小
栗
商
店
へ
支
払
っ
た
手
数
料
額
を
台
湾
総
督

府
専
売
局
の
公
刊
資
料
は
記
載
せ
ず
、
管
見
の
限
り
で
国
史
館
台



帝
国
日
本
の
台
湾
・
関
東
州
塩
需
給
と
流
通
主
体

）

一
三
一　
（
三
〇
七

湾
文
献
館
所
蔵
の
檔
案
類
に
も
記
録
さ
れ
て
い
な
い
。

（
15
）　

萱
場
三
郎
「
製
塩
業
調
査
復
命
」
一
八
九
八
年
（
国
史
館
台
湾

文
献
館
所
蔵
、
台
湾
塩
業
擋
案
二
四
〇
〇
二
）。

（
16
）　

条
文
中
の
「
不
都
合
」
を
同
改
定
契
約
第
一
一
条
は
「
乙
カ
本

契
約
ノ
義
務
ニ
違
背
シ
又
ハ
不
正
ノ
行
為
ア
リ
タ
ル
ト
キ
」（
台
湾

総
督
府
専
売
局
（
一
九
二
五
、
三
六
五
））
と
規
定
し
、
そ
れ
以
外

の
場
合
に
台
湾
総
督
府
の
一
方
的
契
約
破
棄
は
認
め
ら
れ
な
か
っ

た
。

（
17
）　

例
え
ば
、
一
九
〇
五
年
度
に
大
蔵
省
は
移
入
命
令
量
を
「
神
戸

塩
務
局
長
ノ
定
ム
ル
制
限
数
量
以
下
」（
台
湾
総
督
府
専
売
局
（
一

九
二
五
、
三
七
六
））
と
規
定
し
た
。

（
18
）　

輸
移
入
取
扱
人
に
よ
る
産
地
で
の
買
入
と
内
地
で
の
陸
揚
が
年

度
を
跨
が
っ
た
際
は
、
充
足
率
が
一
〇
〇
％
超
に
達
す
る
場
合
も

生
じ
た
。
例
え
ば
、
一
九
一
〇
年
度
に
台
湾
塩
の
移
入
量
は
「
前

年
度
ノ
売
渡
ニ
係
ル
塩
ニ
シ
テ
本
年
度
ニ
入
リ
移
入
シ
タ
ル
モ
ノ

ア
ル
」（
大
蔵
省
専
売
局
（
一
九
一
二
、
一
五
七
））
た
め
に
移
入

命
令
量
を
超
過
し
た
。

（
19
）　

名
古
屋
市
長 

加
藤
重
三
郎
「
甲
第
二
〇
九
号
（
愛
知
県
知
事 

深
野
一
三
宛
）」
一
九
〇
七
年
五
月
二
七
日
（『
会
社 
己 
商
工

課
』
一
九
〇
六-

〇
八
年
（
愛
知
県
公
文
書
館
所
蔵
、
愛
知
県
庁

文
書
三
〇
三-

三
））。

（
20
）　

神
戸
塩
務
局
「
台
湾
塩
一
般
定
価
売
渡
要
項
」
一
九
〇
七
年
八

月
（
上
花
輪
歴
史
館
所
蔵
、
髙
梨
本
家
文
書
五
Ａ
Ｂ
Ｓ
三
一
）。

（
21
）　

小
栗
商
店
東
京
支
店 

大
橋
「
台
湾
塩
注
文
に
対
す
る
返
事
」

一
九
〇
七
年
七
月
九
日
（
髙
梨
本
家
文
書
五
Ａ
Ｂ
Ｓ
二
七
）。

（
22
）　
「
桂
太
郎
書
簡 

（
明
治
四
十
）
年
七
月
三
十
一
日
」
一
九
〇
七

年
七
月
三
一
日
（
専
修
大
学
図
書
館
所
蔵
、
阪
谷
芳
郎
関
係
書
簡

一
九
三-

一
）。

（
23
）　
「
小
栗
銀
行
整
理
略
な
る
」『
東
京
朝
日
新
聞
』
一
九
〇
八
年
一

月
五
日
。

（
24
）　

名
古
屋
市
長 

加
藤
重
三
郎
「
甲
第
一
九
三
号
（
愛
知
県
知
事 

深
野
一
三
宛
）」
一
九
〇
八
年
五
月
二
三
日
（『
会
社 

己 

商
工

課
』）。

（
25
）　

金
城
生
「（
二
）
小
栗
銀
行
の
開
業
：
実
に
滑
稽
千
万
に
御
座

候
」『
財
界
』（
九
）
五
（
一
九
〇
八
年
八
月
）、
四
七
頁
、「（
広

告
）
合
名
会
社
小
栗
銀
行 

株
式
会
社
小
栗
貯
蓄
銀
行 

開
店
」『
東

京
朝
日
新
聞
』
一
九
〇
八
年
七
月
二
日
。

（
26
）　
「
小
栗
商
会

（
マ
マ
）と

台
湾
塩
」『
東
京
朝
日
新
聞
』
一
九
〇
八
年
二
月

一
八
日
。

（
27
）　

な
お
、
一
九
〇
七
年
九
月
に
大
蔵
省
は
主
税
局
専
売
事
業
課
・

専
売
技
術
課
と
煙
草
専
売
局
及
び
樟
脳
事
務
局
の
統
合
で
専
売
局

を
設
置
し
た
。
そ
の
過
程
に
つ
い
て
詳
細
は
、
前
田
（
二
〇
一
八

ｂ
）
を
参
照
。

（
28
）　

販
売
人
指
定
制
度
に
つ
い
て
詳
細
は
前
田
（
二
〇
一
八
ｂ
）
を

参
照
。

（
29
）　
「（
広
告
）
小
栗
商
店 

台
湾
塩
一
手
移
入
販
売
復
旧
」『
東
京
朝

日
新
聞
』
一
九
〇
八
年
一
一
月
三
日
。

（
30
）　

金
城
生
「（
三
）
小
栗
銀
行
の
狼
狽
」『
財
界
』
九
（
六
）（
一

九
〇
八
年
九
月
）、
四
二
頁
。

（
31
）　

愛
知
県
知
事
「
合
名
会
社
小
栗
銀
行
整
理
ノ
方
法
並
ニ
閉
店
後

ノ
状
況
理
財
局
長
ヘ
御
回
答
案
伺
」
一
九
〇
八
年
一
二
月
四
日

（『
会
社 
己 
商
工
課
』）。



史
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一
三
二　
（
三
〇
八

（
32
）　

小
貝
生
「（
五
）
小
栗
冨
次

（
マ
マ
）郎

と
岩
井
隆
慶
と
の
大
相
撲
」

『
財
界
』
一
〇
（
一
）（
一
九
〇
八
年
一
〇
月
）、
四
九
頁
、
小
貝
庸

吉
「
小
栗
銀
行
破
産
事
件
と
名
古
屋
控
訴
院
の
不
羈
独
立
」『
財

界
』
一
〇
（
五
）（
一
九
〇
九
年
二
月
）、
三
八
頁
。

（
33
）　

東
洋
塩
業
株
式
会
社
「
第
一
回
考
課
状
」
一
九
一
〇
年
三
月
、

四
頁
。

（
34
）　
「
コ
ー
ク
ス
製
造
と
再
製
塩
」『
香
川
新
報
』
一
九
〇
三
年
八
月

二
三
日
。

（
35
）　

日
本
食
塩
コ
ー
ク
ス
株
式
会
社
「
第
七
回
考
課
状
」
一
九
〇
六

年
一
二
月
（
日
塩
株
式
会
社
所
蔵
）、
四-

六
頁
。

（
36
）　

日
本
食
塩
コ
ー
ク
ス
株
式
会
社
「
第
九
回
考
課
状
」
一
九
〇
七

年
一
二
月
（
日
塩
株
式
会
社
所
蔵
）、
六-

七
頁
。

（
37
）　

大
日
本
塩
業
株
式
会
社
「
第
拾
壱
期
営
業
報
告
書
」
一
九
〇
八

年
一
二
月
（
日
塩
株
式
会
社
所
蔵
）、
八
頁
。

（
38
）　

日
本
食
塩
コ
ー
ク
ス
株
式
会
社
「
第
九
回
考
課
状
」、
七
頁
。

（
39
）　
「
書
簡
（
絹
川
屋　

鈴
木
茂
兵
衛
商
店
）」
一
九
〇
八
年
九
月
二

一
日
（
北
海
道
立
文
書
館
所
蔵
、
柳
田
家
資
料
Ｂ
一-
四-

二
四

三
五
）。

（
40
）　

関
東
州
塩
輸
入
取
扱
人
の
う
ち
中
村
健
次
郎
は
関
東
州
で
製
塩

業
を
営
ま
な
か
っ
た
。
そ
れ
に
も
関
わ
ら
ず
、
関
東
州
塩
輸
入
取

扱
人
に
指
定
さ
れ
た
経
緯
と
要
因
を
解
明
し
得
る
史
料
は
管
見
の

限
り
で
現
存
し
な
い
が
、
同
人
と
大
蔵
省
は
塩
専
売
制
度
導
入
以

前
よ
り
煙
草
専
売
事
業
で
接
点
を
有
し
た
。
一
九
世
紀
末
に
中
村

は
イ
ス
タ
ン
ブ
ー
ル
に
中
村
商
店
を
開
設
し
、
同
店
の
山
田
寅
次

郎
は
一
九
〇
〇
年
に
調
査
で
訪
れ
た
大
蔵
省
の
橋
本
圭
三
郎
を
接

遇
し
た
（
大
蔵
省
百
年
史
編
集
室
（
一
九
七
三
、
一
三
六
）、
デ
ュ

ン
ダ
ル
・
三
沢
（
二
〇
〇
九
））。
さ
ら
に
、
一
九
〇
五
年
の
帰
国

後
に
中
村
家
の
出
資
と
橋
本
ら
大
蔵
省
高
等
官
の
後
援
を
得
た
山

田
は
東
洋
製
紙
株
式
会
社
を
設
立
し
、
製
造
煙
草
専
売
制
度
の
下

で
シ
ガ
レ
ッ
ト
ペ
ー
パ
ー
を
大
蔵
省
へ
納
入
し
て
い
た
（
東
洋
製

紙
（
一
九
二
五
、
三
））。
こ
う
し
た
煙
草
専
売
事
業
と
の
関
係
性

を
基
盤
に
中
村
は
、
関
東
州
塩
輸
入
取
扱
人
指
定
を
受
け
た
と
考

え
ら
れ
る
。

（
41
）　

浜
口
合
名
会
社
「
第
五
期
営
業
報
告
書
」
一
九
〇
八
年
（
ヤ
マ

サ
醤
油
株
式
会
社
所
蔵
、
ヤ
マ
サ
史
料
Ａ
一
一
〇
二
）。

（
42
）　
「
過
剰
塩
問
題
」『
東
京
朝
日
新
聞
』
一
九
〇
九
年
六
月
二
五
日
、

「
独
逸
塩
大
脱
税
」『
東
京
朝
日
新
聞
』
一
九
〇
九
年
八
月
二
六
日
。

満
韓
塩
業
の
積
載
量
過
少
申
告
に
つ
い
て
詳
細
は
前
田
（
二
〇
一

三
）、
塩
専
売
法
違
反
の
実
態
と
取
締
に
つ
い
て
詳
細
は
前
田
（
二

〇
二
〇
）
を
そ
れ
ぞ
れ
参
照
。

（
43
）　
「
小
栗
銀
行
整
理
問
題
」『
東
京
朝
日
新
聞
』
一
九
〇
九
年
二
月

二
〇
日
。

（
44
）　
「
小
栗
銀
行
新
整
理
案
」『
東
京
朝
日
新
聞
』
一
九
〇
九
年
二
月

二
二
日
、「
東
洋
塩
業
会
社
創
立
総
会
」『
東
洋
経
済
新
報
』
四
八

〇
（
一
九
〇
九
年
三
月
二
五
日
）、
三
〇
頁
。

（
45
）　

東
洋
塩
業
株
式
会
社
「
第
一
回
考
課
状
」、
三
二
頁
。

（
46
）　

浜
口
合
名
会
社
「
第
六
回
営
業
報
告
」
一
九
〇
九
年
（
ヤ
マ
サ

史
料
Ａ
一
一
一
九
）。

（
47
）　

大
日
本
塩
業
株
式
会
社
「
第
拾
貳
期
営
業
報
告
書
」
一
九
〇
九

年
六
月
（
日
塩
株
式
会
社
所
蔵
）、
六
頁
。

（
48
）　
「（
広
告
）
台
湾
塩
関
東
州
塩
販
売
同
盟
協
定
価
格
広
告 

東
洋

塩
業
株
式
会
社
・
大
日
本
塩
業
株
式
会
社
」『
東
京
朝
日
新
聞
』
一



帝
国
日
本
の
台
湾
・
関
東
州
塩
需
給
と
流
通
主
体

）

一
三
三　
（
三
〇
九

九
〇
九
年
八
月
二
二
日
。

（
49
）　

大
日
本
塩
業
株
式
会
社
「
第
拾
参
期
営
業
報
告
書
」
一
九
〇
九

年
一
二
月
（
日
塩
株
式
会
社
所
蔵
）、
八
頁
。

（
50
）　
「
東
洋
塩
業
総
会
」『
読
売
新
聞
』
一
九
一
〇
年
七
月
二
八
日
。

（
51
）　

但
し
、
大
日
本
塩
業
は
讃
岐
食
塩
コ
ー
ク
ス
買
収
で
獲
得
し
た

小
豆
島
の
再
製
工
場
を
「
小
豆
島
分
工
場
勘
定
」
と
計
上
し
、「
建

物
機
械
」、「
地
所
」
に
は
含
め
な
か
っ
た
。

（
52
）　

な
お
、
一
九
〇
七
年
一
二
月
末
時
点
の
小
栗
銀
行
預
金
残
高
は

三
、八
七
九
、〇
八
九
円
で
あ
っ
た
（
合
名
会
社
小
栗
銀
行
「
第
拾

九
期
営
業
報
告
書
」
一
九
〇
七
年
一
二
月
（『
会
社 

戊 

商
工
課
』

一
九
〇
七-

〇
八
年
（
愛
知
県
庁
文
書
三
二
八-

二
）））。

（
53
）　

大
日
本
塩
業
株
式
会
社
「
第
十
七
期
営
業
報
告
書
」
一
九
一
一

年
一
二
月
（
日
塩
株
式
会
社
所
蔵
）、
四
頁
。

（
54
）　

曹
達
製
造
業
者
等
に
対
す
る
直
接
売
渡
協
定
量
は
含
ま
な
い
。

以
下
に
示
す
輸
入
命
令
量
と
関
連
し
た
記
述
も
同
様
で
あ
る
。

（
55
）　

台
湾
塩
業
株
式
会
社
「
第
四
回
考
課
状
」
一
九
一
三
年
三
月
、

五
頁
、
台
湾
塩
業
株
式
会
社
「
第
五
回
考
課
状
」
一
九
一
四
年
三

月
、
三-

五
頁
。

（
56
）　
「
満
韓
塩
業
会
社
破
綻
」『
読
売
新
聞
』
一
九
一
〇
年
六
月
八
日
、

大
日
本
塩
業
株
式
会
社
「
第
十
六
期
営
業
報
告
書
」
一
九
一
一
年

六
月
（
日
塩
株
式
会
社
所
蔵
）、
三-

四
頁
。

（
57
）　

台
湾
塩
業
株
式
会
社
「
第
六
回
考
課
状
」
一
九
一
五
年
三
月
、

五
頁
、
大
日
本
塩
業
株
式
会
社
「
第
貳
拾
五
期
営
業
報
告
書
」
一

九
一
六
年
三
月
（
日
塩
株
式
会
社
所
蔵
）、
二-

三
、
九
頁
。

（
58
）　

大
日
本
塩
業
株
式
会
社
「
第
十
七
期
営
業
報
告
書
」、
二
、
七

頁
、
大
日
本
塩
業
株
式
会
社
「
第
十
八
期
営
業
報
告
書
」
一
九
一

二
年
六
月
（
日
塩
株
式
会
社
所
蔵
）、
四
頁
、
大
日
本
塩
業
株
式
会

社
「
第
貳
拾
期
営
業
報
告
書
」
一
九
一
三
年
五
月
（
日
塩
株
式
会

社
所
蔵
）、
三
頁
、
大
日
本
塩
業
株
式
会
社
「
第
貳
拾
貳
期
営
業
報

告
書
」
一
九
一
四
年
五
月
（
日
塩
株
式
会
社
所
蔵
）、
八
頁
。

M
aeda

（2020

）
で
検
討
し
た
よ
う
に
、
製
塩
会
社
は
塩
田
築
造

費
を
営
業
費
用
に
計
上
し
て
い
た
。
損
益
計
算
書
が
現
存
し
な
い

大
日
本
塩
業
の
会
計
処
理
は
判
然
と
し
な
い
が
、
同
様
の
処
理
で

塩
田
増
築
は
総
資
本
利
益
率
低
下
の
要
因
に
な
っ
た
と
考
え
ら
れ

よ
う
。

（
59
）　
「
東
洋
製
塩
会
社
設
立
」『
東
京
経
済
雑
誌
』
一
三
七
三
（
一
九

〇
七
年
二
月
二
日
）、
四
〇
頁
。

（
60
）　
「（
広
告
）
東
洋
製
塩
株
式
会
社
株
式
募
集
広
告
」『
東
京
朝
日

新
聞
』
一
九
〇
七
年
二
月
一
日
。

（
61
）　

大
日
本
塩
業
株
式
会
社
「
第
十
六
期
営
業
報
告
書
」、
八-

一

〇
頁
、
大
日
本
塩
業
株
式
会
社
「
第
十
七
期
営
業
報
告
書
」、
七-

九
頁
、「
東
洋
製
塩
総
会
」『
東
洋
経
済
新
報
』
五
七
九
（
一
九
一

一
年
一
一
月
二
五
日
）、
三
五
頁
。

（
62
）　

大
日
本
塩
業
株
式
会
社
「
第
拾
九
期
営
業
報
告
書
」
一
九
一
二

年
一
一
月
（
日
塩
株
式
会
社
所
蔵
）、
一-

二
頁
、
大
日
本
塩
業
株

式
会
社
「
第
貳
拾
参
期
営
業
報
告
書
」
一
九
一
四
年
一
一
月
（
日

塩
株
式
会
社
所
蔵
）、
一-

二
頁
。

（
63
）　

大
日
本
塩
業
株
式
会
社
「
第
拾
参
期
営
業
報
告
書
」、
一
五-

三
三
頁
。
な
お
、
島
に
よ
る
大
日
本
塩
業
株
取
得
の
契
機
を
日
塩

（
一
九
九
九
、
五
一
）
は
「
明
治
四
二
年
（
一
九
〇
九
年
）、
満
漢

（
マ
マ
）

塩
業（
株
）の
全
株
二
万
株
が
市
場
に
出
さ
れ
た
折
に
、
こ
れ
を
鈴

木
商
店
に
買
い
占
め
ら
れ
る
と
、
強
力
な
競
争
相
手
と
な
る
の
で



史
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四　
（
三
一
〇

脅
威
を
感
じ
た
大
日
本
塩
業
は
、
資
金
的
な
余
裕
が
な
か
っ
た
の

で
、
関
西
随
一
の
株
成
金
で
あ
っ
た
島
徳
蔵
に
依
頼
し
て
そ
の
株

を
買
い
占
め
て
も
ら
っ
た
」
と
指
摘
す
る
。
し
か
し
、
第
一
に
上

記
が
依
拠
し
た
田
中
（
一
九
五
〇
）
は
該
当
の
記
述
を
含
ま
ず
、

第
二
に
満
韓
塩
業
の
総
株
数
は
三
万
株
で
あ
り
、
第
三
に
新
聞
等

の
二
次
史
料
を
検
討
す
る
限
り
で
一
九
〇
九
年
に
大
量
の
満
韓
塩

業
株
が
放
出
さ
れ
た
事
実
は
確
認
で
き
ず
、
第
四
に
満
韓
塩
業
株

保
有
者
へ
合
併
時
に
交
付
さ
れ
た
大
日
本
塩
業
第
二
新
株
を
島
は

保
有
し
な
か
っ
た
。
以
上
の
理
由
よ
り
本
稿
で
は
、
日
塩
（
一
九

九
九
）
の
記
述
内
容
を
採
用
し
な
か
っ
た
（
大
日
本
塩
業
株
式
会

社
「
第
貳
拾
参
期
営
業
報
告
書
」、
一
五
頁
、
満
韓
塩
業
株
式
会
社

「
第
四
回
報
告
」
一
九
〇
八
年
六
月
（
慶
應
義
塾
大
学
文
学
部
前
田

研
究
室
所
蔵
））。

（
64
）　

大
日
本
塩
業
株
式
会
社
「
第
十
八
期
営
業
報
告
書
」、
一
四-

二
八
頁
、
大
日
本
塩
業
株
式
会
社
「
第
拾
九
期
営
業
報
告
書
」、

一-

二
頁
。

（
65
）　

高
洲
太
助
「
青
島
塩
業
ニ
関
ス
ル
管
見
」
一
九
一
五
年
七
月
二

三
日
（『
山
東
省
塩
業
関
係
雑
件
』
一
九
一
五-

二
五
年
（
外
務
省

外
交
史
料
館
所
蔵
、
一-

七-

九-

二
））。

（
66
）　

大
日
本
塩
業
株
式
会
社
「
膠
州
湾
塩
田
貸
下
ノ
儀
ニ
付
御
願
」

一
九
一
四
年
一
一
月
二
〇
日
（『
各
国
塩
関
係
雑
件 

支
那
ノ
部 

第

一
巻
』
一
九
一
二-

二
五
年
（
外
務
省
外
交
史
料
館
所
蔵
、
Ｂ-

三-

五-

八-

一
三
四_

二_

〇
〇
一
））。

（
67
）　

大
日
本
塩
業
株
式
会
社
「
第
貳
拾
参
期
営
業
報
告
書
」、
一

五-

六
〇
頁
、
大
日
本
塩
業
株
式
会
社
「
第
貳
拾
五
期
営
業
報
告

書
」、
一
五-

五
〇
頁
。
な
お
、
鈴
木
商
店
関
係
者
に
は
台
湾
塩
業
、

藤
田
謙
一
、
鈴
木
岩
治
郎
、
金
子
直
吉
、
柳
田
富
士
松
、
西
川
文

蔵
、
窪
田
駒
吉
、
鈴
木
よ
ね
、
平
高
寅
太
郎
、
鈴
木
岩
蔵
、
志
水

寅
次
郎
、
宇
佐
見
薫
次
、
篠
本
鼎
、
青
木
一
葉
、
花
井
畠
三
郎
、

加
藤
杢
左
衛
門
、
三
輪
喜
兵
衛
（
持
株
数
順
）
を
含
め
た
。

（
68
）　

大
日
本
塩
業
株
式
会
社
「
第
貳
拾
六
回
営
業
報
告
書
」
一
九
一

七
年
三
月
（
日
塩
株
式
会
社
所
蔵
）、
四-

五
、
一
五-

三
三
頁
、

台
湾
塩
業
株
式
会
社
「
第
七
回
営
業
報
告
書
」
一
九
一
六
年
三
月
、

二
頁
。
な
お
、
日
塩
（
一
九
九
九
、
五
一
）
は
島
が
「
大
日
本
塩

業
の
株
式
の
過
半
数
を
鈴
木
商
店
に
売
り
渡
し
て
し
ま
っ
た
」
と

記
述
す
る
。
し
か
し
、
本
節
で
検
討
し
た
よ
う
に
、
島
は
過
半
数

の
大
日
本
塩
業
株
を
保
有
せ
ず
、
そ
の
保
有
株
式
数
よ
り
遙
か
に

大
量
の
同
社
株
を
鈴
木
商
店
は
東
亜
塩
業
合
併
で
取
得
し
た
。
し

た
が
っ
て
、
鈴
木
商
店
に
よ
る
大
日
本
塩
業
株
の
支
配
は
東
亜
塩

業
と
の
合
併
で
決
定
付
け
ら
れ
た
。

（
69
）　

内
地
塩
対
象
の
官
費
回
送
制
度
導
入
に
つ
い
て
詳
細
は
前
田

（
二
〇
一
八
ｂ
）
を
参
照
。

（
70
）　
「
事
業
部
長
依
命
通
牒
甲
第
三
六
〇
六
号 

台
関
塩
回
送
ニ
関
ス

ル
件
」
一
九
一
七
年
一
一
月
一
五
日
（『
局
報
』
三
〇
六
（
一
九
一

七
年
一
一
月
二
六
日
）（
国
史
館
台
湾
文
献
館
所
蔵
、
〇
九
三
九
〇

三
））、
八
四
四
頁
。

（
71
）　

図
５
参
照
資
料
に
拠
る
。

（
72
）　
「
第
四
十
一
回
貴
族
院
請
願
委
員
第
一
分
科
会
議
事
速
記
録
第

七
号
」
一
九
一
九
年
三
月
、
四
七
頁
。

（
73
）　
「
長
官
達
秘
五
二
八
五
号 

専
売
支
局
分
工
場
名
称
位
置
中
改
正

ノ
件
」
一
九
一
八
年
一
二
月
一
七
日
（『
局
報
』
三
六
七
（
一
九
一

九
年
一
月
六
日
）（
西
南
学
院
大
学
図
書
館
所
蔵
、
貴
重
書
三
四



帝
国
日
本
の
台
湾
・
関
東
州
塩
需
給
と
流
通
主
体

）

一
三
五　
（
三
一
一

八
／
四
／
八
））、
四
頁
、「
長
官
達
秘
八
一
七
号 

専
売
支
局
分
工

場
名
称
位
置
中
改
正
ノ
件
」
一
九
一
九
年
二
月
二
七
日
（『
局
報
』

三
七
六
（
一
九
一
九
年
三
月
一
〇
日
）（
西
南
学
院
大
学
図
書
館
所

蔵
、
貴
重
書
三
四
八
／
四
／
八
））、
一
四
八
頁
。

（
74
）　

専
売
局
直
営
の
輸
移
入
塩
再
製
に
つ
い
て
詳
細
は
前
田
（
二
〇

一
八
ｂ
）
を
参
照
。

（
75
）　
「
大
蔵
省
告
示
第
七
十
三
号 

塩
売
渡
価
格
告
示
中
改
正
ノ
件
」

一
九
一
九
年
四
月
二
六
日
（『
局
報
』
三
八
六
（
一
九
一
九
年
五
月

一
二
日
）（
西
南
学
院
大
学
図
書
館
所
蔵
、
貴
重
書
三
四
八
／
四
／

八
））、
四
二
〇
頁
。
但
し
、
一
九
一
八
年
度
以
前
の
一
般
元
売
捌

人
も
二
次
卸
と
し
て
は
輸
移
入
塩
を
取
り
扱
っ
た
。
そ
れ
ゆ
え
に
、

一
九
〇
八
年
に
大
日
本
塩
業
と
特
約
販
売
契
約
を
締
結
し
た
東
京

市
下
食
塩
商
は
、
一
般
元
売
捌
人
と
し
て
専
売
局
か
ら
内
地
塩
を

買
い
受
け
た
一
方
で
、
特
別
元
売
捌
人
た
る
大
日
本
塩
業
か
ら
二

次
卸
と
し
て
関
東
州
塩
を
買
い
受
け
て
い
た
。

（
76
）　

内
地
塩
官
費
回
送
を
受
託
し
た
塩
回
送
会
社
に
つ
い
て
詳
細
は

前
田
（
二
〇
一
八
ｂ
）
を
参
照
。

（
77
）　

大
日
本
塩
業
株
式
会
社
「
第
参
拾
期
営
業
報
告
書
」
一
九
一
九

年
六
月
（
日
塩
株
式
会
社
所
蔵
）、
六
頁
。

（
78
）　
「
事
業
部
長
依
命
通
牒
甲
第
一
九
七
七
号 

移
輸
入
塩
売
渡
方
改

正
ニ
関
ス
ル
件
」
一
九
一
九
年
四
月
二
六
日
（『
局
報
』
三
八
五

（
一
九
一
九
年
五
月
五
日
）（
西
南
学
院
大
学
図
書
館
所
蔵
、
貴
重

書
三
四
八
／
四
／
八
））、
四
〇
二-

四
〇
三
頁
。

（
79
）　
『
局
報
』
は
、
専
売
局
が
地
方
の
出
先
機
関
へ
通
帳
、
局
内
統

計
等
を
伝
達
す
る
目
的
で
毎
週
発
行
さ
れ
た
。
詳
細
は
前
田
（
二

〇
一
七
ｂ
）
を
参
照
。

（
80
）　
「
長
官
達
丁
第
二
六
四
〇
号 

塩
販
売
、
回
送
ニ
関
ス
ル
事
項
取

調
報
告
方
ノ
件
」
一
九
〇
九
年
四
月
二
〇
日
（『
局
報
』
三
八
八

（
一
九
〇
九
年
四
月
二
六
日
）（
西
南
学
院
大
学
図
書
館
所
蔵
、
貴

重
書
三
四
八
／
四
／
八
））、
八
四
八-

八
五
五
頁
。

（
81
）　
「
長
官
達
甲
第
四
七
九
号 

塩
販
売
回
送
ニ
関
ス
ル
事
項
取
調
方

ニ
関
ス
ル
件
」
一
九
一
三
年
七
月
二
三
日
（『
局
報
』
五
一
（
一
九

一
三
年
八
月
四
日
）（
国
史
館
台
湾
文
献
館
所
蔵
、
〇
九
三
八
九

六
））、
八
三
五
頁
。

（
82
）　
「
長
官
達
甲
第
四
七
九
号 

塩
販
売
回
送
ニ
関
ス
ル
事
項
取
調
方

ニ
関
ス
ル
件
」、
八
三
四-

八
四
六
頁
、「
事
業
部
長
通
牒
甲
第
一

〇
五
一
号 

塩
商
況
調
査
地
ノ
件
」
一
九
一
四
年
三
月
一
七
日

（『
局
報
』
八
六
（
一
九
一
四
年
三
月
二
三
日
）（
西
南
学
院
大
学
図

書
館
所
蔵
、
貴
重
書
三
四
八
／
四
／
八
））、
二
八
四-

二
八
七
頁
。

（
83
）　

函
館
専
売
支
局
小
樽
出
張
所
「
塩
元
売
捌
人
本
間
泰
蔵
宛
小
第

四
二
九
九
号
ノ
一
」
一
九
一
三
年
一
一
月
一
九
日
（『
塩
関
係
書
類

綴
』
一
九
一
〇-

一
六
年
（
北
海
道
立
文
書
館
所
蔵
、
丸
一
本
間

家
文
書
Ｂ
五
八
／
三
八
二
））。

（
84
）　
「
塩
商
況
一
覧
」
一
九
一
八
年
三
月
二
五
日-

一
九
一
九
年
一

月
二
七
日
（『
局
報
』
三
二
三-

三
七
〇
（
西
南
学
院
大
学
図
書
館

所
蔵
））。
官
費
回
送
遅
延
の
発
生
に
つ
い
て
詳
細
は
前
田
（
二
〇

一
八
ｂ
）
を
参
照
。

（
85
）　
「
塩
商
況
一
覧
」
一
九
一
九
年
三
月
三
一
日-

六
月
九
日
（『
局

報
』
三
八
〇-

三
九
一
（
西
南
学
院
大
学
図
書
館
所
蔵
））。

（
86
）　
「
専
売
支
局
長
、
専
売
局
試
験
場
長
会
議
ノ
際
ニ
於
ケ
ル
専
売

局
長
官
注
意
事
項
」
一
九
一
五
年
四
月
二
八
日
（『
局
報
』
一
五
五

（
一
九
一
五
年
五
月
一
〇
日
）（
西
南
学
院
大
学
図
書
館
所
蔵
、
貴



史
　
　
　
学

　
第
八
九
巻

　
第
三
号

）

一
三
六　
（
三
一
二

重
書
三
四
八
／
四
／
八
）、
五
〇
八
頁
。

（
87
）　

専
売
局
「
台
湾
関
東
州
塩
使
用
案
内
」
一
九
一
八
年
一
月
（
専

売
局
三
田
尻
試
験
場
『
天
日
製
塩
ノ
粉
砕
洗
滌
ニ
関
ス
ル
書
類
』

一
九
一
八-

一
九
年
（
塩
事
業
セ
ン
タ
ー
塩
業
資
料
室
所
蔵
、
〇

一
〇
九
一
九
））。

（
88
）　

大
日
本
塩
業
株
式
会
社
「
第
貳
拾
七
回
営
業
報
告
書
」
一
九
一

七
年
三
月
（
日
塩
株
式
会
社
所
蔵
）、
三
頁
。

（
89
）　

大
日
本
塩
業
株
式
会
社
「
第
貳
拾
八
回
営
業
報
告
書
」
一
九
一

七
年
一
二
月
（
日
塩
株
式
会
社
所
蔵
）、
二
頁
。
専
売
局
は
官
費
回

送
対
象
の
植
民
地
塩
を
回
送
先
で
購
買
し
、
購
買
価
格
に
は
政
府

負
担
の
回
送
費
が
含
ま
れ
た
。

（
90
）　

大
日
本
塩
業
株
式
会
社
「
第
貳
拾
八
回
営
業
報
告
書
」、
二
頁
。

（
91
）　

大
日
本
塩
業
株
式
会
社
「
第
参
拾
回
営
業
報
告
書
」
一
九
一
九

年
八
月
（
日
塩
株
式
会
社
所
蔵
）、
一
一
頁
。

（
92
）　

大
日
本
塩
業
株
式
会
社
「
第
貳
拾
九
回
営
業
報
告
書
」
一
九
一

八
年
一
二
月
（
日
塩
株
式
会
社
所
蔵
）
一
一-
三
頁
。
な
お
、
一

九
一
八
年
度
末
未
払
金
の
七
六
・
二
％
を
専
売
局
宛
が
占
め
た
。
但

し
、
未
払
金
合
計
額
に
は
支
払
手
形
を
含
む
。

（
93
）　

村
井
市
孝
・
西
川
文
蔵
「
据
置
担
保
約
定
書
」
一
九
一
六
年
九

月
三
〇
日
（『
塩
業
ニ
関
ス
ル
書
類
綴
』
一
九
一
四-

一
八
年
（
九

州
大
学
附
属
図
書
館
記
録
資
料
館
産
業
経
済
資
料
部
門
所
蔵
、
村

井
家
文
書
Ｂ
一
七
）。


